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研究概要 

１．はじめに（研究背景等） 

アジアでは熱帯林を中心に深刻な森林減少が続いているが、わずかながらもマングローブ林や河畔湿地林な

ど、「奥地の森」ではない「身近な湿地林」に地域住民による保全例がある。森林・水界の両生態系が接するこ

れら湿地林は、木材や非木材林産物の採取のみならず、漁業の場としても多様で豊かな生態資源を提供し、地

域住民に絶え間なく利用されながらも森林が守られている。ただし変動する社会経済条件の下で、湿地林のこ

のような持続的利用がいつまで可能なのか、どうすれば維持できるのか、その問題点と解決策についての解答

はない。森林の管理・保全に地域住民の積極的な参加が重要であることは広く認識されている。森林とその周

縁生態系を利用する地域住民に対する働きかけに配慮を欠いては、環境問題の総合的解決はない。しかしなが

ら常に動的である社会経済的背景の変化を踏まえての、地域住民による森林管理手法の有効性とその限界、

さらに主体である住民自身による手法受容の可能性についての知見は限られており、途上国森林行政機関に

よる政策実施を足踏みさせている。実効性のある湿地林管理・保全のためには、地域住民による湿地林生態資

源利用の実態と保全理由、住民による湿地林管理の利点と限界などの諸点について自然科学、社会科学両面

から具体的なデータを提示することが喫緊の課題である。 

 

２．研究開発目的  

 この半 世 紀 間 に国 土 に占 める森 林 の割 合 が50％台 から20％弱 にまで激 減 したタイを中 心 に、社 会 経 済 環

境 により変 遷 する土 地 利 用 のもとで、湿 地 林 をめぐる生 態 資 源 がどのように量 的 、質 的 に変 化 してきたのかを

把 握 する。また減 少 し続 けるなかでも、住 民 が持 続 的 に利 用 することで保 全 が果 たされている湿 地 林 、あるい

は住 民 が恵 みを得 るために自 ら修 復 する湿 地 林 について、持 続 的 な利 用 のために森 林 を維 持 する知 恵 の構

造 、利 用 ・保 全 のために許 容 できる条 件 とその限 界 を明 らかにする。さらに住 民 参 加 型 森 林 管 理 の先 行 例 分

析 により、想 定 される問 題 点 と解 決 策 を明 らかにし、地 域 住 民 による持 続 的 利 用 を通 じた湿 地 林 管 理 ・保 全

を政 策 として安 定 させるために必 要 な条 件 を提 示 する。 

 

３．研究開発の方法  
本研究は4つのサブテーマからなる。以下、サブテーマごとの研究項目と方法について記す。 

（１）身近な湿地林における生態資源の過去50年間の変遷 
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タイの湿地林数ヵ所を対象に、過去半世紀分の航空写真や衛星画像を分析し、湿地林面積の推

移、変化パターンとそれらの要因について解明する。同時に湿地林のもつポテンシャルな資源量と生産力、住民

が生活資源として利用しうる小動物相、植物相を求め、持続的利用が可能となるそれぞれの収穫量を明らかに

する。漁業生産へのポテンシャルな貢献の評価のため湿地林から水界への栄養物質供給量を把握する。 

（２）湿地林が支える漁業資源と住民による利用実態の解明 

タイ湿地帯における漁業資源と地域住民との関わりあいを調べる。水生生物の多様性と現存量、漁業資源種、

水質・底質等を生態学的・資源生物学的手法により解析する。漁業者や地域住民からの聞き取り調査および行

政資料や統計データの解析を行う 

（３）住民による湿地林生態資源利用と管理・保全実態の解明 

社会経済条件が著しく変動しているタイにおいて、地域住民はどのように湿地林生態資源を利用しているのか、

その実態を把握する。また住民自身が持続的利用を通じて森林を管理・保全・修復する事例から、地域住民が

もつ湿地林保全のためのインセンティブと資源維持の知恵を明らかにする。 

（４）住民による森林の持続的利用・保全の適正支援政策の必要条件解明 

東南アジアを対象に、さまざまな住民参加型森林管理の先行事例を分析してそれぞれの問題点を探り、解決

策の提案を行う。持続的生態資源利用を通じた湿地林の管理・保全策の立案・実施において、地域住民の参

加と適正な運営を促すために、森林行政機関が果たすべき役割を明らかにする。 

 

４．結果及び考察  

（１）身近な湿地林における生態資源の過去50年間の変遷 

今後の湿地林管理のあり方を考えるため湿地林で生じた多様な変化の時間的空間的に定量化把握を試み

た。タイ国南部ラノン県のマングローブと東北部ヤソトン県ラムセバイ川の河畔湿地林を対象に土地被覆区分の

約50年間の変化を把握し、ランドスケープ指数解析で変化パターンを求めた。マングローブでは園地への転換な

ど農業開発と養殖施設による減少、河畔湿地林では農業用施設整備や河畔林の減少と天水田の増加が明か

にできた。資源量実態と許容利用量推定のための生産力把握では、ラノン県Suksamran郡のマングローブ林の

約20年生林分の地上部現存量が平均で約220 ton/ha、ここの成長速度8～14 ton/ha/年は持続的製炭業が

行われているマレーシア、マタン地域より高い。ラムセバイ川の河畔湿地林周辺では、幹直径30cm以上の立木

相当の木材が新築家屋１戸当り約40本必要であり、近隣の森林は建築材を平均で97本/ha提供可能であった。

一旦農地化されても隣接林分からの種子供給があれば40年程度で資源は回復しうる。森林を含む資源の豊か

さをもたらす生物多様性保全との両立の方向性を探るため、地域住民が利用しつつ維持してきた森林で生物多

様性がどの程度保全され、あるいは変化してきたのかを、身近な森林での過去半世紀の環境変化と生息する哺

乳類相に生じた変化を求めた。マングローブ林ではカワウソなどがいまだ多く生息し、住民による漁業活動はこれ

までのところ生態系に影響するレベルではない。一方東北タイ河畔湿地林でのカワウソ類の減少が狩猟圧により

引き起こされてきている。大きな保護区がないこの地域域では、信仰のために残されてきた「寺の森」などの生物

多様性保全の場としての見直しが重要である。マングローブ林の落下リター量は年7.84～10.48 ton/haと地上部

現存量の大きな違いに関わらず明確な差がなかった。河畔湿地林の陸側の冠水期間が短い箇所では東北タイ

の一般的な森林と同程度の落下リター量があり、冠水前後に多くのリター落下が起こる。落葉として供給される

餌資源や産卵場所、幼時の避難場所だけでなく、魚種による特別な嗜好を満たす面からも河畔湿地林は高い

魚付効果を発揮している。 

 

（２）湿地林が支える漁業資源と住民による利用実態の解明 

湿地帯が涵養する漁業資源と地域住民による利用実態を明らかにした。ヤソトン県ナーケー村では近年、灌

漑設備の普及によりダムや貯水池などの面積が急増した。河川水位の年格差は約9ｍに達し、雨期最盛期には

広大な氾濫原が水没して川幅は1kmを超えた。氾濫時には底層付近から溶存酸素が急激に低下し、貧酸素水

塊が出現する現象が確認された。プランクトンの多様性、現存量とも非常に高く、総数は25科90属171種にのぼ

った。ナーケー村住民の約96.7％が何らかの形で漁業活動に関与しており、そのうち約100名は日常的にラムセ

バイ河畔において漁業を営んでいた。しかしながら漁業収入は全体のわずか1.7％であり、商業漁業は発達して

おらず、漁業活動は生態系サービスを自活的に利用する重要な手段であると考えられた。年間総漁獲量は19.1

トンであり、ほぼ自給可能な資源量を維持していた。使用されているは漁具は小型の網やワナがほとんどで、総

数は59種類にのぼった。魚類の分類群数は、市場で流通している種を含め、28科57属91種を確認した。一方、

ラノン県スクサムラン郡のマングローブ域周辺の湿地帯は、灌漑設備、エビ養殖場、魚類養殖設備の建設により、

近年開拓が進められた。カンプアン村住民の約12.1％が13種類の漁具・漁法を駆使してマングローブ前面にお

ける商業漁業に従事していた。漁具・漁法を使い分け、漁場を幅広く利用することで特定種に対する漁獲圧を緩

和し、限られた漁業資源を持続的に利用できるという可能性が示唆された。以上、漁業資源や漁業活動を生物

学的・水産学的に明らかにし、地域住民による利用実態を解明することにより、湿地帯における漁業活動につい

て科学的な検討を加えた。 
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（３）住民による湿地林生態資源利用と管理・保全実態の解明 

タイを代表する湿地林である河畔湿地林は水田に隣接する淡水漁撈、マングローブ林は海洋漁撈やエビをは

じめとする沿岸養殖や薪炭をはじめとする林産物生産の場として、ともに地域住民の生計を支えてきた。湿地林

の特徴を活かした地域の自然利用は、また在来の技術と制度を育んできた。しかし1980年代からの経済発展と

その後の通貨危機に至るバブル崩壊は、タイの生業構造の転換を招き、自然利用の新たな技術と制度を生み

出しつつあり、その実態把握が急務である。ヤソトン県では、河畔湿地林保全について政府の「上」からの制度

化・関与の有効性を郡レベルで確認したが、それはコミュニティ内部の「下」からの要因と組み合わされて機能し

ており、その具体例の内実を明らかにした。過去に採取漁撈と製炭、粗放エビ養殖、集約エビ養殖の推移を経

験してきたチャンタブリ県ウェル湿地帯では、現在汽水域での粗放養殖池と観光振興、内陸側での高度集約養

殖池経営と、立地に応じた新たな土地利用秩序が築かれつつあり、その枠組みの中で地域住民による湿地林

保全活動が進められている。放棄養殖池は、マングローブ植林と組み合わせた粗放養殖池として再利用され、ま

た海洋沿岸資源局、地方行政担当者（県・郡・地区・村）、住民らが連携し、湿地のホタルを活用したエコツーリ

ズムによる地域振興を目指している。サムットソンクラム県ワー郡イーサーン区のマングローブはすべて民有林で、

ここの林分所有世帯が個別に経営管理しているボトム－アップ型の成功例である。熱帯アジアの大都市にはそ

の燃料需要を支えてきたマングローブ原木林経営と製炭の場があり、その個別履歴の解明と比較から、「地域

住民による生態資源利用の持続的利用を通じた湿地林保全手法」をより明確化し具体化できよう。周期的な冠

水が繰り返される湿地林では、排他的利用が困難であることが多い。そのような生態環境に適応した共同利用

の慣習・制度が確認できた。排他性を抑制し、重層的な利用保有関係を追認維持する「あいまいさ」を確保しな

がら調整される仕組みである。 

 

（４）住民による森林の持続的利用・保全の適正支援政策の必要条件解明 

住民による森林保全を支援する政策には、森林を維持する方が維持しないよりも多くの利益が得られると住

民が期待するような設計が求められる。そのような政策設計には、森林推移の状況、住民の移動状況、管理権

の有無、外部支援の有無等により、住民による森林利用・管理の状況を類型化して把握することが重要である。

また政策の立案においては、森林と地域住民の状況に加え、それまで実施されてきた関連政策とその背景に関

する理解も必要である。より良い保全政策を提示するための基礎として、タイにおけるコミュニティ林法の変遷、マ

ングローブ域を対象にした湿地林政策の解析をおこなった。タイの河畔林は国有保全林、公共地、私的占有地

の各領域に見られ、マングローブ林はこれらに加え国立公園域にもみられる。調査対象とした東北タイの河畔湿

地林は農耕に適さない土地として伐開・開墾を受けず漁業資源採集の場として利用されてきたもので、土地利用

制度による支援ではなく生態資源に対する住民の経験知が結果として河畔湿地林を保護してきたと言える。タイ

のマングローブ林は、住民のマングローブ域利用を厳しく制限しようとする政策や逆にエビ養殖の許可範囲の拡

大に向けた動きもみられた時期があったものの、今日ではマングローブ林の再生・保護に向けた施策が広範に展

開され、地元住民の利用も排除しない方針が採られている。住民による持続的森林管理の推進には、政府行政

機関による制度的なものだけでなく、住民自らが持続的資源管理を実施できる能力をもつことが必要である。さら

に、行政と住民の良好な関係をとりもつ仲介者が必要となることがある。日本をはじめとする先進国から、タイな

どの発展途上国における地域住民による持続的森林管理政策の支援を立案する際には、対象とする地域の状

況について総合的に把握することが必要である。その第一歩として、東南アジア地域において人々と自然資源利

用の関係についてフィールドワークによる経験知をもつ日本人研究者により蓄積された地域研究情報を活用す

ることが望ましい。またそのような知識と経験をもつ人材を日本側が実務に登用することで、途上国の政策立案

者と地域の人々が密に情報交換や議論をおこなう体制の構築を支援することができる。 

 

５．本研究により得られた主な成果  

（１）科学的意義 

 東南アジアのマングローブ林、河畔湿地林において、土地被覆の面積変化を明らかにするとともに、時系列的

な土地被覆の構造の変化を明らかにした。またこれら湿地林でこれまで乏しかった林分の成長速度や水界への

栄養供給源である落葉枝量の実測データを得て、今後の湿地林資源量動態予測にとって重要な基礎情報を提

供できた。この地域の哺乳類相についてはこれまで報告が無く、現状を明らかにすることは今後の保全や政策を

考える基礎となる。これまで進んでいなかった東南アジアにおけるカワウソ類の分布および生態調査が進み、学

術的に興味深い知見が得られた。 

 東南アジアで見られる河畔氾濫原やマングローブなどの湿地帯において、水産資源や漁業活動を生物学的・

水産学的に明らかにし、地域住民による利用実態を解明した。メコン川支流域の地域漁業やアンダマン海の沿

岸漁業について包括的に取り纏めるなど、湿地帯における漁業活動について科学的な検討を加えた。 
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東南アジアのマングローブ林、淡水湿地林において、貨幣経済以外の家計の要素も考慮し、地域

住民組織が湿地林管理・保全を実施するための必要条件を明らかにした。タイのマングローブ域の森林・土地

利用の変遷に多大な影響を与えると同時に、保全策提示の基礎となる既存政策を解析し、現在の政策傾向を

招来した原因を明らかにした。 

林業と自然保護という森林分野に加え、エビ養殖に関わる過去50年の重要政策・事項を整理したことにより、

持続的生態資源管理を実現する環境政策の立案と実施には対象生態系を利用する産業分野の政策に対する

理解が必要不可欠であることを示した。 

（２）環境政策への貢献 

 国際ワークショップを開催し成果の普及啓蒙に努めた。東北タイの河畔湿地林の面積変化、林分構造と成長

速度、生物多様性と住民による森林資源利用実態が把握できたことで持続的資源利用方策の立案についての

科学的根拠が得られた。 

 本研究成果の一つであるマングローブの生態系機能を利用した養殖システムは、国連農業機関（ＦＡＯ）のガイ

ドラインとして紹介されるなど、環境保全型の持続的な生態資源管理に貢献した。また水産総合研究センターの

広報誌や国際ワークショップなどの機会を通じて、成果の公表・普及に努めた。 

 ウェル湿地帯では、海洋沿岸資源局、地方行政担当者（県・郡・地区・村）、住民らの協力によってマングロー

ブ林の再生・保全を進め、エコツーリズムの振興をはかっている。これはマングローブのホタルを活用して観光に

よる地域開発を目指すものである。 

2009年12月にインドネシア・ミャンマー・バングラデシュのマングローブ研究者を招いて、ウェル湿地で現地意

見交換会を開催した。本プロジェクトには同県知事もアドバイサーとして加わり、地元一体型マングローブ保全の

モデルをタイのみならずアジアの各国に広めて行くことを計画した。 

2010年12月にはバングラデシュでワークショップを開催し、地元一体型マングローブ保全モデルについて、世

界遺産シュンドルボンの事例と比較しながら意見交換を行った。 

2011年12月にはバンコクでワークショップを開催し、地域の行政現場担当者らの参加を得て地域住民による

湿地林管理・保全実施現場への成果の公表・普及に努めた。 

熱帯湿地林の資源利用に関する知見は少なく、湿地林の資源利用に関する定量的評価は、生物多様性保

全や地球温暖化対策など様々な政策に貢献できる。特に地域住民による森林管理を支援する政策立案に関す

る知見と、地域研究情報の活用やフィールドワーク経験者の実務への登用という提言は、地域住民の権利に配

慮するというREDDプラスのセーフガード対応に有益な示唆を与えるものである。 

今後、国内及び国際ワークショップなどを通じ、成果の広報・普及に努める。 
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D-0902  地域住民による生態資源の持続的利用を通じた湿地林保全手法に関する研究  

 

（１）身近な湿地林における生態資源の過去 50 年間の変遷 

                  

１）湿地林分布の過去 50 年間の動態解明 

（独）森林総合研究所森林管理領域資源解析研究室      佐野 真 

２）湿地林のポテンシャルな生態資源量把握 

（独）国際農林水産業研究センター林業領域    田淵 隆一 

３）湿地林のポテンシャルな生態資源多様性の把握 

（独）森林総合研究所多摩森林科学園              林 典子 

４）漁を支える湿地林の栄養供給能力の把握 

（独）国際農林水産業研究センター林業領域        米田令仁 

＜研究協力者＞ 

タイ国チュラロンコン大学理学部    Pipat Patanaponpaiboon 教授 

同上       Sasitorn Poungparn 講師 

タイ国カセトサート大学アンダマン沿岸資源研究場  Decha Duangnamol 森林担当主任 

 

  平成 21～23 年度累計予算額  64,608 千円 

      （うち、平成 23 年度予算額   21,994 千円） 

      予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］今後の湿地林管理のあり方を考えるため湿地林で生じた多様な変化の時間的空間的に定量化

把握を試みた。タイ国南部ラノン県のマングローブと東北部ヤソトン県ラムセバイ川の河畔湿

地林を対象に土地被覆区分の約 50 年間の変化を把握し、ランドスケープ指数解析で変化パタ

ーンを求めた。マングローブでは園地への転換など農業開発と養殖施設による減少、河畔湿地

林では農業用施設整備や河畔林の減少と天水田の増加が明かにできた。資源量実態と許容利用

量推定のための生産力把握では、ラノン県 Suksamran 郡のマングローブ林の約 20 年生林分の

地上部現存量が平均で約 220 ton/ha、ここの成長速度 8～14 ton/ha/年は持続的製炭業が行わ

れているマレーシア、マタン地域より高い。ラムセバイ川の河畔湿地林周辺では、幹直径 30cm

以上の立木相当の木材が新築家屋１戸当り約 40 本必要であり、近隣の森林は建築材を平均で

97 本/ha 提供可能であった。一旦農地化されても隣接林分からの種子供給があれば 40 年程度

で資源は回復しうる。森林を含む資源の豊かさをもたらす生物多様性保全との両立の方向性を

探るため、地域住民が利用しつつ維持してきた森林で生物多様性がどの程度保全され、あるい

は変化してきたのかを、身近な森林での過去半世紀の環境変化と生息する哺乳類相に生じた変

化を求めた。マングローブ林ではカワウソなどがいまだ多く生息し、住民による漁業活動はこ
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れまでのところ生態系に影響するレベルではない。一方東北タイ河畔湿地林でのカワウソ類の

減少が狩猟圧により引き起こされてきている。大きな保護区がないこの地域域では、信仰のた

めに残されてきた「寺の森」などの生物多様性保全の場としての見直しが重要である。マング

ローブ林の落下リター量は年 7.84～10.48 ton/ha と地上部現存量の大きな違いに関わらず明確な

差がなかった。河畔湿地林の陸側の冠水期間が短い箇所では東北タイの一般的な森林と同程度

の落下リター量があり、冠水前後に多くのリター落下が起こる。落葉として供給される餌資源

や産卵場所、幼時の避難場所だけでなく、魚種による特別な嗜好を満たす面からも河畔湿地林

は高い魚付効果を発揮している。 

 

［キーワード］湿地林保全、地域住民、資源の持続的利用、生産力、半世紀間の変遷 

 

１．はじめに 

東南アジア地域では人口の急速な増加などのため、森林の他用途への転用、森林伐採等の開発が行

われ、森林が分断化、収縮化、断片化が引き起こされており、開発が行われている地域では、生物多

様性の減少、木材の持続的供給、洪水や渇水の発生等、さまざまな森林機能へ大きな影響をもたらし、

生態系サービス減少の一因ともなっている。地域住民と深く結びついた森林、すなわち、森林が減少

し続ける中でも地域住民が持続的利用を行うことにより保全されている森林、住民が恵みを受けるた

めに自ら改変している森林、の存在する地域において、森林が現在までどのような変遷を遂げてきた

かを明らかにすることが求められている。また持続的な湿地林資源管理手法を得るためには、森林資

源の質と量及びその再生力の把握が不可欠である。約半世紀間の村落状況変化に伴う森林資源量と内

容の変化により利用可能な資源はどのように減少し変容してきたのか、森林を維持するためには木材

の収穫はどれだけ許容されるべきなのか、林はどこまで再生可能なのか。これら住民による森林管理・

保全手法開発の基盤データが必要である。近年、生態系の質の指標としての生物多様性保全や生態系

機能の観点から東南アジアの動・植物相の重要性 1)が認識され知見が蓄積されつつあるが、地域住民

による持続的利用によって、生物多様性保全がどの程度達成できるのかを明らかにすることは、今後

この地域の森林減少・劣化をくい止め、豊かな資源を持続的に利用する具体的な方策に生かすために

必要である。湿地周辺は魚にとっての絶好の産卵場所及び餌場であり、漁場としての利用価値も高い。

水界での食物連鎖の出発点となる森林からのリター供給量は森林と漁業資源にとって重要な生産力指

標であるが、林分構造や種組成の違いとの関係を比較した研究例は未だ少ない。漁業資源との結びつ

きの深さの理解が生態系の持続的利用にとり不可欠である。 

 

２．研究開発目的 

地域住民の生活と深く結びついたマングローブ林や河畔湿地林などの湿地林は、その時々の社会経

済的要因により改変が加えられ、変化し続けている。この量的質的変化を時間的・空間的・定量的に

とらえ、今後の湿地林管理のあり方を考える際の基盤情報とする必要がある。このため、航空写真や

衛星画像から湿地林の広がりの 50 年間の変遷実態を把握し、地域住民の生活基盤である湿地林が持つ

ポテンシャルな量と、持続性維持のために許容される資源利用量との統合により、地域での有効な資

源量と利用許容量を求める。また資源としての生物多様性については、地域住民がその資源を利用し

つつ維持してきた森林において、多様性がどの程度維持されてきたのか。身近な森林が過去 50 年間に
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経験した環境変化が動植物相にどのような変化を与えたのかを明らかにし、地域住民の生活の場であ

る森林が、同時に生物多様性保全の場として機能する可能性を探る。さらに漁業生産の基礎である食

物連鎖を始点として支える要素として、湿地林が水域に供給するリター量を明らかにする。 

これらを明かにするため、本課題では下記４細部課題を設定して研究を行った。1.湿地林分布の過

去 50 年間の動態解明、2.湿地林のポテンシャルな生態資源量把握、3.湿地林のポテンシャルな生態資

源多様性の把握、4.漁を支える湿地林の栄養供給能力の把握、である。以下ではこれらサブサブテー

マ毎に詳細報告を行う。 

 

３．研究開発方法 

（１）湿地林分布の過去 50 年間の動態解明 

タイ国において、開発行為によって森林減少が著しい地域、地域住民によって森林が保全されてい

る地域を選定し、現地調査や衛星画像、空中写真等のデータから湿地林の変化を抽出可能な土地被覆

区分を決定する。この区分を用い、衛星画像、空中写真を判読し土地被覆区分図を作成する。区分図

を GIS データ化し、土地被覆の配置を定量化するパターン分析手法により、対象地域の土地被覆の特

徴をとらえるランドスケープ指数を計算する。ランドスケープ指数は、異なる地域間の差異に関する

研究 2）3)、同一対象地における時系列変化に関する研究 4）5）6）7）8）9）、特に生物多様性と関連した断片

化・孤立化に関する研究 10）11) 12）13）14）などに利用されている。また、ランドスケープ指数は、モデル

や計画の評価に利用され 10）15）16）、土地利用に有用な情報をもたらす 17）。ここでは、ランドスケープ

指数の時系列変化を解析することにより、対象地域においてどのような土地被覆の変化が起こってい

るかを定量的に明らかにする。 

 

（２）湿地林のポテンシャルな生態資源量把握 

湿地林の潜在的な資源量と生産力、再生能力を、継続調査が行われている湿地林の調査区林分のサ

イズ構造変化とセンサスデータ解析等から求める。湿地林面積変化データと組み合わせることで、現

時点および過去における木材を主とした資源量と、持続的利用を前提として許容される利用量推定の

基礎パラメータとする。 

     

図(1)-1 研究対象サイト位置      図(1)-2 マングローブ調査林分位置図 
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図(1)-1 に今年度の研究において林分センサスを継続して実施しているコアサイトと既存データを 

利用したサイトの位置を地図上に示す。 

 

１）マングローブ林 

生産力解析について、マングローブ林では南タイ、マレー半島西岸 Ranong 県 Suksamran 郡の Praphat

海岸周辺の汽水域内のマングローブ林数林分をコアサイトとして選んだ。カセトサート大学アンダマ

ン海沿岸資源研究ステーションがおかれているこの地域は外洋に面した長い砂州の背後に広いマング

ローブ域が発達している。タイでは 1980 年代末の天然林禁伐令までは多くのマングローブ域でコンセ

ッションを得た製炭業者による伐採が行われていた。 

ステーション構内および周辺のマングローブ林 4 林分、幅 70m 程度の潮入に成立したヒルギダマシ

（Avicennia）属樹種の純林に 2003 年に設けた Plot-A、Plot-A から続く Avicennia とフタバナヒル

ギ（Rhizophora）属樹種との混交林に設けた Plot-B、河口近くの河岸に面した Plot-C(Rhizophora 純

林)およびステーション構外のマングローブ域奥に設けた Plot-D(Rhizophora 属優占林分)に設けた調

査区において樹高が 1.3ｍ以上の全個体のセンサスを行った（図(1)-2）。 

Plot-A、B、C は 2004 年 12 月の大津波直撃を受け、漂流物による立木の折損とともに林床に 10～20cm

程度の海砂が堆積したのに対し、Plot-D では多量の海水による揺さぶりを受けたが漂流物による打撃

と堆砂は免れた。  

センサスでは個体番号を与えて調査区内の位置、樹種を記録し、幹直径（Rhizophora 属樹種では支

柱根上 0.3m 位置の直径、非 Rhizophora 属樹種では胸高直径（DBH））を測定した。その後 2004 年 11

月の再センサス後、2004 年 12 月には一部林分はインド洋大津波被害を被ったが、調査区は認識可能

な状態で残されていたので 2005 年 11 月、2007 年 3 月、2007 年 12 月以降毎年 12 月にセンサスを繰返

し、個体ベースでの生存/枯死と成長を追跡している。 

またこの地域におけるマングローブ林の生産力把握を補完するため、上記 4plot に加え、域内の 23

林分に面積 20m×20m～40m×40m の調査区を設定し、サイズ構造を求めて地上部現存量を推定した。さ

らに 2009 年 7 月にはそれらとの近接林分を含む 12 林分に試験区を設定して林分構造を把握し、さら

に 2 年後の 2011 年 7 月に再センサスを行い、２年間の生存・枯死及びその間の成長量・成長速度を求

めた。 

本研究では、マングローブ樹種の個体サイズからのバイオマス推定には Komiyama et al.(1986)18) に

よるアロメトリ式を用いた。 

２）河畔湿地林とその周辺 

河畔湿地林とその周辺森林については、東北タイ、Yasothon 県 Khamkuankaeo 郡 NaaKae 大村 Plait

村を流れるラムセバイ川沿いの、雨期中～後半の水位上昇により季節的に沈水する湿地及びその陸側

に成立する林分を対象として選んだ。ラムセバイは国際河川メコンに注ぐムン川の支流であり、現在

は上・下流に設けられた灌漑用ダムのため貯水量が警戒レベルを越したときに行われる不定期放流に

よる急激な水位変化が時折観察されるが、ダム建設前（2005 年頃）までは 8 月～10 月にかけての増水

により水位が 6mあるいはそれ以上の上昇が数週間～1ヶ月以上続くことが毎年のように観察されてい

た。河畔の調査区端から 2005 年時点での最奥部（川側から 120m 地点）までの地盤高差は約 7m であっ

た。120m 地点から陸（村）側の林縁までの距離は約 180m であったが、地盤高差はほとんどない。村
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側林縁から Plait 村までは直線距離で約 1.1 km、地盤高は村が林縁より約 3.3m 高い。約 40 年前には

水が村内にまで達したことがあり、村民が高みの寺院に避難したが、近年はそのような洪水は起こっ

ていない。ただし調査区内の 120ｍ地点のシロアリ塚中腹では増水による漂着物（蛍光管）が残って

おり、林縁から 8m 以上の高さまでの水位上昇は近年まで生じていたことが判る。 

この林分内に川とほぼ直角（東－西）に、高みにかけての長方形の調査区（Plot-1）を 2005 年 7

月に設定（間口 30m×奥行 120m、2009 年 7 月に 150m まで拡張）し微地形を求め、胸高直径（DBH：地

上 1.3m 高での幹直径）が 4cm 以上の立木全個体について調査区内での位置、樹種、DBH 及び樹高を測

定した。2009 年 7 月には拡張部分から約 100m 離れた林内の相対地盤高がほぼ同じ箇所に 30m×30m の

調査（Plot-2）を新設し、建築用材として利用価値の高い樹種を多く含むタイプの林分情報拡充を図

った。さらに 2010 年 2 月には河岸からの相対地盤高はほぼ同じレベルであるが、村側林縁（森林を開

墾した天水田との境目）付近の、かつて開墾され 30 年程度前まで畑（パイナップルなど）として使用

されていた箇所に 30m×60m の Plot-3 を設定した。耕作放棄後の森林回復状況を把握するためである。

いずれの Plot でも消長や成長を追跡するため個体ベースでのセンサスを繰返した。 

 

（３）湿地林のポテンシャルな生態資源多様性の把握 

１）自動撮影カメラによる動物相調査 

東北タイのラムセバイ河畔湿地林およびタイ南部ラノン県のマングローブ林において、生息する動

物相を調査するために、センサーカメラ（Fieldnote Ⅱa）を設置し、撮影を試みた。それぞれの地域

で 10 台のカメラを約 50m 間隔に、林床約 50cm-80cm の高さに設置した。動物を誘引するために、バナ

ナあるいはエビをカメラの前方に給餌した。この手法は、これまでに熱帯林で哺乳類相を調査する際

に適用されていたものと同様とした 19)。ラムセバイでは雨期に当たる 2009 年 9 月および乾期に当た

る 2010 年 3 月にそれぞれ 4 晩 5 日調査した。また、ラノンでは 2010 年 6 月および 2010 年 12 月にそ

れぞれ 4 晩 5 日調査した。 

２）アンケート調査による動物相とその変遷調査 

50 年前から現在にかけて調査地における哺乳類相の変遷を知るために、地域住民への聞き取り調査

を行った。ラムセバイでは、47 歳から 77 歳の村人で湿地林周辺において農業や漁業を営む、あるい

は営んでいた 10 人を調査対象とした。また、ラノンでは、37 歳から 69 歳の村人および森林官で、マ

ングローブ林周辺において農業や漁業を営む、あるいは林内巡視を行っている 5 人を調査対象とした。

種の判別が困難なネズミ類、コウモリ類を除き、識別可能な哺乳類を選別した。ラムセバイでは、東

北タイに分布する可能性がある 34 種類の哺乳類を対象とした。また、ラノンではタイ南部に分布する

可能性がある 31 種類の哺乳類を対象とした。すべての種について、(1)現在見るか、(2)過去いつ頃見

たか、(3)食用としたか、(4)捕獲方法と頻度の 4 項目について聞きとりを行った。各種類の生息状況

の変化に関わる要因として、(1)動物食であるか植物食であるか、(2)樹上性であるか地上性であるか、

(3)森林性であるか草原性であるか、(4)地域住民の利用、(5)体重の 5 項目について解析した。 

３）保全指標種としてのカワウソ類の分布および生態調査 

河畔湿地林およびマングローブ林生態系において、ともに上位捕食者であるカワウソ類は、健全な

生態系が維持されていることの指標種として位置づけられる。カワウソ類は河川や河口付近で多量の

魚類や甲殻類を餌として利用するため、河川環境の変化にもっとも敏感に反応する種であることが予

想されている。河畔湿地林やマングローブ林など、それぞれの環境における保全指標種としての妥当
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性を検証するために、タイ南部からマレーシア半島部にかけて 26 か所においてカワウソ類のフンを採

取した。フンからミトコンドリア DNA の D-loop 領域を解析することによって、種を判別した。またフ

ンを採取した環境を記録した。各種がフンを残した頻度を川岸、水田、マングローブ林、エビ、魚類

の養殖池にそれぞれ分けて比較し、どのような環境を好んで利用するのかを明らかにした。採取した

フンから餌の種類を同定し、種ごとに利用する餌の頻度を比較した。 

 

（４）漁を支える湿地林の栄養供給能力の把握 

マングローブではラノン県の生産力調査を継続中の Plot A～Dの 4林分においてリタートラップ（直

径 0.43m；高さ 1.5m）を設置し、毎月リターを回収し、オーブンで乾燥した後に乾燥重量を測定した。

河畔林では毎木調査とリター量の調査を調べた。 

リター量を含む林分の生産力と冠水頻度との関係を明かにするため、調査プロット内を Low zone（相

対地盤高 0 - 2.5m）、Middle zone（相対地盤高 2.5 – 5.0m）、High zone（相対地盤高 5.0m 以上）

の３つのゾーンに分け、2009 年 10 月 1 日に、それぞれのゾーン内に受け口 1m × 1m（1m2）、高さ 1.3m

のリタートラップを 8 ヶ所設置した。リターの回収は 2009 年 10 月下旬から（Low zone では 2010 年 1

月から）2011 年 7 月下旬まで毎月おこなった。回収したリターを葉、枝、花、種子に分け、80℃に設

定したオーブンで乾重が安定するまで乾燥させた。PI 村内に温湿度計（Onset; HOBO U23-001）と雨

量計（転倒ます型雨量計 Davis; Model 7852、データロガーOnset; HOBO Event Data Logger 

H07-002-04）を設置し、気温、湿度、雨量を記録した。 

 

４．結果および考察 

（１）湿地林分布の過去 50 年間の動態解明 

１）対象地の選定 

 タイ国ラノン県、ヤソトン県において現地調査を行い、湿地林の変化を的確に捉えるため、どの地

域を対象地すべきか検討した。ラノン県を対象としたのは、1990 年代からエビの養殖池の開発が始ま

り近年急速に広がりを見せている地域であることからであり、ヤソトン県を対象としたのは、地域住

民により河畔林の保全がはかられている地域であるためである。現地調査の結果、ラノン県では Na Kha

周辺の海岸地域を、ヤソトン県では Na Kae 周辺の河畔域を対象地として決定した。 

 

２）土地被覆区分図の作成とＧＩＳデータ化 

 対象地域の現地調査、空中写真・衛星画像の判読により土地被覆区分を決定した（表(1)-1）。ラノ

ン県の森林区分は、乾性林としてクローネの大きさにより高木林、低木林の 2 タイプ、湿性林ではク

ローネの大きさによりマングローブ高木林・低木林、河川周辺に分布する湿地林の 3 タイプ、そのほ

かにモクマオウ、アカシア等からなる人工林と矮性林の 2 タイプとした。 

ヤソトン県の森林区分は、乾性林としてクローネの大きさにより高木林、低木林の 2 タイプと疎開

林、湿性林では湿地林、そのほかに、矮性林、アカシア等からなる人工林の 2 タイプとした。 

対象地の土地被覆区分を行うため、衛星画像、空中写真を収集した。ラノン県では、1966 年、1995

年、2007 年、ヤソトン県では、1954 年、1973 年、1996 年、2008 年のデータが利用可能であった。こ

れらのデータを判読し土地被覆区分図を作成し GIS へ入力した（図(1)-3,4）。 
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表(1)-1 土地被覆区分の凡例 

（ａ）ラノン県            （ｂ）ヤソトン県 

 

 

図(1)-3 ラノン県の土地被覆の変遷 
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図(1)-4 ヤソトン県の土地被覆の変遷 

 

３）ランドスケープレベル（対象地全体）の構造の変化 

a.ラノン県の結果 

1966 年から 2007 年までのランドスケープ指数の変化を示した（図(1)-5）。図(1)-5 及び図(1)-6 

の縦軸はそれぞれの指数である。1966 年から 1995 年にかけパッチ密度が上昇しその後やや減少、

平均パッチ面積はこれと反対の動きをしている。散在並置指数は上昇を続け、シャノンの多様性指数

は減少している。これらのことから、ラノン県では 1966 年から 1995 年にかけ断片化が進行したが、

その後、結合したが、分布の偏りと多様性は相加したと考えられる。 

 

図(1)-5 ラノン県のランドスケールレベルの構造変化 

 

 b. ヤソトン県の結果 

 1954 年から 2008 年までのランドスケープ指数の変化を示した（図(1)-6）。1973 年よりパッチ密度
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が増加し、平均パッチ面積が増大している。また、エッジ密度、シャノンの多様性指数は期間を通し

て増加している。これらのことから、対象地は 1973 年以降断片化し、土地被覆の多様性が高まったと

考えられた。 

 

図(1)-6 ヤソトン県のランドスケープレベルの構造変化 

４）クラスレベル（土地被覆区分別）の面積変化 

 a.ラノン県の変化 

 各クラスの 1966 年から 2007 年までの面積割合の変化を示した（図(1)-7）。被覆には、それ自身が

持つ特性としての面積割合、たとえば、この地域であれば集落の面積割合は小さく、マングローブ林

の面積割合が大きいなど、があると考えられる。そこで、ここでは面積割合に応じ土地被覆を 3 つの

グループ（大スケール：被覆割合が 15％以上、中スケール：3～15％、小スケール：3％以下）に区分

し、面積割合の変化を捉えることとした。大スケールでの面積割合の変化が大きかったのは高木林で

ある。1966 年から 2007 年にかけ面積割合を半減させている。中スケールで面積割合の変化が大きか

ったのは、マングローブ高木林と樹園である。樹園は期間を通し増加し、その値は約 8％となってい

る。マングローブ高木林は 1966 年から 1995 年にかけ約 6％面積を減少させ、その後わずかに増加し

ている。低木林、矮性林、裸地は変動しているが 1966 年と 2007 年の面積割合は大きく変わらない。

小スケールで面積割合の変化が大きかったのは、集落と養殖池・貯水池と養殖筏である。集落は 1966

年から 1995 年にかけ面積割合が増加し、その後減少、養殖池・貯水池では 1966 年は 0％であったが、

2007年には約 2.6％へと増加している。養殖筏も同様に 1966年には０％であったが、2007年には 0.4％

となっている。 
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図(1)-7 ラノン県のクラス面積割合(%)の変化   図(1)-8 ヤソトン県のクラス面積割合の変化 

 

b. ヤソトン県の変化 

各クラスの 1954 年から 2008 年までの面積変化を示した（図(1)-8）。ここでも変化スケールを 3

つに分類（大スケール：被覆割合 15％以上、中スケール：3～15％、小スケール 3％以下）し、クラス

の面積割合の変化の特徴を捉えることにした。大スケールの変化で、変化割合が大きかったのは、疎

開林と田である。疎開林が 1954 年から 1973 年にかけ大きく減少し、その後、緩やかに減少し、全期

間で総面積の約 15％減少した。田は、1954 年から 1973 年にかけ大きく増加し、その後、穏やかに増

加し、全期間で総面積の約 15％増加した。中スケールの変化で、変化割合が大きかったのは、裸地と

水路・貯水池である。裸地は期間を通し減少を続け総面積の約 6％減少した。水路・貯水池は期間を

通し総面積の約 4％増加した。小スケールの変化で、変化割合が大きかったのは、集落、道路、樹園

である。集落は 1954 年から 1973 年にかけやや減少したが、その後大きく面積が増加し、期間を通し

て総面積の約 0.6％増加した。道路は 1954 年から 1973 年にかけ緩やかな増加を示し、その後急激に

増加し、期間を通して約 1.1％増加した。樹園は 1954 年から 1973 年にかけわずかに減少したが、そ

の後急激に増加し、期間を通して約 1.3％増加した。 

 

５）クラスレベルの構造の変化 

 a. ラノン県の変化 

 各スケールにおいて面積変化が大きかった土地被覆の構造変化を、面積、パッチ密度、平均パッチ

面積、平均形状指数、散在並置指数により示した（表(1)-2）。 

i.大スケール 

 面積が期間を通し減少した高木林は 1966 年から 1995 年にかけパッチ密度の増加と平均パッチ面積

の減少を示し、その後は反転している。散在並置指数は期間を通し減少している。これより、高木林

は断片化により面積が減少し、その後は比較的大きなパッチの消失があり、期間を通し分布の偏りが

高まったと考えられた。 
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ii．中スケール 

 マングローブ高木林は 1966 年から 1995 年にかけ面積が大きく減少しその後わずかに増加、パッチ

密度は期間を通し増加し、平均パッチ密度は 1966 年から 1995 年にかけ面積が大きく減少しその後わ

ずかに増加している。散在並置指数は期間を通し増加している。これより、マングローブ高木林は断

片化により面積が減少し、その後、比較的大きなパッチが増加し面積が増加、期間を通し分布の偏り

が減少したと考えられた。面積が大きく増加した樹園は、パッチ密度、平均パッチ面積が期間を通じ

増加した。これより、樹園は他の土地被覆からの転換によって面積が増加したと考えられた。 

 

表(1)-2 ラノン県のクラスレベルの構造変化 

スケール
区分

土地被覆 年 面積(ha)
パッチ密度
(/100ha）

平均パッチ
面積(ha)

平均形状指
数

散在並置指
数（％）

1966 2225.4 0.23 79.5 1.8 65.7
1995 1231.4 0.29 34.2 2.0 59.1
2007 1154.5 0.25 37.2 1.9 53.4
1966 797.4 0.24 27.5 1.9 31.8
1995 31.0 0.27 0.9 1.6 47.0
2007 54.0 0.34 1.3 1.7 58.8
1966 45.3 0.07 5.0 1.7 76.7
1995 566.8 0.57 8.1 1.6 82.4
2007 1068.6 0.68 12.7 1.6 79.3
1966 16.8 0.14 1.0 1.5 74.9
1995 290.8 0.55 4.3 1.7 66.4
2007 264.1 0.51 4.3 1.7 62.9
1966 - - - - -
1995 5.9 0.11 0.5 1.5 21.1
2007 54.1 0.22 2.0 1.7 25.9
1966 - - - - -
1995 107.5 0.14 6.3 1.4 74.3
2007 318.3 0.24 10.6 1.5 74.7

大

中

小

高木林

マング
ローブ高
木林

樹園

集落

養殖筏

養殖池・
貯水池

 

 

iii．小スケール 

 期間を通じ面積が増加した集落は、1966 年から 1995 年にかけパッチ密度、平均パッチ面積が増加

し、その後パッチ密度のみ減少した。散在並置指数は期間を通し減少している。これより、集落は、

他の土地被覆からの転換により面積が増加し、分布の偏りは増加したと考えられた。1966 年には存在

しなかった養殖筏、養殖池・貯水池はパッチ密度、平均パッチ面積が増加している。これより、養殖

筏、養殖池・貯水池は他の土地被覆からの転換により面積が増加したと考えられた。 

b. ヤソトン県の変化 

 各スケールにおいて面積変化が大きかった土地被覆の構造変化を、面積、パッチ密度、平均パッチ

面積、平均形状指数、散在並置指数により示した（表(1)-3）。 

i. 大スケール 

 面積の減少を示した疎開林は、パッチ密度が増加し、平均パッチ面積が減少している。また、散在

並置指数は 1954 年から 1973 年にかけ減少し、その後増加している。これより、疎開林は断片化によ

り面積が減少し、分布の偏りは一度増加したが、その後 1954 年と同じレベルになったと考えられた。

面積増加を示した田は、パッチ密度が 1954 年から 1973 年は微増、1973 年から 1996 年にかけ大きく

増加し、その後微増となっている。平均パッチ面積は、1954 年から 1973 年にかけ増加したが、1966
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年には減少、その後微増している。散在並置指数は 1954 年から 1973 年にかけ微減し、その後増加し

ている。これらのことから、1954 年から 1973 年の面積増加は平均パッチ面積の増加により、その後

の増加はパッチ密度の増加により引き起こされ、分布の偏りは小さくなったと考えられた。 

 

表(1)-3 ヤソトン県のクラスレベルの構造変化 

スケール
区分

土地被覆 年 面積(ha)
パッチ密度
（/100ha)

平均パッチ
面積(ha)

平均形状指
数

散在並置指
数（％）

1954 3710.1 0.62 59.8 2.0 83.4
1973 2780.6 0.67 41.5 2.1 75.8
1996 2472.6 0.99 25.0 1.9 76.4
2008 2190.5 1.00 21.9 1.9 83.7
1954 1493.0 0.51 29.3 1.8 70.8
1973 2510.1 0.58 43.3 2.0 69.8
1996 2602.5 1.01 25.8 1.8 76.7
2008 2919.5 1.02 28.6 1.9 82.8
1954 921.5 0.30 30.7 2.1 72.4
1973 642.4 0.30 21.4 1.9 75.2
1996 446.4 0.36 12.4 2.1 64.3
2008 363.4 0.82 4.4 2.1 75.5
1954 169.1 0.86 2.0 1.4 71.2
1973 224.7 0.90 2.5 1.4 69.1
1996 414.7 1.18 3.5 1.5 64.6
2008 488.0 2.28 2.2 1.5 70.3
1954 4.9 0.01 4.9 2.0 21.7
1973 1.3 0.01 1.3 1.3 27.9
1996 56.4 0.26 2.2 1.5 63.8
2008 133.9 0.46 2.9 1.5 66.1
1954 109.5 0.11 10.0 1.5 31.5
1973 76.0 0.16 4.8 1.4 43.4
1996 153.8 0.42 3.7 1.5 44.0
2008 172.3 0.61 2.8 1.5 60.7
1954 12.5 0.02 6.2 4.7 53.0
1973 21.8 0.02 10.9 5.3 44.1
1996 122.4 0.06 20.4 6.7 58.1
2008 220.1 0.08 27.5 9.6 71.3

道路

大

中

小

疎開林

田

裸地

水路・貯
水池

樹園

集落

 

 

ii．中スケール 面積の減少を示した裸地は 1954 年から 1996 年にかけパッチ密度がやや増加しその

後大きく増加した。平均パッチ面積は期間を通じ減少し続け、散在並置指数は、変動し 2008 年には

1954 年と同じレベルとなった。これらのことから、1996 年までの面積の減少は収縮によるもので、1996

年から 2008 年までの面積減少は断片化によるものと考えられた。この間、分布の偏りは変動したが

1957 年レベルに落ち着いた。面積の増加を示した水路・貯水池は、1954 年から 1996 年にかけパッチ

密度がやや増加し、その後大きく増加した。平均パッチ面積は 1996 年まで増加しその後減少した。散

在並置指数は 1996 年まで減少しその後 1954 年のレベルまで戻った。これらのことから、1996 年まで

の面積増加は平均パッチ面積の増加によるもので、1996 年から 2008 年までの増加はパッチ密度の増
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加によるものと考えられた。この間、分布の偏りは増加したが、2008 年には回復した。 

iii．小さなスケールの変化 1954 年から 1973 年にかけ面積がやや減少しその後増加した樹園は、パ

ッチ密度が 1954 年から 1973 年に一定で、その後大きく増加している。平均パッチ面積は 1954 年から

1973 年にかけ大きく減少しその後微贈となった。散在並置指数は増加している。これらのことから、

1954 年から 1973 年にかけての面積の減少は平均パッチ面積の減少により、その後の増加はパッチ密

度と平均パッチ面積の増加により引き起こされ、期間を通じ分布の偏りは小さくなった。1954 年から

1973 年にかけ面積が減少しその後増加した集落は、パッチ密度が 1954 年から 1973 年にかけやや増加、

その後大きく増加している。平均パッチ面積は 1954 年から 1973 年にかけ大きく減少しその後微減と

なった。散在並置指数は増加している。これらのことから、1954 年から 1973 年にかけての面積の減

少は平均パッチ面積の減少により、その後の増加はパッチ密度の増加により引き起こされ、分布の偏

りは小さくなった。面積が増加した道路は、パッチ密度が増加し、平均パッチ面積も増加している。

散在並置指数は 1973 年にかけ減少したがその後増加している。これらのことから、面積の増加はパッ

チ密度、平均パッチ面積両方の増加によるもので、この期間に分布の偏りは小さくなったと考えられ

た。 

 

６）考察 

 a. ラノン県 

 対象地域における土地被覆の変化は、全体として土地利用の変化により断片化し、その後、結合化

している。変化の大きい土地被覆は大スケールで高木林、中スケールでマングローブ高木林であり、

双方とも大きく減少している。また、中・小スケールの変化では、樹園、養殖筏、養殖池・貯水池が

大きく増加している。したがって、この地域では高木林、マングローブ高木林が農業開発、森林伐採

により減少し、水産業による開発も増加していることが示唆される。 

 b. ヤソトン県 

対象地域における土地被覆の変化は、全体としては土地利用の変化により断片化している。変化の

大きい土地被覆は、大スケールで疎開林の減少と田の増加、中・小スケールでは水路・貯水池、集落、

道路の増加が見られた。したがって、対象地の土地被覆は、農業開発の結果、農業用施設が整備され、

疎開林の減少、田の増加が発生したことが示唆された。 

c. まとめ 

 ラノン県、ヤソトン県の両対象地において、農業開発、水産業による開発がなされ森林減少が発生

していることが明らかになった。これらの開発のテンポは、近年、減速しているとはいえ完全に停止

しているわけではない。これらの開発をよりよいものとするためには行政当局と地域住民が協力して

地域の方向性を決める必要がある。今後とも見守っていかなければならない状況であると考えられる。 
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（２）湿地林のポテンシャルな生態資源量把握 

１）マングローブ林 

a．対象地域におけるマングローブ林の生産力 

i 森林の現存量 

Plot A～D の 4 林分について、2003 年から 2011 年までの現存量変化を表(1)-4、図(1)-9 に示す。 

 

表(1)-4 Ranong サイトのマングローブ 4 林分の地上部現存量変化（2003 年～2011 年） 

 

単位：ton/ha 

 

図(1)-9 に推定林齢と現存量との関係を示した。先駆性で軽量の Avicennia 属樹種の構成比が高い

Plot－A、B を除けば、マレー半島西岸における Rhizophora 属樹種優占林分の現存量からみた林分発

達過程が表されている。                               

                    

                          

図(1)-9 4 試験林分の現存量変化      図(1)-10 マングローブ林の林齢と現存量 

 

各林分における 2003 年測定開始時（推定 13 年生）の現存量（ton/ha）、2003～2011 年の 8 年間の

年平均現存量増加速度（及び 21 年生時点の現存量を林齢で除した成長速度）（ton/ha･年）はそれぞ

れ Plot-A：84.7、2.28、(4.90)、B：93.0、6.45、(6.88)、C：203.5、6.67、(12.23)及び D：198.5、

8.52、(12.70)であった。図(1)-10 ではこれらデータを同じマレー半島西岸マングローブ域から Trang

県 Kantang 郡 Tura 島の Rhizophora 優占マングローブ林分の 45 年生(田淵ら 1990)19)から 57 年生に至

るまでの 12 年間の現存量変化、ならびにマレーシア、Kedah 州 Sungai Petani の Merbok マングロー

ブ域の林齢が 6、19，29 年生の 3 林分での 2 年間の変化データと比較した。人工林の Merbok 6 年生林

Plot 2003.11 2004.11 2005.11 2007.3 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12
A 84.7 89.6 90.2 90.0 96.6 99.9 100.3 101.1 103.0
B 93.0 105.7 109.7 119.1 121.4 133.5 138.9 144.9 144.6
C 203.5 217.7 217.5 220.5 231.2 239.4 241.9 252.3 256.9
D 198.5 208.3 218.0 228.5 235.6 248.4 260.4 264.9 266.6
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分を除き、同じく Merbok の 19、29 年生林分は皆伐後の天然更新により、また Trang 県の Tura 島の林

分は一次遷移から成立した一斉林に近い天然生林である。現存量/林齢は Merbok6 年生人工林で近年の

成長速度（12.3ton/ha/年）が林齢当り成長速度（6.1）の 2 倍程度の大きな値を示したが、ほとんど

の林分では林齢当りの値よりも近年の平均年成長速度は低い。Ranong の林分では大津波による一時的

な枯死木増加も考慮しなければならないものの、Trang と Merbok の林も含め、対象とした林分の多く

は初期の成長が旺盛といわれる段階を過ぎたある程度発達した状態にあるとみなせる。近年の成長速

度は Avicennia 優占林分でもっとも低く、若い人工林で 12.3 ton/ha･年と高いが、マレー半島西岸の

マングローブ域では、その他の Rhizophora 属樹種が優占する多くの林分の成長速度は 6～10 ton/ha･

年の範囲内にあった。林齢との関係では、Trang の Rhizophora 属樹種優占林分では 60 年生近くにな

っても現存量成長に衰えがみられないが、今回の Ranong の C、D の 2 林分及び Merbok の３林分が示す

林齢と現存量の関係は約60年生に達した時の現存量がTrangのものよりは低いであろうことを予測さ

せる。このように同じマレー半島西岸ではあるが、地域や優占樹種により林分の現存量には差が生じ

る。 

このような成長がマレー半島でのマングローブ製炭林業を支えてきたものであり、タイでは 1988

年の天然林禁伐令による伐採権停止で国有林での製炭林業は無くなったものの、マレーシアではいま

だ現役の産業である。 

対象地域におけるマングローブ林の生産力の把握に資するため、Ranong 県の Kampuan 地区マングロ

ーブ域内の Rhizophora属樹種優占あるいは混じる 34林分に 20 m×20 mの、ヒルギダマシ属(Avicennia 

alba)疎林に 40 m×40 m を 1 箇所の合計 35 プロットを設定し、幹直径 4 cm 以上の全個体について地

上部現存量を推定した。約 20 年前まで伐採が行われていたマングローブ域で、どの程度の現存量を持

つ林分が多くを占めるのかを把握するためである。2003 年度からモニタリングを継続している生産力

把握用の４プロットを加え、合計 39 プロットの現存量頻度分布を図(1)-11 に示す 

 

図(1)-11 Kampuan 村マングローブ林における現存量頻度分布 

 

現存量推定値は、ステーション対岸の１林分が 497.6 ton/ha と大きな値であった以外は概ね一山型

の分布パターンを示した。このうち Rhizophora 属以外の Avicennia 属やマヤプシキ（Sonneratia alba)

優占する林分で現存量が小さく現れる傾向があった。Rhizophora 属樹種が優占する林では 91.3～

361.4 ton/ha の範囲にみられ、平均値は 218.7 であった。センサスを継続している 4Plot の現存量は

この地域の林況をよく反映している。これらのうち 12 林分については、2 年間の調査区内の全個体の

サイズ変化を追跡しており、各林分とも群落内での大型個体ほど成長速度が高い傾向が認められた。
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１例を図(1)-12 に示す。集団内での大型個体がより高い成長速度を示していることから、多くの林分

は若い一斉な人工林で見られるような成長パターンをいまだ維持しており、旺盛な初期成長段階はす

でに脱しているが成長の頭打ちにはまだ至っていないようである。 

 

  

図(1)-12 幹直径と肥大成長速度の関係例    図(1)-13 林分現存量と現存量成長速度の関係 

        優占樹種：●Rhizophora 属、 

○ 非 Rhizophora 属、△Plot A～D 

 

ii 森林の成長速度 

林分現存量の成長速度も個体サイズと肥大成長との関係と同じようなパターンを示し、蓄積の高い

林分ほど成長速度が高い傾向が見られた。生産力把握用の Plot A〜D の 4 林分の値を加えた 16 林分の

現存量とその成長速度の関係を図(1)-13 に示す。これらの頻度分布を図(1)-14 に示した。Avicennia

属優占林で低いなど樹種による差は見られるが、年当り成長量で 8～14ton/ha がこの地域での代表的

な成長速度とみられる。 

  

図(1)-14 現存量成長速度の頻度分布  

（マタンでの成長速度 6.42ton/ha/年）は白抜き部分に相当 
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iii マングローブ製炭業の復活の可能性 

 今回もとめた現存量成長速度は 1.9～16.4 ton/ha/年の範囲にあり、平均は 9.0 であった。現在も

マングローブ材による製炭が行われているマレーシア、ペラック州のマタン地域におけるマングロー

ブ林の年間成長量が 6.42 ton/ ha と推定されていることを考えると、本調査地域における 20 年生程

度までの平均成長速度 9.0 ton/ha/年からはこの地域のマングローブ林の生産力が十分高いといえる。

ただしマタンのマングローブが 4 万 ha 以上の面積を持つのに対し、対象地域では 580ha と狭い。マタ

ンでの製炭材伐採権所有者が 2000 年当初で 86 あった。収益を上げるためには平均で窯場あたりの森

林面積が 470 ha 必要だとすると、本対象地域内だけではかろうじて一箇所の窯場が稼働可能となる。 

ｂ 近隣漁村でのマングローブ林の利用・管理 

ラノンの試験地が含まれる Kampuan 村のマングローブでは、5 村落が沖合漁業以外にマングローブ

域内でのカゴによるカニ漁などに従事している。この地域での資源管理と利用実態についての２村の

宗教指導者（ト・イマム）からの聞取りによれば、ある村では限られた漁業資源を確保するため総戸

数（約 160 世帯が漁業に従事）は厳しく制限され、欠員がなければ原則的には新規加入は認めない。

ただし格別の理由が認められる場合、ト・イマムが招集する評議会で委員 13 名中 10 名以上の賛成が

得られれば新世帯として迎えられる。なお村外出身男性の通婚による定着は認められ、この傾向は各

村落で共通しているという。 

 もう一箇所の村（181 世帯）では委員 7 名からなる評議会の承認のもと、住民林のおよそ半分のみ

での木材の伐採利用が可能である。残り半分の森は漁業資源涵養のため保護している。 

タイにおける 1980 年代末のいわゆる天然林禁伐令が出されるまで、本試験サイト周辺にも北部

Kapoer 郡に炭窯を持つ企業による製炭用材コンセッション（伐採権）が設定されていた。同地域での

マングローブ資源利用実態の約 40 年間の変遷についての聞取りによれば、このラグーン内マングロー

ブ林には炭窯まで直線距離では約 12km 北であるが、海路 70km の小舟による運搬コストの高さと危険

性から、同企業による伐採が入らなかったという。ただしコンセッション対象であるため林野局によ

る林班区分がなされ伐採区が表示された。企業が収穫しないマングローブ林は、「いわゆる違法伐採」

ではあるが地域住民が収穫した。その際、住民は林野局によって設定された伐採列（川筋に対してほ

ぼ直角な 40ｍ幅の交互帯の皆伐を行う。15 年経過後に残りの帯状区を収穫し、コンセッション区域内

は 30 年ですべて収穫し、その後の天然更新による資源回復を期待する）を目安としたという。組織だ

った伐採ができなかったため伐採列の指示に従うことが規模として手頃であったことも理由であろう

が、住民側にも資源枯渇を警戒する意識はあった。伐採権所有者との軋轢が生じなかったためか、違

法伐採の取り締まりは無かったという。住民が作った木炭は仲買人を通じて、バンコクや半島東岸の

スラタニなどの大都市へ出荷された。 

現在村では、体力的に漁が出来ず子供もない老齢家族 1 世帯にのみ村の評議会が福祉策としてマン

グローブの伐採、製炭、販売を許可している。このように漁村ではマングローブ林の漁業資源涵養効

果や林産資源保全の必要性についての認識が持たれており、自ら規則を設けてのマングローブ林管

理・保全を試みている。住民がマングローブ林に期待する水産資源涵養機能の発揮をも考慮するなら

ば、木材収穫が現在のような小規模に留まっていることが持続性維持にとって有利に働いているとい

えよう。 
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 ２）河畔湿地林 

 地域住民による河畔湿地林の利用実態を踏まえた森林資源の収穫許容量を明かにするため、本項で

は林分の構造、対象地域での家屋用の建築材利用実態から村落周辺の森林が供給しうる建材のポテン

シャルな量（1ha の林が供給しうる建材は家屋何軒分か）を求め、さらに林分成長パターンから資源

回復に必要な条件と時間の推定を試みた。 

a 対象林分のサイズ構造 

図(1)-15 にラムセバイ河畔湿地林の河岸からの距離によるゾーン別の林分サイズ構造を DBH（胸高

直径）の頻度分布により示す。 

 

 

図(1)-15 ラムセバイ河畔湿地林の河岸からの距離ゾーン別の DBH 頻度分布 

 横軸は幹直径クラス（cm）、縦軸は ha あたりの本数。 

     幅 30ｍ、深さ：L、M、H ゾーンは 40m、HH ゾーンは 30m、白抜き部分は建材として 

利用可能な樹種、サイズを示す。 

 

対象林分のサイズを反映させる値として、Plot－1～3 の断面積合計(BA：m2/ha)とその成長速度、さ

らに林分の大きさをイメージするために DBH30cm 以上の個体の割合を表(1)-5 に示す。80m までの区で

は漁用の仕掛けであるルアン・ローブが設置されていることから頻度高く冠水することが分かる。 

現地で Paa tham と呼ばれる湿地林に分類される 0～40ｍ、40～80 両区の森とも、冠水の影響を反映

してBAは 10 m2/ha台前半の低い値を示した。Paa khokと呼ばれるより地盤が高い陸側の森では30m2/ha

前後の値であったことと比べると、冠水頻度の差が BA に反映された林分の蓄積に影響をおよぼしてい

る可能性が高い。DBH が 30 ㎝以上の個体の占める割合は、0～40、40～80、80～120、120～150m 区、
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Plot-2 のそれぞれで 0.4、1.5、8.9、7.6 及び 8.4%であった。耕作放棄後の再生林分である Plot-3

ではまだこのサイズに達した個体はほとんどみられなかった。 

 

表(1)-5  Plot 毎の BA (Plot－1 については下端からの距離により 0-40ｍ、40-80m、80-120m およ

び 120-150m の 4 区に分割) と BA 成長速度、直径 30 ㎝以上個体の割合 （2011 年の値） 

Plot-1 Plot-2 Plot-3

zone/Plot L: 0m-40m M: 40m-80m H: 80m-120mHH: 120m-150m

BA(m2/ha) 14.4 13.5 36.2 26.7 33.1 18.5

 (21.4)

BA成長速度(m2/ha/年) 0.59 0.52 0.67 0.17 0.56 0.21

(0.58)

DBH≧30cm本数割合（％） 0.0 1.5 8.9 7.6 8.4 0.7

(0.4)  

注：0-40m ゾーン各パラメータ下段の（）内の値は DBH 104cm の Syzygium 大型 1 個体を含む値 

 

また主要出現樹種（それぞれの区ごとに胸高断面積合計で上位 10 種程度まで）の 2009 年時点の断

面積合計を表(1)-6 に示した。 

Plot-1 については地盤高による冠水頻度による林分構造の違いを考慮し、Plot の河岸側端からの距

離にして 40m ずつ（0～40、40～80、80～120m 及び 2009 年に拡張した 120～150ｍ）の４区にわけて示

す。0～40m 区には DBH が 104cm の大型 Syzygium gratum が１個体のみ出現したが、表では同個体を除

いた値によってヤブ状の中・低木が卓越する河岸低部林分の特徴を反映させた。 

表(1)-6 の Plot 及び zone 別の優占樹種リストには、樹種による地盤高（冠水頻度）の選択性が現

れている。建築材として有用なフタバガキ科およびマメ科樹種は表の上段に別欄で示す。フタバガキ

科樹種やマメ科樹種など建築材としての有用樹種の多くは冠水頻度の高い低部の林(Paa tham)よりも

陸側の林(Paa khok)に多く分布する。 

大木に育ちうることで知られる Dipterocarpus alatas（タイ名 Yaang Naa）は Paa tham にも出現す

るが、Paa khok である 80m～120m 区で 11.24 と最大値を示した。林縁の Plot－3 での Yaang Naa の欠

如は耕作履歴が反映されたものとみられるが、林縁からより地盤が高い村落周辺までの区間の天水田

内に他の有用フタバガキ科樹種である Dipterocarpus obtusifolius（タイ名 Hiang）及び

Dipterocarpus intricatus（タイ名 Yaang Krat）が頻出するが Yaang Naa はみられない。この樹種は

幹に孔を穿って溜まった油脂を灯油や防水に用いられることが多いため、森林の伐開時にも残される

こともよくあったようだ。しかし現在村落周辺で Yaang Naa がみられない。その理由は、この樹種の

立地嗜好性が反映されている、あるいは大径材が得られるため村落が成立してからの天水田開墾期に

収穫・利用されてしまった等の理由が考えられるが、現時点で判断はつかない。 

同村周辺では両者が入り組んではいるが河畔の林は概ね公有林、村側を住民による占有地が占めて

いる。占有地は農地開墾用に確保したものであるが、現在は新たな開墾は見られず、放棄した果樹園

や放棄地が林内に散見される。家屋の建築用材などはそれぞれの占有地から時折収穫しているようだ。 
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表(1)-6 Plot/ゾーン別の主要樹種 BA(胸高断面積合計) 
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調査区内では河岸端から約 70ｍまでの範囲内には、増水期に遡上する魚をローブとよばれるカゴわ

なで捉えるための、場合によっては長さ 30ｍ以上にも及ぶ柵状の漁用仕掛け（ルアン・ローブ）が多

数仕掛けられ、河畔低部は現在でも毎年水没することを示している。川側林縁から上端のルアン・ロ

ーブ設置箇所までの高低差は約 4ｍあった。このように Plot-1 の河岸から約 80ｍまでの距離内の毎年

水が漬く低部の森は、住民により主に漁業の場及び漁業用資材調達の場として利用されてきている。

地域住民にとり森林と漁業の場である川とは常に一体のものであり、分けて考えることができない存

在である。 

 

b 家屋建築用材としての森林資源利用 

 家屋建築は、毎年恒常的に必要が生じるものではないが一時に多量の木材を用い、しかも利用でき

るサイズの下限や樹種についての選択性がある場合が多いことなどから、森林資源利用とその回復を

考える場合、重要な要因の一つである。ここでは把握対象を家屋用の建材収穫に絞って地域住民によ

る森林資源利用パターンを示す。 

c 利用木材サイズ 

調査対象地域の村落周辺での観察及び用材の計測結果から、建築用材は板材、柱材とも 20cm (8 

inch)が幅・太さの単位であることが明かにできた。20cm 角の材を切り出すためには、末口径で 30cm

以上の太さを持つ丸太が必要となる。建材は利用権を持つ林縁側の占有林から伐出し、板材は職人に

挽かせる。柱材は現場で倒した丸太の状態からチェンソーを用いて直接切り出すことが多い（写真

(1)-1）。家屋の新築には枝下で 30cm 以上の太さを持つ木が必要だというが、この標準的なサイズ材

を得るためであろう。 

板材は角材を更に挽いて様々な厚さのものが作られるが、この地域では板の幅は 20cm が標準のよう

だ。 

図(1)-16 に調査林分内、林縁及び村落周辺天水田内の立木の DBH と枝下高との関係を示す。林内の

立木では建材としての利用可能サイズである DBH30 cm 以上で 6 m 以上の枝下高が得られるようだ。 

   

写真(1)-1 立木はチェンソーにより伐倒、野外で 図(1)-16 調査地域における立木の DBH と枝下 

製材される。樹種は Erythrophleum succirubrua              高の関係 

       

これに対し林縁木では枝下高がやや低いものが多くなり、この傾向は天水田内の立木でさらに顕著
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であった。いずれの個体もかつては森林を構成していたものであるが、農地化の進行とともに林縁木、

天水田内の立木となったものである。明環境に曝されることにより新たな枝が伸長したことが、枝下

高の低下として表われたものとみられる。天水田内の立木は森林のものに比べて太いが枝下高が低い

傾向があり、幅広の板を切り出すには向いているが、長尺の板、柱を得るためには林の木が適してい

る。 

 伐倒した木は枝下部分を建築用材として用い、通直でない幹や太枝は掘り取った粘土で伐採現場近

くに手作りした野窯で約一週間かけて木炭に加工する。家庭や村内での使用の他、まれには市場にも

出荷する。数年前からプロパンガスは炊事に利用されているが、村人の意見では魚や鶏の料理には炭

が風味上優れ現在も使用しており、林のない暮らしは想像もできないという。 

d 建材用樹種 

 対象地域で家屋建材として用いられる主な樹種を、住民からの聞き取りにより下表にまとめた。 

フタバガキ科樹種は板材に、Syzygiumu（フトモモ科）やマメ科樹種が柱材に用いられることが多い。 

 

 表(1)-7  対象地域における主要建築用材（樹種別用途）  

 

 

材使用量は建坪により異なるが、近年は２階部を支える柱として部分的にコンクリート材の使用例

が増えている。資源減少が背景にあるのかもしれない。また改築時に旧家屋の建材再利用も一部見ら

れた。このうち Yaang Naa (Dipterocarpus alatus)はチークとともにこの数十年間政府による伐採規

制が行われており、自分が植栽した個体でも伐採時には森林局の事務所に届け出て許可を得なければ

ならない。利用価値は高いものの扱いが面倒な樹種となってしまっている。このため現在伐採は行わ

れていないが、過去に建材としても使われたことは樹種別建築部材についての聞き取り結果からも明

かであった。 

d 家屋一軒の建設に必要な木材量 

 新築に必要な立木量（DBH30cm 以上の木）を試算した。この地域の農村で一般的な高床式（二階建、

一階部は柱のみ）住居 2 タイプを想定し、近隣の林から収穫した幹直径 30 cm の立木から、図(1)-16

について述べたように長さ 6m の材が得られると仮定し、表(1)-8 の実測データを基に建築に必要な木

材量、丸太（立木）の本数を推定した（表(1)-9）。ここでは 20 cm 角で長さ 6 m の角材をベースに本
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数を求めた。対象地域で一般的な家屋は水平投影面積 6×9 m2で 2 階建て、１階部は土間で柱と階段

のみの構造を持つが、表(1)-9 には 1 階部も床と壁を持つものならびに１階部は土間だが水平投影面

積が 6×9 m2の例も併せて示した。 

  建築面積（ここでは水平投影面積と同じ）が 6×9ｍ2 の家屋での使用木材量は、標準的な１階が土

間の家屋の場合で 9.6 m3、１階部分も板張りの場合は 16.08 m3、１階が土間の 6×6 m2 家屋では 6.72 

m3となる。水平投影面積（床面積）1ｍ2当りの使用木材量は、それぞれ 0.178、0.298 及び 0.187 m3/m2

となった。日本における在来工法による木造家屋では床面積当りの木材量は約 0.2 m3/m2 であるとさ

れており、対象地域の家屋建築は木材の使い方としては日本のものと大差はないと言えよう。表(1)-9

は 20 cm 角材換算で表した使用木材量である。 

 

表(1)-8 対象地域の家屋における使用木材サイズと量の例 

 

 

表(1)-9 丸太（もしくは幹直径 30cm 以上の立木）に換算した一戸当り必要木材量（単位は本） 

 

表 (1)-9 に見られるように 6ｍ×9ｍの床面積を持つ家屋（16 坪相当、対象地域の場合は１階部）

の場合、建材用に必要な丸太材は新築では胸高直径 30cm 以上の立木が合計 40 本程度必要であるが、

建替時に旧家屋の材を再利用も可能である。また 6ｍ四方（11 坪相当）の場合は約 30 本の立木が必要

となる。 

 e 近隣の森林はどれだけの建築材を供給可能か 

プロット河畔側から 80m より陸側の林分において、家屋建材に適した樹種で 30cm 以上の胸高直径を

持つ立木の密度を求めたところ、Plot-1 の河岸側からの距離で 80‐120m 位置で 92 本/ha、120‐150m

の 2 林分 (Plot-1 及び Plot-2) で 122 及び 78 本/ha であり、村落周辺の森林における家屋建築にと

っての適材保有量は 97 本/ha となった。このうち 80‐120m では DBH30cm 以上の建築適材は

Dipterocarpus alatus がほとんどであったが、陸側 2 林分では同種以外に Shorea roxburghii の大型

個体があった。より陸側の耕作放棄跡再生林分（Plot-3）では、現時点で DBH30cm を超えるものは
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Dipterocapus obtusifolius１個体（ha 当り約 5 本）がみられるのみであり、D. obtusifolius、や

Anisoptera costata は出現したが D. alatus はみられなかった。  

開村以来伐採された建材に向いたサイズの立木の使用量を試算した。衛星画像により読み取った家

屋数は隣接する 2 村の合計が 186 棟であった。約半数は 6m×9m 規格である。現在の家屋を建てるのに

必要な立木が約 5500 本、また各家屋がまだ 2 代目とみなしても、建材の再利用や 3 代目建築の可能性

を無視した粗い計算ではその倍量の 11000 本以上の立木が、PI 村の開闢以来建材として使用されたこ

とになる。DBH30cm 以上の個体は、地元で相対地盤高の高い Paa Khok と呼ばれる農地使用にも適した

森林で ha 当りおよそ 80～120 本程度得られる。利用可能木の立木密度を平均 95 本と仮定すると、現

在の村が出来上がるまでには森林117ha分に相当する太さ30cm超の建材用サイズの木が収穫されたこ

とになる。   

f 森林資源の回復 

主要樹種の一つであるフタバガキ科の Yaang Naa (Dipterocarpus alatus) について求めた幹直径

（DBH）の年成長速度は、数年間肥大成長していないものから 0.9cm の旺盛な成長を示すものまで幅が

あったが、大径木ほど成長速度が高い傾向がみられた（図(1)-17）。Yaang Naa は種子が散布されれ

ば明るい環境下で盛んに発芽して旺盛な成長を見せる。人工林など一斉林的な林でしばしば観察され

るように、大きい個体サイズは高い成長速度が反映され蓄積されたものであり、まだ加齢による成長

の頭打ちが起こる樹齢には達していないようだ。 

        

図(1)-17. Yaang Naa の DBH と近年の成長速度の関係  図(1)-18. Yaang Naa のサイズ構造比較 

現在と 40 年前（推定値） 

地元で高みの森、Paa Khok に分類されるプロット付近での河岸から 80ｍより陸側、H ゾーン以上の

相対地盤高にある H 区、HH 区及び Plot-2 における現時点でのサイズ構造と個体毎の幹直径成長デー

タから、Yaang Naa について 40 年前のサイズ構造の復元を試みた（図(1)-18）。センサス開始から 2011

年までの各個体の成長速度が 40 年持続したと仮定して 40 年前のサイズを推定した。この 40 年の間の

枯死はないものと仮定した。推定結果からは、40 年前は ha あたり 167 本であったものが現在 203 本

にまで個体数を増やしたことが伺える。 

復元されたパターンから、過去には DBH にして最大 40cm 台の個体がわずかに見られるが、多くは

25cm 以下の小径木であった。現在と 40 年前の林分階層構造を M-w 図 20)により描いた（図(1)-19）。 
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図(1)-19  Yaang Naa についての M-w 図 

 

なお一般に若齢時の成長速度は大きいので、40 年前の Yaang Naa については現時点での速度をもと

に推定した結果よりさらにサイズの小さな群落であった可能性もある。 

図中の分離した線分の数が階層数に相当する。現在 Yaang Naa では DBH にしておよそ 50cm および

25cm を境にした 3 層が認められるが、40 年前にはおよそ 15cm を境に 2 層であったようだ。かつての

上層が 40 年間で現在の最上層に、下層が中層に発達したものであるならば、現在の下層は発達してき

た上層木からの散布種子により更新してきたものとみなせよう。 

この地域では 1980 年代初頭までは村落周辺の森林での木材伐採や焼畑が残っていたことから、この

Yaang Naa が多い林は若ければ 30 年生、古くとも 40 年生程度の群落であると考えられる。過去の DBH

の頻度分布及び階層構造から、この林もかつては畑に転換されていたが、残存林に隣接していた（あ

るいは木材を収穫して極めて疎な状態の林であった）ことで新たな更新木が得られたものと考えられ

る。 

耕作地が放棄され、周囲の林分や立木からの種子供給さえあれば、30～40 年ほどで 130 ton/ha 程

度の森林ができ、40 年毎にこの地域の標準的家屋（30cm 以上の立木で約 40 本の木材が必要）を ha

あたりで 2 戸新築できるまでに資源が回復する。種子の届く近傍に母樹となりうる林を残しておくこ

とが森林資源の早期の回復を図り、持続的に利用していくために重要である。 
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（３）湿地林のポテンシャルな生態資源多様性の把握 

１）ラムセバイ河畔湿地林における動物相とその変遷 

雨期にセンサーカメラで撮影された合計 62 枚のうち、29%にあたる 18 枚が村人で、55%にあたる 34

枚がイヌで占められた。森林性のラット以外の野生哺乳類は撮影できなかった。一方、乾期では合計

21 枚のうち、村人は 0 枚、イヌが 1 枚、コモンツパイとインドシナシマリスがそれぞれ６枚と４枚撮

影された。以上の結果から、湿地林の地上性哺乳類相は、これまで調査されてきたタイ各地の結果と

比較して極めて貧困な現状であることが推定された 22)。この原因として、雨期に灌水する環境で生息

できる地上性哺乳類の種が限定されることが考えられる。また、湿地林の規模は小さく、川沿いや農

地に点在している状況であること、とくに林内で漁を行う雨期には人やイヌの侵入が頻繁であったこ

とから、人間の生活との関わりも影響している可能性が考えられる。聞き取り調査の結果から、少な

くても 18 種の哺乳類が過去 50 年間で確認されていることが分かった（表(1)-10）。 

 

表(1)-10  ラムセバイ河畔湿地林に生息する主要な哺乳類の生息状況とその特性 

 

 

このうち、最近 5 年以内に調査地付近で少なくても 2 人以上の村人が目撃したものは 14 種今も 7

人以上の村人が生息していると答えた種類は、オニネズミ、コモンツパイ、スローロリス、カニクイ

ザル、ジャワマングース、フィンレイソンリス、インドシナシマリス、シロフムササビの 8 種にとど

まった。しかし、これら 8 種類においても、聞き取りを行った 10 人全員が個体数の減少を指摘した。

湿地林特有の種類であるコツメカワウソは 30 年前までは多く見たが、20 年前以来目撃した村人がい

ない。キンイロジャッカル、コジャコウネコ、ビルマノウサギは 10〜20 年前までは目撃した人が多か

ったが、現在では半分以上の人がいないと答えていた。全ての哺乳類にとって生息数の減少はあるも

のの、現在もある程度生息している 8 種と、絶滅あるいは著しく減少した 10 種の間で、違いの原因を

解析したところ、植物食種に比べて動物食種で有意に生息率が低く（χ2=5.95, P<0.02）、体重 1kg

以上の大きいサイズの種で生息率が有意に低い傾向（χ2=11.25, P<0.01）が見られた。一方、樹上性

／地上性、草原性／森林性については有意な差が見られなかった。このように、生態系の上位を占め

る比較的大きなサイズの種で絶滅の頻度が高いという現象は、半島マレーシアあるいは他の地域にお

体重

学名 和名 (g)

Arctonyx collaris ブタバナアナグマ 1人 2人 7人 植 地 森 10000
Viverra zibetha インドジャコウネコ 1人 2人 7人 動 地 森 8500
Canis aureus キンイロジャッカル 2人 8人 0人 動 地 草 8000
Manis javanica マレーセンザンコウ 3人 4人 3人 動 地 森 7000
Macaca fascicularis カニクイザル 9人 0人 1人 植 樹 森 5000
Herpestes urva カニクイマングース 2人 0人 8人 動 地 森 3500
Aonyx cinerea コツメカワウソ 0人 6人 4人 動 地 森 3000
Viverricula indica コジャコウネコ 4人 5人 1人 動 地 草 3000
Paradoxurus hermaphroditus マレージャコウネコ 1人 1人 8人 植 樹 森 2500
Nycticebus bengalensis スローロリス 9人 0人 1人 植 樹 森 1500
Ratufa bicolor クロオオリス 3人 0人 7人 植 樹 森 1500
Lepus peguensis ビルマノウサギ 5人 5人 0人 植 地 草 1500
Herpestes javanicus ジャワマングース 7人 2人 1人 動 地 草 700
Bandicota indica オニネズミ 10人 0人 0人 植 地 草 700
Petairista philippensis シロフムササビ 10人 0人 0人 植 樹 森 500
Callosciurus finlaysonii フィンレイソンリス 10人 0人 0人 植 樹 森 300
Tupaia belangeri コモンツパイ 10人 0人 0人 植 地 森 200
Menetes berdmorei インドシナシマリス 9人 0人 1人 植 地 森 200

森林性／
草原性

見たことが
無い

5年以内に
見た

以前はいた
今はいない

動物食／
植物食

樹上性／
地上性
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ける研究と同様の結果となった 21)。 

現在生息している 15 種のうち、河畔湿地林自体を生息の場とする種はわずか 8 種であったが、隣接

する寺の森を生息の場とする種は全 15 種に及んだ。寺の森では信仰の場であるため狩猟が長年おこな

われていない。したがって、狩猟を禁止する区域が残っていることによって、現状の動物相が維持さ

れている可能性がある。 

 

２）ラノン、マングローブ林における動物相とその変遷 

 6 月にマングローブ林内に設置したカメラトラップでは、漁船 2 回、漁師 1 回、ネズミ類 2 回のみ

であった。満潮時に予想以上の増水のため餌が流されてしまったため、哺乳類の撮影回数が減ったと

考えられる。12 月の調査では、マングローブの林縁で冠水しない林内にカメラを設置したところ、ビ

ロードカワウソ 15 回、カニクイザル 13 回、ミズオオトカゲ 3 回、パームシベット 1 回、アカハラク

イナ 2 回が撮影された。マングローブ林を利用する種数は限られていたが、撮影確率は高かった。 

 

表(1)-11 聞き取り調査によって明らかになったタイ南部ラノン県のマングローブ林とその周辺の哺

乳類相（数字はそれぞれの種の目撃者数） 

 

 

聞き取り調査により得られた 31 種の哺乳類の生息情報は表(1)-11 にまとめた。このうち、ビロード

カワウソ、コツメカワウソ、カニクイザル、ハイガシラリス、イノシシの 5 種はマングローブ林内を

生息場所として利用している種であったが、残りの 26 種はマングローブ周辺の林を利用する種であっ

た。したがって、マングローブ林そのものが多様な哺乳類の生息の場となっているわけではないが、

タイ南部のマングローブ林周辺環境は、哺乳類の種多様性が比較的維持されている状況であることが
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明らかになった。また、哺乳類相の変化については、90％にあたる 28 種は 30 年以上前と現在で変化

していなかった。しかし、マレーグマ、ドールなどの中〜大型食肉類が 10 年前以降減少している可能

性がある。大型肉食獣から生息数が減少するこれまでの傾向と一致する 22)。 

 東北タイの河畔林と比較して、マングローブ林においてカメラトラップで撮影される村人やイヌは、

ほとんどなく、マングローブ林内の利用頻度はより低いことが予想された。また、聞き取り調査でも、

この地域はイスラム教徒が多いため、野生獣類の捕獲はあまり頻繁に行われて来なかったことが伺わ

れた。その結果、イノシシやマメジカ類などの狩猟獣が未だに個体数変化がなく生息し続けている。

マングローブ林生態系の上位捕食者であるカワウソ類は自動撮影カメラでの撮影頻度や目撃情報も多

く、少なからず生息していた。このことから、今のところ、人間による漁業資源利用は、生態系に大

きなインパクトを与えるレベルには至っていないと推定された。 

 

３）保全指標種としてのカワウソ 

26 か所の調査地で合計 338 個のカワウソ類のフンを採集し、DNA 解析を行った結果、208 個について

種の判別が可能となった。そのうち 152 個はビロードカワウソ、45 個はアジアコツメカワウソ、11

個はスマトラカワウソのものであった。図(1)-20 は、それぞれの種のフンがあった環境を比較したも

のである 

 

図(1)-20 2 種のカワウソのフンがあった環境頻度  図(1)-20 タイにおける国立公園および保護 

           区の位置 
 

 ビロードカワウソのフンのうち、約 35%にあたる 46 個はマングローブ林で発見されたものである。

次に多かったのは 34％を占める池であった。一方、アジアコツメカワウソのフンのうち 46%にあたる

23 個が川、次に多いのが水田で 32％を占めた。以上より、ビロードカワウソはマングローブ生態系に

おける保全指標種と考えられ、一方、アジアコツメカワウソは水田や川における保全指標種であるこ
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とが推測された。したがって、河畔湿地林であるラムセバイ調査地においてアジアコツメカワウソは

適切な指標種であり、マングローブ林であるラノンにおいてビロードカワウソが適切な指標種である

と考えられる。 

ビロードカワウソの 19 個のフンから解析した餌は、すべて魚類であった。一方、アジアコツメカワ

ウソの 11 個のフンから解析した餌には魚類（10.5％）、カニ類（72.4％）、エビ類（16.7％）、昆虫

類（0.3％）が含まれていた。このことから、ビロードカワウソは魚類を選択的に利用するのに対して、

アジアコツメカワウソは魚類よりもカニ類やエビ類を幅広く利用する傾向があることが明らかになっ

た。 

 

４）指標種の見直しと保全への指針 

カワウソ類は、河畔湿地林およびマングローブ林において、上位捕食者であり、生態系保全の上で

適切な指標種であると考えられるが、ラムセバイではすでにカワウソ類は生息していない現状である。

ラムセバイの調査地周辺は約 49％が水田として利用され、林地は約 9％でパッチ状に分布している 23)。

しかし、アジアコツメカワウソは水田環境も好んで利用するため、ラムセバイにおける現状の環境が

本種の生息に不適切であるとは考えにくい。また、魚類だけでなく、カニやエビ類も幅広く餌として

利用するため、漁業の影響によって餌資源が不足している可能性は低い。ラムセバイにおけるカワウ

ソ類の減少は、漁網を壊すなどの被害から、人間による捕殺が繰り返された結果であると考えられる。

周辺地域一帯でカワウソ類の生息調査を試みたが、生息の証拠は得られなかった。 

今後、現存しているほかの上位捕食者たとえばジャコウネコ類を保全指標種としていくことも考え

なくてはならない。カワウソでも、ジャコウネコでも保全指標を掲げ、多様性を維持しつつ漁場とし

て利用していくために、狩猟禁止区域を設ける必要性がある。タイ全体の保護区の位置は西部や南部

に集中しており、東部の河畔林にはほとんど無い現状である（図(1)-21）。 

ラムセバイ周辺にあるパッチ状の林は、それぞれ成り立ちや目的が多様で、たとえば一部は公共林

として林産物の採取や狩猟がおこなわれ、また一部は守護霊や寺の森として狩猟や採取をおこなわな

い区域となっている 21)。現状で、多くの哺乳類が生息しているのは、河畔の公共林ではなく、寺の森

であった。大きな保護区がないこの地域では、信仰のために残されてきたこのような森を、生物多様

性保全の場として見直す必要があると思われる。 
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（４）漁を支える湿地林の栄養供給能力の把握 

１）マングローブ 

 各調査区の 2011 年の立木密度、断面積合計と地上部現存量、調査 4 年間の落下リター量の平均値、

最大量、最小量を表(1)-12 に示す。断面積合計は 14.0～29.5 m2/ha を示し、最小の林分 A と最大の林

分 C では 2 倍以上の差がみられ、地上部現存量は 103～266.6 ton/ha を示し、4 林分間で約 2.5 倍の

差がみられた。林分 A は材密度の低い Avicennia alba であり立木密度や断面積合計の低さも反映され

た結果が現存量の低さとして表われたと考えられる。 

 地上部現存量では林分間で差がみられたが、落下リター量は 7.84～10.48 ton/ha/年を示した。

この値はこれまでにタイのマングローブで報告されている値の範囲内にあることから 22), 23), 24)、本研

究での落下リター量はタイのマングローブの一般的な値であったと考えられる。最も落下量の少なか

ったプロット A と最も多かったプロット C の間では有意差が見られ、プロット B と D はその中間ほど

の量であった。プロット D は本調査区の中で最も高い地上部現存量を示したが、落下リター量は、地

上部現存量が約半分のプロット B と同程度であった。プロット B、C、D の平均直径はそれぞれ 18.0、

11.2 および 18.2 cm であった。このことから林分構成樹種、林分密度や地上部現存量などの林分構造

の違いは落下リター量に反映しないと考えられた。 

 

２）河畔湿地林 

a 気温と降水量 

2009 年 10 月から 2011 年 7 月までの PI 村の平均気温、最高気温、最低気温、降雨量を図(1)-21 に

示す。平均気温では 12 月が最も低く（約 24℃）、4 月で最も高い（約 30℃）。最高気温、最低気温

も平均気温とほぼ同じ傾向を示し、最も高かったのが 2010 年 4 月に 41.5℃を示し、最も低かったの

が 2009 年 11 月に 13.3℃を示した。 

降雨に関しては、PI 村も他の東北タイと同様に雨期と乾期がはっきりと分かれており、本格的な降

雨は 7 月から 10 月にみられた。2010 年の年間降雨量は 985.0mm で、2011 年は 1263.7mm であった。Kono 

ら 25)の報告ではヤソトン県の降雨量を約 1600mm としており、本研究期間は例年と比べ寡雨であった

と考えられる。 

b 水位の変化 

調査区内の水位を図(1)-21 に示す。2007 年から 2009 年のデータから、相対地盤高 6 m の位置まで

冠水し、最も冠水した 2007 年では相対地盤高 6.2m まで冠水していた。冠水期間は年によって異なっ

たが、7 月上旬から 10 月中旬の間に冠水し、最も低い相対地盤高 0～0.5 m の場所では 80 から 100 日

間冠水していた。 

c 調査区の種組成、林分構造 

30 m×150 m の調査区に 30 科 70 種の樹木、ツルが出現した。調査区内に出現した本数は 593 本、

立木密度は 1317.8 本/ha、平均 DBH は 11.32 cm、本数における上位 10 樹種の胸高断面積合計は 23.61 

m2/ha（表(1)-13）であった。最も多く出現したのはトウダイグサ科の Mallotus thorelii で出現した

本数の 18%を占め、次いで Garcinia schomburgkiana（オトギリソウ科）、Hymenocardia punctata（ト

ウダイグサ科）が多く出現した。M. thorelii と H. punctata は DBH が 10cm 以下の個体が全体の 8 割

を超え、ほとんどが小径木であった。胸高断面積では Dipterocarpus alatus（フタバガキ科）で 4.82 

m2/ha、Syzysium sp.（フトモモ科）で 3.39 m2/ha と出現した樹種の中で高い値を示した。D. alatus
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はインドシナからインド、マレー半島まで広く分布する樹種で、樹高も 40 m を超えるものも見られる 

26),27)。D. alatus と Syzysium sp.は小径木から DBH が 50cm を超す高木まで出現し、この調査区の高

木層を構成していた。 

調査区内では相対地盤高の違いにより出現は異なり、冠水期間が１ヶ月以上におよぶ相対地盤高 0m

から 3m まで、冠水期間が 1 ヶ月以下の 3m から 6m まで、ほとんど冠水しない 6m 以上に分けると、調

査区内に出現する樹種の本数における上位 15種中 9樹種が主に相対地盤高 0mから 3mに分布していた

（表(1)-14）。冠水期間が長い Low zone では Mallotus thorelii（トウダイグサ科）、Garcinia 

schomburgkiana（オトギリソウ科）、Hymenocardia puncutata（トウダイグサ科）が多く出現する。

冠水が殆どない High zone では Shorea roxburghii（フタバガキ科）、Melodorum fruiticosum（バン

レイシ科）が出現し、短い期間冠水する middle zone では Dipterocarpus alatus（フタバガキ科）、

Cinnamomum porrectum（クスノキ科）が多く出現する 28)。M. thorelii と H. punctata は乾燥常緑林

（DEF）から混交落葉林（MDF）にかけて、特に明るいところや川筋に出現する先駆樹種と言われてい

る 29)。冠水期間の長い相対地盤高 3m 以下に多く出現するアオギリ科のツルの Byttneria echinata は

混交落葉林や灌木内 30)、フタバガキ科の Vatica harmandiana は、乾燥した岩場に 25)それぞれ出現す

るとの報告があるが冠水する場所での出現例は記載されておらず、樹種の再確認やこれら樹種の分布

要因についてさらに検討する必要がある。 

相対地盤高 6m 以上で確認された樹種は主要樹種の他に Anisoptera costata、Dipterocarpus 

intricatus、Xylia xylocarpa 等、MDF や DEF に出現する高木種であった。 

調査区内で胸高断面積が高かった Syzysium sp.は相対地盤高 0m から 6m に、D. alatus は相対地盤

高 3 m 以上に分布しており、これら 2 種が相対地盤高では幅広い分布域を持つ高木種であった。D. 

alatus は谷や川岸に分布することがある 26),27)ことからも短い期間の冠水に耐えうる樹種であり、1 ヶ

月程度冠水する場所でも分布していたと考えられる。また、相対地盤高 3m から 6m までの冠水期間が

1 ヶ月以下のところにしか分布しなかった主要樹種は Cinnamomum porrectum であった。同じような分

布パターンを示した樹種は Hopea odorata、Fagraea fragrans であった。これら３種はいずれも常緑

林や MDF 等の湿潤な土地に分布すると言われており 31),32),33)、内陸側よりもより湿潤な場所として、

このような場所に分布していたと考えられる。 

相対地盤高別の面積、出現本数、密度、平均 DBH を表(1)-14 に示す。相対地盤高 3m までの冠水期

間の長い場所が調査区の約半分を占め、ほとんど冠水しない場所は調査区の約 3 分の 1 であった。相

対地盤高 0 から 3m の場所では立木密度が 1553 本／ha を示し、高密度の林分であった。相対地盤高が

高くなるにつれて密度は低くなった。また平均 DBH は相対地盤高 3 m 以上では有意差はなかった。 

このように、数 m という僅かな地盤高の違いによって出現する樹種や林分構造が大きく異なってお

り、種組成と林分構造の変化は地盤高の違いによる冠水期間に起因していると考えられる. 

d 落下リター量 

図(1)－21 には落下リター量の季節変化をあわせて示した。サンプリング上の問題から Low zone で

は 2010 年 10 月、11 月、12 月、2010 年 4 月、5 月、10 月、11 月、12 月のサンプルは削除した。また

Middle および High zone でも 2010 年の例年を大きく上回る降雨による雨期の水位上昇のため、2010

年 7 月、8 月、9 月はトラップ内のサンプルを採取することができなかった。 

落下リター量の季節的変化から、雨期と乾期の移行期（3 月、11 月）にいずれも高い値を示すこと

が明かにできた。東北タイ、Sakaetrat の季節林でも同様の 3 月と 11 月に高いパターン 34)が構成樹種
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による差として報告されており、本研究でみられたパターンについても樹種間差が反映されたものと

みるべきであろう。いずれのゾーンにおいても、落下リターの多くが落葉で占められ、落枝があった

月はリター量が大きく増加した。Low zone の落下リター量は計測できたいずれの月も High zone と比

べ低い値をとる傾向を示したが、乾期の間は Middle zone に近い値を示した。High zone と Middle zone

では雨期の落下量は乾期と比べて明かに低かった。 

表(1)-13 に月別の落下リター量を High zone と Middle zone について示す。洪水等により 5 ヶ月分

の欠測データがでたため、合計値はそれぞれ 5.82 および 4.74 ton/ha と、いずれもタイ東北部の

Sakaerat の季節林で報告されている 8.2 ton/ha/年、同じく東北タイのユーカリ人工林での 6.1～9.1 

ton/ha/年 34),35)と比べて低い値に止まった。ただし 2010 年の乾期終わりの 4 月と乾期入りした 11 月、

12 月に前後の年程度の落葉が生じたとみなすならば、季節林やユーカリ林と同程度以上の値となるだ

ろう。南米アマゾンの湿地林で 11.8 ton/ha/年、中米のパナマの湿地林で 9.3～11.4 ton/ha/年がそ

れぞれ報告されているが、乾燥フタバガキ林に類似した林相を持つラムセバイ川の河畔湿地林、特に

Middle zone 以上の部分では落下リター量は、これら湿地林よりやや低い可能性が高い。 

今回の結果から、河畔湿地林の陸側の冠水期間が短い箇所では東北タイの一般的な森林と同程度の

落下リター量があり、冠水前後に多くのリター落下が起こることが分かった。もちろん冠水期間中も

森林からのリターフォールは特に途絶えることなく続いており、特に冠水期間には森林は川へのリタ

ーを通じた直接的な栄養供給源となっている。例として Syzisium の実（液果）を好む魚がいることが

確認されており 33)、住民へのインタビューでも Syzisium が果実をつけている間、魚が集まるとこの

木の周辺に集まると言われている。このように落葉として供給される餌資源や産卵場所、幼時の避難

場所としてだけでなく、魚種による特別な嗜好を満たす面からも河畔湿地林は高い魚付効果を発揮し

ている。 
 
 
 
 

 
表(1)-12 マングローブ林調査区の 2011 年の立木密度、断面積合計、地上部現存量、および 

4 年間の平均落下リター量、最大年および最小年のリター量 
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表(1)-13 河畔林調査区内に出現した主要 10 種の出現本数、密度、平均胸高直径、断面積合計 

 

 

 

表(1)－14 河畔林 High zone と Middle zone の落下リター量． 

na: 欠測 
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図(1)-21 （上図）河畔湿地林近傍の平均気温、最高気温、最低気温、落下リター量 

（下図）雨量と調査区内の一番低い地点の水位 
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５．本研究により得られた成果   

（１）科学的意義 

 東南アジアのマングローブ林、河畔湿地林において、土地被覆の面積変化を明らかにするとともに、

時系列的な土地被覆の構造の変化を明らかにした。またこれら湿地林でこれまで乏しかった林分の成

長速度や水界への栄養供給源である落葉枝量の実測データを得て、今後の湿地林資源量動態予測にと

って重要な基礎情報を提供できた。この地域の哺乳類相についてはこれまで報告が無く、現状を明ら

かにすることは今後の保全や政策を考える基礎となる。これまで進んでいなかった東南アジアにおけ

るカワウソ類の分布および生態調査が進み、学術的に興味深い知見が得られた。 

 

（２）環境政策への貢献 

 国際ワークショップを開催し成果の普及啓蒙に努めた。東北タイの河畔湿地林の面積変化、林分構

造と成長速度、生物多様性と住民による森林資源利用実態が把握できたことで持続的資源利用方策の

立案についての根拠科学的が得られた。 

今後、国内及び国際ワークショップなどを通じ、成果の広報・普及に努める。 

 

６．国際共同研究等の状況 

 国際共同研究計画名：森林総合研究所-チュラロンコン大学理学部間の科学技術協力覚書 

・協力案件名：「湿地林維持機構と炭素固定に関する研究」 

・カウンターパート： Pipat PATANAPONPAIBOON 博士 チュラロンコン大理学部教授 タイ 

・参加・連携状況：タイ国における共同研究者、本研究課題総括、2011 年 12 月及び 2009 年 12 月

タイで開催した国際ワークショップ共同主催 
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(2) 湿地林が支える漁業資源と住民による利用実態の解明 
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生産システム部 増養殖システム研究グループ  藤岡 義三 
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独立行政法人水産総合研究センター養殖研究所  日向野 純也 

独立行政法人水産総合研究センター水産工学研究所  桑原 久実 

カセサート大学水産学部養殖学科         Chumpol Srithong 

                 

   平成 21～23 年度累計予算額：19,984 千円 

（うち、平成 23 年度予算額： 7,026 千円） 

           予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］河畔氾濫原やマングローブなどの湿地帯は生物多様性や生産性が高く、魚介類や甲殻類など

水産資源生物の産卵場、保育場、摂餌場として重要な役割を果たしている。サブテーマ(2)

では湿地帯が涵養する漁業資源と地域住民による利用実態を明らかにした。ヤソトン県ナー

ケー村では近年、灌漑設備の普及によりダムや貯水池などの面積が急増した。河川水位の年

格差は約 9ｍに達し、雨期最盛期には広大な氾濫原が水没して川幅は 1km を超えた。氾濫時

には底層付近から溶存酸素が急激に低下し、貧酸素水塊が出現する現象が確認された。プラ

ンクトンの多様性、現存量とも非常に高く、総数は 25 科 90 属 171 種にのぼった。ナーケー

村住民の約 96.7％が何らかの形で漁業活動に関与しており、そのうち約 100 名は日常的にラ

ムセバイ河畔において漁業を営んでいた。しかしながら漁業収入は全体のわずか 1.7％であ

り、商業漁業は発達しておらず、漁業活動は生態系サービスを自活的に利用する重要な手段

であると考えられた。年間総漁獲量は 19.1 トンであり、ほぼ自給可能な資源量を維持してい

た。使用されている漁具は小型の網やワナがほとんどで、総数は 59 種類にのぼった。魚類

の分類群数は、市場で流通している種を含め、28 科 57 属 91 種を確認した。一方、ラノン県

スクサムラン郡のマングローブ域周辺の湿地帯は、灌漑設備、エビ養殖場、魚類養殖設備の

建設により、近年開拓が進められた。カンプアン村住民の約 12.1％が 13 種類の漁具・漁法

を駆使してマングローブ前面における商業漁業に従事していた。漁具・漁法を使い分け、漁

場を幅広く利用することで特定種に対する漁獲圧を緩和し、限られた漁業資源を持続的に利

用できるという可能性が示唆された。以上、漁業資源や漁業活動を生物学的・水産学的に明

らかにし、地域住民による利用実態を解明することにより、湿地帯における漁業活動につい

て科学的な検討を加えた。 

 

［キーワード］漁業資源、水産、多様性、メコン川、マングローブ 
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１．はじめに 

 東南アジアで見られる河畔氾濫原やマングローブなどの湿地帯は生物多様性や生産性が高く、魚介

類や甲殻類など水産資源生物の産卵場、保育場、摂餌場として重要な役割を果たしている。しかしな

がら農地開拓や都市化の進行によってタイの森林面積は 20％以下まで激減し、内陸部においてはメコ

ン川支流のダム建設が魚類の季節的移動の阻害や過度の漁獲圧が魚類の個体群維持を妨げるなど、生

態系の人為的改変に伴う悪影響が顕在化している。一方沿岸域においては、人工餌料を用いて高密度

で飼育する集約的エビ養殖技術が普及し、またゴムやヤシの大規模なプランテーションが盛んになり、

これに伴って沿岸の湿地帯が開拓され、タイ国沿岸域におけるマングローブ林の面積はここ 30 年間に

半減した。身近な湿地生態系の保全は地域住民の生活に直接影響を及ぼす重大事であり、漁業資源を

持続的に利用していくための実効性のある管理保全政策が求められている。 

 

２．研究開発目的 

 本サブテーマでは、河畔氾濫原およびマングローブ湿地が支える漁業資源と地域住民による利用実

態を明らかにする。河畔氾濫原やマングローブ湿地が涵養する水生生物の多様性と生産構造、および

その季節的動態を把握するとともに、湿地帯の人為的改変が水生生物の生息環境に及ぼす影響を明ら

かにする。漁業資源として利用可能な魚類、甲殻類、介類などの種類とその漁獲量を中心に同定を行

い、あわせてプランクトンやベントスなどの餌生物の動態について定量解析する。湿地帯においては、

徒手採取や魚釣りから大規模な商業的漁業に至るまで様々な漁業形態が認められるため、地域住民が

どのように漁具・漁法を駆使して漁獲しているか、また漁業資源がどのように利用されているかにつ

いて、河川水位や氾濫原の消長などの、季節的要因と関連づけながら包括的に整理する。また地域住

民や行政関係者等に聞き取り調査を行うとともに漁業統計データを解析することにより、漁業資源の

流通システムの実態を解明する。さらに漁業資源を持続的に利用していくための住民による管理方法

について議論する。 

 

３．研究開発方法 

 湿地林と漁業資源の関係解明のため、東北タイの河畔氾濫原および南タイのマングローブ湿地の二

ヶ所を本サブテーマの調査対象として選んだ（図(2)-1）。河畔氾濫原については、メコン川中流域の

第二次支流のひとつであるラムセバイ河畔において、ヤソトン県カムクワンゲオ郡ナーケー村プライ

ット地区住民との関わりあいを調べた。一方、マングローブ湿地については、マレー半島のアンダマ

ン海沿岸において、ラノン県サクサムラン郡カンプアン村住民との関わりあいを調べた。 

 ①湿地帯の水生生物、②湿地帯の漁業、③漁業者のくらしのそれぞれについて、生物学的、水産学

的、社会科学的見地から、現地調査を主体とした研究を行った。水生生物についてはプランクトン、

ベントス、ネクトンの多様性と現存量を把握するとともに、その生息環境と季節的動態について明ら

かにし、繁殖場、保育場、摂餌場としての湿地帯の働きについて評価した。魚類、甲殻類、貝類など

の漁業資源種を把握し、各水域での漁業従事者、漁具、漁法を包括的に取り纏めることにより、湿地

帯周辺の漁業実態を明らかにした。漁業者、地域住民、市場関係者、行政担当者等を対象に聞き取り

調査を実施し、漁業経済や流通システム、漁業資源の管理方法等について整理した。 

 水質は多項目水質計（東亜 DKK WQC-24）およびパックテスト（柴田科学シンプルパック）を用い、

流向流速は電磁流速計（JFE Advantech compact-em /TD）を用いて、それぞれ現場で定期的に計測した。
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Plot D (Rhizophora)
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Ranong

マングローブ湿地

河 畔 氾濫原

Province (Chanwat) : Ranong
District (Amphoe)  : Suksamran

Village (Tambon)  : Kamphuwan

栄養塩および化学的／生物学的酸素要求量（COD／BOD）は標準分析法により分析し、プランクトン、

ベントスはサンプル採取して同定、計数した。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．結果及び考察 

（１）河畔氾濫原 

 1954 年から 2008 年までの土地利用に関するの解析結果（Sano 他 1)）に基づいて、ヤソトン県ナー

ケー村における水系構造の経年変化を比較した。過去 54 年間の間に河川や池などの天然水系の面積は

357.2ha から 526.1ha へと増加したが、これは写真撮影時の降雨量の差異が反映したものと考えられ、

構造的な変化は上流側のラムセバイダムの建築のみであった。一方、人工水系は水路や貯水池などの

灌漑設備の普及により 169.1ha から 488.0ha へと大幅に増加した。プライット地区における水系構造を

図(2)-2 に示した。ラムセバイ河川、村の南北にある二つの大きな共同貯水池（フゥァイソック、フゥ

ァイボーケー）、約 36～40 個ある小規模な個人所有の貯水池、水田および灌漑用水路の 4 つの要素で

構成され、そのぞれの水域においてさまざまな形態の漁業が営まれていた。共同貯水池から導水し、

村を横断する共同灌漑用水路は 2011 年現在建設中であった。 

 調査地周辺の降雨量、水位、水温、溶存酸素、水素イオン濃度について定期的にモニタリングを行

った。雨期と乾期が明確に区別され、年間降雨量は約 1,100～1,200mm でその約 92％は 5～10 月の雨

期に集中していた。ラムセバイダム下流側の水位は海抜 113.02m から 122.27ｍまで大きく変化し、年

格差は約 9ｍに達した。調査地周辺では乾期に干出することもあったが、雨期最盛期には急激に増水

して氾濫原が水没し、川幅は 1km を超えた（図(2)-3）。上流側のラムセバイダムの水門開閉がナーケ

ー村周辺の河川水位と氾濫原の消長に大きく影響を及ぼしていた。水中の溶存酸素は年間をとおして

大きく変動し、河川水が滞留すると底層付近から溶存酸素が急激に低下して貧酸素水塊が出現する現

象が確認された。氾濫時の流速は河川中央部で最大約 2cm/秒あったが、両側の河畔や氾濫源ではほと

んど停滞しているか、あるいは上流に向かって逆流することもあった（図(2)-4）。 
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河畔氾濫原の湿地林は、魚類の繁殖場、産卵場、保育場、摂餌場などとして重要な役割を果たして
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いる。乾期から雨期に変わる時期には肥沃な土壌から栄養分が溶出してプランクトンが発生し、魚類

の繁殖活動が盛んになり、メコン川本流に生息する魚類が支流の氾濫原に一斉に移動することが知ら

れている 2)。湿地林の落葉を起点とする物質循環は漁業生産力および資源涵養力を評価する上で重要

であることから、水質、底質、餌生物（プランクトンや底生生物）などの動態について調査した。プ

ランクトンの多様性、現存量とも非常に高く、総数は 25 科 90 属 171 種にのぼった（図(2)-5）。植物

プランクトンは藍藻植物、緑藻植物、黄藻植物の３分類群で、出現種数が 65.1％、個体数は最大 15,000

個体で全体の 90.2％を占めた。一方、動物プランクトンは原生動物、輪形動物、節足動物の３分類群

から成り、輪形動物が優占した。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政資料および聞き取り調査に基づいて、河畔氾濫原の湿地林が支える漁業資源と地域住民による

利用実態を取り纏めた。ヤソトン県ナーケー村は 8 つのコミュニティで構成され、総人口は 3,605 名、

家族数は 788 であった（表(2)-1）。約 96.7％の家族が何らかの形で漁業活動に関与しており、そのう

ち約 100 名（12.7％）は日常的にラムセバイ河畔において漁業を営んでいた。プライット地区（コミ

ニティ No.2 と No.8）の 16 家族の収入源について調査したところ、年収は 30,000～220,000 タイバー

ツで、雇用収入が 39.6％と最も多く、米作 30.5％、畜産 9.2％、畑作 7.2％がこれにつづいた。雇用収

入には農繁期の労働が含まれ、また農産物の多くは自家消費されるため、プライット地区の経済構造

は農業が主体を成していると考えられる。一方、漁業収入があるのは 9 家族のみで、収入額全体のわ

ずか 1.7％にとどまった。ほとんどが小規模な零細漁業であり、漁獲物は自家消費または集落内で消費

されていた。したがってプライット地区では商業漁業は発達しておらず、漁業活動は生態系サービス

を自活的に利用するための重要な手段であると考えられた。  
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表(2)-1 ヤソトーン県ナーケー村における漁業活動 

No. village population household

fIshermen’s households

reservoir,
canal, 

paddy field
river 

(Lam Se Bai)

1 Na kae 520 126 110 20
2 Plait 663 151 149 29
3 Na lue 1,018 196 190 15
4 Noang toe 423 89 89 5
5 Moang 324 71 70 15
6 Loaw trong 163 40 40 5
7 Noang tug luk 198 51 50 0
8 Plait 296 64 64 11

Total 3,605 788 762 (96.7%) 100 (12.7%)

  【Net fishing】 20. Door trap (Jun) 41. Crab trap (Loub phu)
1. Gill net (Mhong, Khai)   21. Weir trap, Fishpound (Lee) 42. Frog trap (Ngaeb, Duk gob)
2. Drift gill net (Mhong lai, Khai loy) 22. Shrimp trap (Loub khung) 43. Brush shelter trap (Yo, Klum)
3. Handy surrounding net (Dang) 23. Funnel basket trap (Sai) 44. Brush shelter (Klum, Ban pla)
4. Handy seine net (Pason, Payen) 24. Upright basket trap (middle)(Tum)   【Hook fishing】

5. Seine net (Uwan tub taling) 25. Upright basket trap (bottom)(Tum) 45. Hook and line (Bed)
6. Portable liftnet (Sadung lek, Yo) 26. Small basket trap (hanging)(Tum kom) 46. Pitch hook (Bed tong)
7. Liftnet (Sadung yai, Yor prajam tee) 27. Small basket trap (bottom)(Tum kom) 47. Long line (Bed rao)
8. Mobile pushnet, dip net (Chon sanan) 28. Grass bush trap (Sue non gin)   【Miscellaneous】
9. Handy pushnet (Chon, Chon ka kim) 29. Eel basket trap (Eju,Tum ju) 48. Plunge basket, Cover pot (Sum)
10. Cast net (Hae) 30. Flog basket trap (Tum gop) 49. Fish catching boat (Rua pe roak)
11. Drop net (Sai, Sai lee, Tom lee) 31. Upright shrimp trap (Tum khung) 50. Spear and harpoon (Chamouk)
12. Bag net (Sai, Tong pla) 32. Pot trap (Thong) 51. Scoop net (Sawing, Takpra)
13. Shrimp net (Sai khung) 33. Horizontal cylinder trap (Loub noan) 52. Long scoop net (Susk)
14. Bag net (Pong pang) 34. Vertical cylinder trap (Loub yuen) 53. Scoop basket (Chanang, Takpra)
15. Stake net trap (Pong pang, Jip yai) 35. Flexibility trap (Loub yued, Eroa) 54. Water scoop  (Phoang, Kaso)
  【Trap fishing】 36. Lying trap  (Suan, Son) 55. Other collecting items
16. Branch stake net trap (Jip) 37. Snakehead trap (Chud) 56. Container (Khong)
17. Branch weir trap (Luan loub) 38. Eel trap (Run) 57. Basket (Takra, Kata)
18. Bamboo screen trap (Fuak, Pok) 39. Box trap (Jun pla chon) 58. Crawl, Fish preserve (Kan pla)
19. Marginal trap (Loub duk pla) 40. Cat fish trap (Loub pla duck) 59. Fish cage (Grachan, Kan pla)

表(2)-2 ラムセバイ流域で見られる漁具・漁法 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
プライット地区の 31 家族の漁具について調査したところ、籠わな（trap fishing）が 28.4％で最も多

く、袋網（bag net）が 19.8％、釣漁具（hook）が 21.0％、刺網（gill net）が 19.8％、投網（cast net）

が 7.4％であった。ラムセバイ全流域で見られる漁具・漁法を表(2)-2 にまとめた 2)。網漁具（15 種）

とわな漁具（29 種）が大半であった。ほとんどは小型で操作が容易なものであり、安価な市販品また

は手作りの漁具を使用していた。地形を利用したエリ漁業や網漁業など、地域特異的な漁具・漁法も

見られた 3）（図(2)-3 参照）。 
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(1) Lam Se Bai and floodplains
40 fishermen  120 days  0-1 kg/day in dry season, 1-5 kg/day in rainy season 
40 x 60 days x (0.5 kg + 3 kg) = 8,400 kg /y

(2) Channels and paddy fields
200 households  60 days in rainy season   0.1-0.3 kg /day  
200 x 60 X 0.5 = 6,000 kg /y

(3) Private reservoirs (aquaculture)
40 private reservoirs  30-90 kg /y
40 x 60 kg = 2,400 kg /y

(4) Community reservoirs (aquaculture)
Huai Sok : 300 villagers x 4 kg = 1,200 kg /y 
Huai Bo Kae : 200 villagers x 4 kg + 10 fishermen x 30 days x 1 kg = 1,100 kg /y 

Total fisheries production in Plait village (1)+(2)+(3)+(4)
19.1 ton /year   19.1 kg /villager /year  (54.6-63.7 % of fish protein)
cf. fish protein supply /capita /year = 17.1 kg   (FAO 2010)
cf.  fish protein uptake in the Mekong river basin villagers = 30-35 kg /y

表(2)-3 ナーケー村プライット地区における漁業生産量 

図(2)-2 で区別した 4 つの水系ごとに、プライット地区における年間の漁業生産量を試算した（表

(2)-3）。ラムセバイ河川域では年間 8,400kg、水路および水田では 6,400kg、個人管理の貯水池では

2,400kg、地区管理の二つの大規模な共同貯水池（フゥァイソック、フゥァイボーケー）では 1,100kg

が漁獲されるものと推定され、年間の総漁獲量は 19.1 トンであった。プライット地区の住民はおよそ

1,000 名なので、住民１人あたりの漁獲量は約 19.1kg と試算された 4)。この値はＦＡＯ統計 5)の世界の

魚類タンパク供給量の 17.1 kg/人/年を上回り、メコン川流域の漁類消費量 30-35 kg/人/年 6)の 54.6～

63.7％に相当する。したがって潜在的に一定程度の自給は可能であるが、連接するチー川の漁獲物や

多数の養殖魚が地域市場に広く流通しているため、必ずしも地域内で自給しているという状況ではな

かった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市場で扱われている魚類の分類群リストを表(2)-4 に示した。ここには天然水系に生息する種、養殖

されている種、市場に流通している種が含まれ、総分類群数は 28 科 57 属 91 種にのぼった。ナギナタ

ナマズ科（Notopteridae)、ギギ科（Bagaridae)、シソル科（Siluridae)、オオナマズ科（Pangasiidae）等

のナマズ類と、コイ科（Cyprinidae)、アユモドキ科（Cobitidae）等のコイ類が優占し、この特徴はメ

コン川の他の水系と共通するものであった 6)。タイ水産局では養殖魚の種苗生産を行っており、ナー

ケー村の各地区にある共同貯水池にも提供していた。放流魚種はナマズ類、コイ類のほか、ティラピ

アやカエルも含まれ、年間放流数は 2010 年が 1,827,7000 尾、2011 年が 1,650,399 尾にのぼった。地域

住民は各自が管理する小規模な貯水池においても魚類養殖を行っており、必要な稚魚は種苗生産業者

より購入していた。 

対象種の生態を把握しながら雨期・乾期の季節的変化に対応し、多数の種類の漁具・漁法を使い分

けることは漁業資源の持続的利用の面から重要であると考えられる。同じメコン川支流のムン川やチ

ー川では商業漁業が発達しているのに対して、ラムセバイ流域は河川規模が小さいため自活的な小規

模漁業に留まっている。このことは、網の目合い、漁法、漁期などを規制するコミニティルールを遵

守する上で利害対立が少ない原因のひとつであると考えられ、産卵期の個体群を保全や氾濫後の越年

個体群の維持に効果を発揮しているものと評価される。ラムセバイとナーケー村の関係は、地域住民

による生態資源の持続的利用の重要な事例であると考えられる。 
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O rder O steog lo ss i fo rmes W all ago a ttu  (B lo ch & S chneide r, 1 801) 
Fami ly No to pterida e Famil y S ch i l beidae

No topterus notopterus  (Pa ll as , 17 69) Ladies hexanema  (Bl ee ke r, 1 852)
Chita la  blanci  (d'Aubenton, 196 5) Famil y Panga si idae
Chita la  ornata  (Gra y, 183 1) Pangasi anod on hyp ophthal mus  (S auvage, 1 878) 
Clup ei ch thys aesarnensi s  Wo ng ratana , 1983  Hel icopha gus waa ndersi i  B le eker,  1858  

O rder Cypri niformes Ptero pangasi us pleurota en ia  (S auvage, 1 878)
Fami ly Cy pri ni dae Pangasi us macronem a  B l eeker, 18 51

Paralaubuca harma nd i  S auvag e, 188 3 Pangasi us l arnaudi i  Boco urt, 18 66
Paralaubuca ri vero i  (Fowle r, 1 935) Famil y S isoridae 
Luci osom a bl eekeri  S te inda chner, 187 8 B agarius baga rius  (H ami lton, 1822)
Parachel a siamensis  (Günthe r, 1 869) B agarius yarrell i  S ykes , 18 29
Lep tobarbus hoeveni  (B le eker,  1851) B agarius suchus  Roberts, 1 983
Rasbora bo ra petensi s  Smith, 19 34 Famil y Clari idae
Rasbora myersi  Brittan, 1 954 C la ri as b atrachus  (Li nnaeus , 175 8)
Rasbora spp. C la ri as m acrocep halus  (Günther, 1 864)
Cyprinus carpio  (Li nna eus, 1 758) O rder Be lo ni formis
Thynnichthys thynnoi des  (B l eeker, 1852 ) Famil y He mi ramphida e
Cyclo cheil i chthys apo gon  (Val enci enne s, 18 42) Dermogenys si amensis Fowle r, 19 34
Cyclo cheli chthys enoplos  (B l eeker, 1850 ) Famil y B ol oni dae
Cyclo cheil i chthys repa sson (Bl ee ke r, 1 853) X enantod on  ca nci l la (Ha mil ton , 1 822)
Puntiopl i tes proctoz ysron  (B l eeker, 18 65) O rder Cypri nodonti forme s
Barbodes al tus  (Günther,  1868 ) Famil y Apl oche li da e
Barbodes gonionotus  (B l eeker,185 0) A pl ochei lus pa nchax (Hamil ton , 18 22)
Barbodes schwanenfel di i  (B l eeker, 18 53) O rder Sy nbranchi fo rmis
Ha mpala d ispa r S mith, 1 934 Famil y S ynbranchi dae
Systo mus brevis  (Bl ee ke r, 1 850) M onopterus al bus  (Zuie w, 1793)
Systo mus orphoides (Va le nci ennes , 1842 ) Famil y Mas ta cembel idae
Henicorhynchus sia mensis (S auvag e, 18 81) M acrog nathus si am ensi s  (Günther, 1861 )
Cirrhi nus m i crolep i s  Sa uvag e, 187 8 M astacemb el us armatus  (La cepède, 1 800) 
Cirrhi nus chi nensis  Günther, 1868 M astacemb el us erythro taeni a  B le eker,  1850
M oruli us chrysophekadi on  (B l eeker, 18 50) M astacemb el us favus  Hora, 192 3
Osteochi l us hassel ti  (Val enci ennes , 18 42) O rder Perci fo rmes

Fami ly Co biti dae Famil y Ambas sidae
Acanthop si s choi ro rhynchos  (Bleeke r, 1 854) Paramb assis  si amensi s
Acanthop si s spp. Famil y Na ndidae
Boti a eos  T aki , 197 2 Pri sto lepi s fasciatus  (B l eeker, 18 51)
Boti a hel od es  (S auvage, 1 876) Famil y Eleotrididae
Boti a  mo desta  (Bl e eker, 1852) Ox yeleotri s marmo ra ta Bl eeker, 18 52 

Fami ly Gy ri nochei li da e Famil y Anabanti dae
Gyrino chei lus aymoni eri  (T i ra nt, 1 884) A nabas testudi neus  (B lo ch,17 92) 

O rder Characi formes Famil y B el onti idae
Fami ly Cha raci dae B etta  sm aragdi na  Ladiges , 19 72

Col osso ma b id ens S pi x, 1 829 Tri choga st er pectora li s  (Rega n,  1910 )
O rder Si luri formes Tri choga st er tri chop terus  (Pal l as,  1770 )

Fami ly Bagridae Famil y He lo stomati da e
Leiocassi s siam ensis  Regan , 1 913 Hel ostoma  tem mi ncki  (C uvi er, 183 1)
M ystus mysticetus  Roberts , 19 92 Famil y O s pro nemi dae
M ystus s p. Osphronemus goram y  Lace pede, 1802
Heterob agrus bocourti  B le eker, 1864 Famil y Cichl idae
Hemibag rus nemurus  (Va le nci ennes , 1839 ) Oreochrom is n i l oti cus  (Li nnae us , 17 58)
Hemibag rus wycki i  (B le eker, 1858 ) Oreochrom is n i l oti cus var. tapti m
Hemibag rus w i cki oi des  Fang  & Chaux, 1949 Famil y Cha nni da e

Fami ly Bagrii cthyri da e C hanna l i mbata  (Cuvie r, 1 831)
Bagri ich thys  m acro pterus  (B leeker, 185 3) C hanna l uci us  (Cuvi er, 1 831)

Fami ly S i luri dae C hanna micro pel tes  (Cuvie r, 1 831)
Belodo nt ichthys dinema  (Bleeke r, 18 51) C hanna stria ta  (B l och, 1797)
M icronem a ap ogon  (B leeker, 18 51) O rder Ple uronecti fo rmis
M icronem a bleekeri  (Günther,  1864) Famil y S ol ei dae
Kryptop terus cryptop terus  (B le eker,  1851 ) E uryglossa siamensis  (S auvage, 1 878)
Kryptop terus l impok  (Bl ee ker, 1852) O rder Te traodo nti formes
Om pok k ra ttensis  (Fowl er, 1 934) Famil y T etra odonti dae
Om pok b im acul atus (Bl och,1794 ) Tet ra odon  leiurus  B l eeker, 185 1
Om pok hypophtha lm us  (Bl ee ker, 1 846)

 

表(2)-4 ラムセバイ流域で見られる魚種（Fujioka 他４）） 
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No. Village population household
fIsherman household

boat
%  

1 Talay Nork 264 74 13 17.6 15

2 Tub Nua 1,397 422 27 6.4 29

3 Kamphuan 1,255 321 38 11.8 56

4 Ta Klang 1,367 364 59 16.2 74

5 Suk Samran 567 167 1 0.6 2

6 Toan Khoa 284 65 2 3.1 2

7 Hat Sai Khao 561 234 59 25.2 83

Total 5,695 1,647 199 12.1 261

# Bang Kluai Nok (Na Ka) 594 217 13 6.0 15

（２）マングローブ域 

 土地利用に関するの解析結果（Sano 他 1)）に基づいて、ラノン県サクサムラン郡沿岸 120km2 を対象

に、1966 年から 2007 年までの 41 年間の経年変化を比較した。水系構造は河川と沿岸域などの天然水

系と養殖場や貯水池などの人工水系に大別された。天然水系の面積は 4,290.4ha から 4,098.3ha へと微

減したが、これは護岸工事のほかハタ類やフエダイ類などの魚類養殖筏（54.2ha）が河口付近に数多

く設置されたことによるものと考えられる。1966 年にはまったく存在しなかった貯水池や養殖池は

2007 年までに整備され、灌漑用の貯水池（22.0ha）およびエビの集約的養殖場（295.5ha）が大きく増

加した。 

マングローブ湿地林が支える漁業資源と地域住民による利用実態を調査した。ラノン県カンプアン

村は 7 つのコミュニティで構成され、総人口は 5,695 名、家族数は 1,647 であった（表(2)-5）。このう

ち内陸部に位置する 2 地区（Suksamran, Toan Khoa）を除くと河川沿いに位置しており、漁港を有して

いた。隣接するナカ村の 1 漁村（Bang Kruai Nok）を含め、各地区の 6.0～25.2％、合計 200 余の家族

がマングローブ湿地帯前面の沿岸浅海域において日常的に漁業に従事していた。所有する漁船は 17～

34 トンの漁船が 5 隻あるものの、それ以外はすべて 1 トン未満の船外機付き小型漁船であり、2004

年 12 月 26 日のスマトラ島沖地震に伴う大津波後には、各国からの支援などにより合計 471 隻に大き

く増加した。商業漁業が盛んで漁獲量は大きく、漁獲物を集約する流通システムや市場経済が確立し

ていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カンプアン村沿岸漁業の対象魚種は数十種類にのぼるが、カニ類（Portunus pelagicus, P. 

sanguinolentus, Charybdis cruciata, Thalamita crenata）、エビ類（Penaeus merguiensis, P. spp.）、イカ類

（Sepia pharaonis, Sepioteuthis spp., Photololigo spp.）、キス類（sand borer: Sillago sihama）、イワシ・

アジ類（Rastrelliger kanagurta, Selar spp., etc.）、クラゲ（Lobonemoides spp.）などを目的とした漁が盛

んであった。 
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図(2)-6 ラノン県カンプアン村における漁具・漁法 
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行政資料と聞き取り調査からカンプアン村の漁業者が使用しているすべての漁具・漁法について調

べたところ、漁網（fish net）、魚籠（fish trap）、キス網（sillago net）、イワシ網（sardine net）、サ

バ網（mackerel net）、釣り（hook）、エビ網（shrimp net）、カニ網（crab net）、カニ籠（crab trap）、

イカ網（cuttlefish net）、イカ籠（cuttlefish trap）、ヤリイカ網（squid net）、バイ籠（babylonia trap）

の 13 種類に区分することが出来た（図(2)-6）。エビ網は漁具全体の 37.3％を占めて最も普及しており、

カニ網は同じく 24.6％、以下キス網（15.4％）、イカ籠（9.2％）、魚籠（4.7％）、釣り（2.6％）、魚

網（2.4％）と続いた。 

漁具の規模や漁獲努力量はそれぞれの漁法で異なっているため単純に比較することは出来ないが、

漁具の数はそれぞれの魚種の資源量をある程度反映した結果であると捉えることは可能である。それ

にもかかわらず、漁具・漁法はカンプアン村主要 7 地区およびナカ村 1 地区（Bang Kruai Nok）の合

計 8 地区ごとに異なる特性を示した。エビ網漁はすべての地域で共通して普及しており、カニ網漁は

Bang Kruai Nok を除く 5 つの主要地区で行われていた。魚籠漁は Talay Nork で非常に盛んであり、キ

ス網漁は Kamphuan, Ta Klang, Had Sai Khao の 3 地区で盛んであった。イカ籠漁は Kamphuan と Had Sai 

Khao の 2 村のみに集中していたが、他の地域ではほとんど見られなかった。サバ網は大型巻網漁であ

るため Ta Klang のみ見られた。 

 

 
 
カンプアン村の漁業者 21 名からの聞き取り調査により、主要な漁の漁期を図(2)-7 にまとめた。エ

ビ漁、カニ漁、キス漁は年間をとおして行われていたが、前 2 者は 5～9 月の雨期に特に盛んであり、

キス漁は 10～4 月の乾期に集中していた。イワシ／サバなどの浮魚類およびイカ漁は 10～4 月の乾期

にのみ実施されていた。乾期がはじまる 10 月以降には吹送流の影響でアンダマン海西方海域に向かっ

て大漁のクラゲが漂流し、クラゲ漁とその加工はこの 2～3 ヶ月間の短期間にのみに集中して実施され

ていた。 
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図(2)-7 ラノン県カンプアン村の主な漁業の漁期 

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec

 Mackerel/Sardine ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

 Sillago ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

 Cuttlefish ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

 Shrimp ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

 Swimming crab ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

 Jellyfish ◎ ○ ○ ◎ ◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カンプアン村およびナカ村には Bang Kruai Nok, Ta Klang, Had Sai Khao, Tab Nuaの 4つの主要な漁港

があり、近接する地区の漁業者の拠点となっていた（図(2)-8）。カンプアン沿岸海域は広範囲にわた

って遠浅の砂底が続いているが、それぞれの魚種の生息場所は水深や底質などの漁場環境により明瞭

に区別されていた。現場調査により主要な漁場を調べたところ、沿岸 3km ラインを挟んでカニ類の漁

場が、それより岸寄りにイカ類とヤリイカ類の漁場が、さらに岸側の北寄りにエビ類の漁場が、それ

ぞれ存在していることが明らかになった。クラゲの漂着場所は広い範囲に及んでいるが、移動の利便

性から比較的河口に近い沿岸部が主要な漁場となっていた。最も沿岸よりの浅い砂底は小型甲殻類で

あるアミ類（mysid）の漁場となっており、マングローブ湿地周辺が多くの資源生物の保育場や摂餌場

としての有効性が示唆された。漁港の位置と漁場の位置は比較的近接している場合が多く、このこと

は漁場内での漁獲競争を緩和するために効果的であると考えられた。 

 

以上のように漁村、漁港、漁具・漁法、漁期、漁場は有機的に連関しながら動的平衡を保っている

ものと考えられる。こうした特性は、漁具・漁法がそれぞれのコミュニティ内に普及してきた経緯と

関係があるものと推察されるが、漁獲物を集約して仲買人を集めることで漁業者にとっても有利な流

通システムを構築できるという利点がある。また、漁具・漁法を使い分け、漁場を幅広く利用するこ

とで特定種に対する漁獲圧を緩和し、限られた漁業資源を持続的に利用出来るという可能性が示唆さ

れた。 
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図(2)-8 カンプアン村淵源の漁業と漁場 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．本研究により得られた成果   

（１）科学的意義 
 東南アジアで見られる河畔氾濫原やマングローブなどの湿地帯において、漁業資源や漁業活動を

生物学的・水産学的に明らかにし、地域住民による利用実態を解明した。メコン川支流域の地域漁

業やアンダマン海の沿岸漁業について包括的に取り纏めるなど、湿地帯における漁業活動について

科学的な検討を加えた。 

 

（２）環境政策への貢献 

 本研究成果のひとつであるマングローブの生態系機能を利用した養殖システムは、国連農業機関

（ＦＡＯ）のガイドラインとして紹介されるなど、環境保全型の持続的な生態資源管理に貢献した。

また水産総合研究センターの広報誌や国際ワークショップなどの機会を通じて、成果の公表・普及

に努めた。 

 

６．国際共同研究等の状況 

協力案件名：湿地林漁業に関する調査・研究 

カウンターパート：Chumpol Srithong 博士 タイ国・カセサート大学水産学部養殖学科講師 

連携状況：現地調査にかかる企画連絡調整、試料分析、情報収集、現地語資料の翻訳、研究結 

果の取りまとめ、成果の報告、等について共同研究を実施。同大学はタイ国における水産研究 

の中核機関であり、カウンターパートを通じて水産各分野の専門家と連携をはかった。 
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          （うち、平成 23 年度予算額： 7,296 千円） 

       予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］タイを代表する湿地林である河畔湿地林は水田に隣接する淡水漁撈、マングローブ林は海洋

漁撈やエビをはじめとする沿岸養殖や薪炭をはじめとする林産物生産の場として、ともに地

域住民の生計を支えてきた。湿地林の特徴を活かした地域の自然利用は、また在来の技術と

制度を育んできた。しかし 1980 年代からの経済発展とその後の通貨危機に至るバブル崩壊

は、タイの生業構造の転換を招き、自然利用の新たな技術と制度を生み出しつつあり、その

実態把握が急務である。ヤソトン県では、河畔湿地林保全について政府の「上」からの制度

化・関与の有効性を郡レベルで確認したが、それはコミュニティ内部の「下」からの要因と

組み合わされて機能しており、その具体例の内実を明らかにした。過去に採取漁撈と製炭、

粗放エビ養殖、集約エビ養殖の推移を経験してきたチャンタブリ県ウェル湿地帯では、現在

汽水域での粗放養殖池と観光振興、内陸側での高度集約養殖池経営と、立地に応じた新たな

土地利用秩序が築かれつつあり、その枠組みの中で地域住民による湿地林保全活動が進めら

れている。放棄養殖池は、マングローブ植林と組み合わせた粗放養殖池として再利用され、

また海洋沿岸資源局、地方行政担当者（県・郡・地区・村）、住民らが連携し、湿地のホタ
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ルを活用したエコツーリズムによる地域振興を目指している。サムットソンクラム県ワー郡

イーサーン区のマングローブはすべて民有林で、ここの林分所有世帯が個別に経営管理して

いるボトム－アップ型の成功例である。熱帯アジアの大都市にはその燃料需要を支えてきた

マングローブ原木林経営と製炭の場があり、その個別履歴の解明と比較から「地域住民によ

る生態資源利用の持続的利用を通じた湿地林保全手法」をより明確化し具体化できよう。周

期的な冠水が繰り返される湿地林では、排他的利用が困難であることが多い。そのような生

態環境に適応した共同利用の慣習・制度が確認できた。排他性を抑制し、重層的な利用保有

関係を追認維持する「あいまいさ」を確保しながら調整される仕組みである。 

 

［キーワード］地域住民、湿地林生態資源、土地利用履歴、天然資源管理、コミュニティ林 

 

 

１．はじめに 

 タイを代表する湿地林である内陸河川沿いの河畔淡水湿地林と沿岸部のマングローブ林は、ともに

地域住民の生活と強く結びついてきた。前者は水田に隣接する淡水漁撈、後者は海洋漁撈やエビをは

じめとする沿岸養殖の場であるとともに、薪炭をはじめとする林産物生産の場でもある。湿地林の特

徴を活かした地域の自然利用は、地域住民の生活を支え、在来の技術と制度を育んできた。しかし 1980

年代からの経済発展とその後の通貨危機に至るバブル崩壊は、タイの生業構造の転換を促し、ひいて

は自然利用の新たな技術と制度を生み出しつつある。そうしたなかで「住民による湿地林生態資源利

用と管理・保全実態の解明」を目指して調査研究を進めた。 

 

２．研究開発目的 

 本研究の目的は、東南アジアの中進国タイを例に、複数の共同調査地を設定し、各所でこれまで地

域住民がどのように湿地林資源を利用し管理・保全してきたのか、また、それぞれの背後にどういっ

た要因やメカニズムが介在してきたのかを明らかにすることである。具体的には、地域住民の湿地林

資源利用、管理・保全の実態をまず解明し、その後でそこにどのような経済的・社会的インセンティ

ブもしくは制約が働いてきたのかを明らかにする。 

 

３．研究開発方法 

 タイ東北部ヤソトン県カムクワンケオ郡の河畔淡水湿地林と東部チャンタブリ県クルン郡バンチャ

ン地区のウェル湿地を調査対象とし、森林局、海洋沿岸資源局、地方行政担当者（県・郡・地区・村）、

住民に対する聞き取り調査をおこなった。また土地利用履歴に関する聞き取り内容の確認のために、

陸軍地図局発行の地図、航空写真、衛星画像を利用した。東北部ヤソトン県カムクワンケオ郡では、

132 カ所（4,132 ha）の共有林管理の制度と実態に関するデータを収集し、その分析を進めると同時

に、サブテーマ 1・2・4 と連携して 6 か所の河畔淡水湿地林「コミュニティ林」の実態について調査

した。チャンタブリ県では森林局、海洋沿岸資源局、地方行政担当者を中心に聞き取り調査を行い、

土地利用履歴の全体像を把握した。さらにサムットソンクラム県イーサーン区のマングローブ民有林

において経営持続性に関する調査を行った。 
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４．結果及び考察 

（１）ヤソトン県カムクワンケオ郡の共有林管理 

自然資源の共同管理制度に関しては、これまで多くの研究が行われ、コミュニティに基づく天然資

源管理(Community-based natural resource management: CBNRM)の推進に大きな役割を果たしてきた。

現在 CBNRM は、天然資源の効率的な保全の方策として、また地域住民のエンパワーメントの手段とし

て援助関係者の広範な支持を集め、数多くの開発計画に含まれるようになっている。 

ところで、CBNRM が政策として「上」から推進されるようになるにつれ、「上」からの CBNRM の制

度化・組織化が、「下」からの自生的な制度や組織と同様に効率的な資源管理を達成しうるのかとい

う新たな課題が浮かび上がってくる。制度設計による「構成的」な制度が、自生的でインフォーマル

な制度にどのような影響を与え、その結果環境資源および住民生活にいかなる影響を与えるかが問わ

れるようになっているのである。そこでタイ東北部における共有林の管理制度と集合行為の決定要因

に関する定量的な分析を再検証することによって、上記の課題に部分的に答えることを目的とした。 

調査地では農業以外に目立った産業もなく、タイ東北部の中でも所得の低い地域である。一方で、

住民の天然資源への依存度は相対的に高い。パッチ状の森林の多くは村(muban)の共有地（林）として

事実上村の管理下にある。様々な用途に使用され、水田や、川・沼等の水域とともに、今日に至るま

で住民の生活を支えてきた。 

これまで 114 村全村の村長を対象に、村の基礎データ、共有地とその管理のルール、資源利用の概

況等に関して質問表による調査にくわえて、共有地の管理制度と保全活動の現状、経緯に関して、よ

り詳細な聞き取り調査を行った。郡内の全村を 78 の村落グループに分け、そのうち 8 つの村落グルー

プ（10 村）を除いた 70 村落グループの中から 50 サンプル（77 村）を無作為に抽出し、村長への聞き

取り調査をおこなった。この調査によって、132 ヵ所 25,860 ライ(4,138ha)の共有林管理の制度と実

態に関するデータを収集することができた。 

分析では、調査地における共有林の管理制度の実態と決定要因を定量的に検証した。その際に、共

有林管理のルール、管理組織及び保全活動の 3 つを具体的な分析項目として設定した。まず、調査地

における共有林管理のルール、管理組織及び保全活動の実態をいくつかのカテゴリーに分け整理した

後で、相互の関連性をクロス表から検討した。次に、共有林の管理組織と保全活動の決定要因に関し

て重回帰分析を行い、「上」からの要因と「自生的」な要因の影響について考察した。 

調査地における共有林管理のルールは、その内容から 1)明確な規定がなく、住民の規範やモラルに

依存するもの、2)規定はあるが、違反者を罰する罰金規定の存在しないもの、3)罰金規定の存在する

もの、の 3 つのカテゴリーに分けることができた。形式上 3）が最も精緻であり、1)が最もルーズな

ものである。 

同様に、管理組織は 4 つに大別することができた。すなわち、1)特に組織を設けていないもの、2)

村の委員会が管理しているもの、3)委員会とは別個の森林保全組織を持っているもの、4)その他（寺

の僧侶が管理しているものなど）である。4)は特殊なケースであるので除外すると、3)がもっとも専

門化された組織であり、1)がもっとも慣習的な管理形態ということになる。これらの組織は、監視、

防火対策、植林等の保全活動を行う際の核となる。 

クロス表分析の結果から、これらのルールと管理組織との間には、精緻さにおいて正の関係がある

ことがわかった。また、管理組織と保全活動（管理組織と監視、防火対策、植林）、保全活動とその

効果に関するクロス表分析結果からも、組織の精緻さと活動に正の関係があること、そして活動があ
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る程度の効果を上げていることが示された。 

資源の希少性や社会関係資本といった「下」からの要因、「上」からの政策的要因と、管理制度お

よび保全活動との関係をより詳しく分析するため、各共有林の管理組織と保全活動の程度を決定する

要因が何であるかを、重回帰分析（2 段階ロジスティック回帰）によって検証した。 

モデルを管理組織モデルと保全活動モデル（見回り、植林）の 2 段階に分け、管理組織が自然、社

会及び政策変数の関数であり、保全活動が上記の独立変数に加えて管理組織の予測値の関数であると

して分析した。従属変数は、管理組織モデルに関しては最も精緻な「村の委員会とは別個の森林保全

組織」の有無を用い、保全活動モデルに関しては「見回り」及び「植林活動」の有無を採用した。独

立変数としては、1)森林プロットの規模と植生状態、2)資源の希少性、3)コミュニティの社会経済的

属性、4)政府や役人の関与の 4 つの要因を考慮した。 

その結果、管理組織モデルにおいては、資源の希少性を反映する「世帯あたりの森林面積」が有意

な負の係数を示したこと、社会関係資本の代理変数である「村落基金」が有意な正の係数を示し、そ

のモデルに与える影響は前者よりも大きかったこと、また「役人の関与」、「国有地地券」など、「上」

からの影響に関連する変数が有意な正の係数を示し、モデルに与える影響も「世帯あたり森林面積」

よりも大きかったことが明らかになった。一方、保全活動モデルにおいては、見回り、植林のいずれ

のモデルにおいても「管理組織」と「共有林プロジェクト」が有意な正の係数を伴ったことが明らか

になった。 

このように、管理組織のモデル、保全活動のモデルの両者において、直接あるいは間接的に、政府

等の外部機関の援助が大きな影響を及ぼしていることが示された。このことは、1990 年代以降、調査

地において政府による CBNRM の制度化という「ソフトな囲い込み」が進行していること、またそのよ

うな「上」からの制度化に、少なくともある程度の有効性が認められることを意味している。 

以上の結果は、いずれも「上」からの制度化を支持する論者に明るい見通しを抱かせるものである。

しかし、調査地における現在の共有林管理の動向は、このような政府の「ソフトな囲い込み」をもっ

て説明すれば、それで事足りるのであろうか。社会関係資本がモデルにおいて重要な変数であったと

いう事実は、外からの援助をどのようにして呼び込むのかという「下」からの働きかけの重要性を示

唆している。つまり、共有林の管理制度及び保全活動は、政府や役人の関与に代表されるような「上」

からの要因と、資源の希少性や社会関係資本に代表されるようなコミュニティ内部の「下」からの要

因との組み合わせから生じているのである。そのような意味で、村落自治やタンボン自治体における

自治と森林管理の関係性に関するより詳細な分析が望まれる。以上の分析では、保全活動の有無が資

源保全の効果をみる事実上の指標になっていたが、生態班と協力して植生の改善状態などを従属変数

に取り込むことで、モデルの改善が期待できる。 

そこで以下の 2 点を念頭に置いたうえで、サブテーマ 1・2・4 と連携した現地調査を行った。1）植

生の改善状態などを従属変数に取り組んだモデルの改善、2）淡水湿地共有林はタイの他のＣＦと比べ

ても、より厳しい利用・管理規則を有していることになるが、ではなぜそのような規則が問題化する

こともなく、逆に守られているのか。固有の歴史と生態条件をもつ地域の中で「行政の上からの制度」

と「住民による自生的な制度」がどのように調整されるのかに注目して淡水湿地共有林管理の実態理

解をすすめることができた。 

 

（２）ヤソトン県カムクワンケオ郡河畔淡水湿地「コミュニティ林」の実態 
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  調査地では現在、合計 6 ヵ所、あわせて 220ha.の河畔地が「コミュニティ林」(以下、「ＣＦ」)と

して指定され、森林保護自警団ならびに各村落委員会によって管理されている。もともと各領域はＣ

Ｆ指定前から区・村の「公共地」として内務省に登記されていたが、2002 年にそれと併せてそれぞれ

をＣＦとしても認可するよう、郡森林事務所に申請が出された。申請主体は森林保護自警団である

(Khana kamakan phicarana khatluak muban/chumchon 2002)。この自警団は区内のある社寺林を守る

ために 1999 年に結成されたもので、区長や村長、教師をはじめとする地元有力者および他の地域住民

有志からなる。河畔から 2km ほど離れたその社寺林は、自警団の結成年に「王妃生誕 72 年祝賀コミュ

ニティ林」という、タイのＣＦでは非常に栄誉ある名称を名乗ることが認められた。セバイ川沿いの

各領域は、この社寺林の「支林」という位置づけでＣＦ申請されていた。 

各村やそれぞれのＣＦ付近にはＣＦ指定以後、図(3)-1 のような立て看板が設置され、各村民や 

周辺住民にその利用・管理規則の周知がはかられている。図(3)-2 はこの図(3)-1 を訳出したものであ

る。その最大の特徴はきのこや薬草、薪など一定の林産物採取は認めるものの、他のとくに森林の形

状を大きく改変する行為に関しては、一切を禁じていることだ。違法開墾や森林の焼き払いはもとよ

り、樹木の伐採すらも禁じるこの規則は、現在に至るまで 20 年近く紛糾を続けるタイＣＦ法の歴代の

どの法案内容と比べても、厳格な利用制限を課しているものである。 

 

 

図(3)-1 ＣＦ利用・管理規則を示す看板 

 

森林保護自警団の幹部によれば、2002 年から現在に至るまで、こうしたＣＦ指定地をめぐって特筆

すべき大きな揉めごとは起きていないという。また、揉めごとの原因となるような出来事に関しても、

同様であるという。2010 年 2 月の調査で、一部の領域のなかに耕地が存在することが明らかになった。

この点を同幹部に確認すると、そうした土地はＣＦ指定地以前からあるものなので、立て看板の規則

をそのまま適用すべき性質のものではないと考えているという。 

図(3)-2 の規則をその内容どおりに受けとめれば、河畔の各ＣＦはタイの他のＣＦと比べても、よ

り厳しい利用・管理規則を有していることになるが、ではなぜそのような規則が問題化することもな

く、逆に守られているのか。これまでのさまざまな調査結果から着想し、以下の仮説を得た。 
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図(3)-2 ＣＦ規則の内容 

 

1) 各ＣＦ指定地では木材として伐採の対象となるような適当な有用樹は、すでにほとんど伐られて

しまっている。したがって、伐採禁止という規則は、多くの住民にとっては実質的に大きな負担には

なっていない。2)．河畔の各ＣＦは、もともと「公共地」だった場所である。こうした公共地は、そ

もそもは区長や村長がほかの住民にも諮り、指定申請および管理してきたところだ。つまり、地域住

民にとってみれば、「われわれの土地」という感覚が名実ともに共有されてきた場所である。住民の

なかには有用樹の伐採はもとより、そこを開墾して新たに耕地を得たいと考えている者もいるはずで

ある。しかし、多数の住民の合議のもとに、図(3)-2 のような規則をもつＣＦ化がとり決められた以

上、個人的な意向はどうあれ、それに従っているのではないか。3).タイでは 1990 年代以降、森林の

価値がマス・メディアなどを通じて広く喧伝されている。また、都市・農村を問わず、行政やＮＧＯ

などによって森林保全のためのさまざまな啓蒙・教育活動も行われている。これらのことは、調査地

周辺でも例外ではない。調査地の河畔林管理にも、そうした影響が現われているのではないか。4).

ＣＦとして指定された場所では、その指定前のある時期から、木材よりも非木材林産物の方が多くの

住民にとってより魅力ある資源となっていた。そのまま伐採を容認し続け、森林を荒らすよりも、木

材採取に関してはひとまず中止し、非木材林産物に好適な環境を維持した方がむしろ得策であるとい

う感覚を、多くの住民が有していたのではないか。 

 最初の仮説 1)は、調査者が森林を踏査していて抱いた印象にもとづく。もともとタイの河畔林には、

家屋の柱材にできるような適当な大きさの樹種が少ないのか。あるいは、実際に仮説 1)のように伐ら

れた結果であるのか。これはサブテーマ 1 とも情報交換しながら、検証していった。 

 仮説 2)や 3)は、河畔の現ＣＦ指定地周辺の森林・土地利用史やその背景的な要因について地元有力

者に聞き取りをしているなかで、生まれた仮説である。調査地のなかでも、生態および漁業調査を並

行して行っていることから、とくに中心として位置付けているナーケー区 PI 村の事例を引こう。同村

周辺では、こと稲田に限って言えば、土地の占有もその開発も、ほぼ 100 年前には終わっていた。こ

れに対し、その他の農作物用の土地の占有、開発が行われるようになったのは、ここ 40、50 年来のこ

とであるという。現ＣＦ地付近で栽培された稲以外の重要作物はケナフである。1960 年代末からその

栽培がはじまり、3～4 年ほど続けられた。そして、付近の土地の占有も、これと前後して行われた。
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ただし、このときの占有には一定の条件が課され、すでに周辺に稲田を有していた世帯に限り、土地

の占有ならびにその開発が認められた。このことは、当時の村長が一部の村民とも謀り、決めたこと

だという。こうして占有・開発を逃れた土地が村長によって公共地として周知され、行政的にも土地

局に登記された。1970 年代半ば以降のことである。この公共地は前述したように 2002 年にＣＦに指

定されるが、それまでは樹木の伐採を含む、占有・開墾以外のさまざまな利用が村民や周辺住民に対

して認められていた。既述したように、少なくとも現在の河畔ＣＦは、大木を多く有するような壮大

な森といったものではない。しかし、形態はどうあれ、森林が残されたことで、とくに 1990 年代以降

になって村外の森林関連組織との関係が生まれる。たとえば、2000 年代半ばに、地元の森林官とＮＧ

Ｏが村民と協力して行った調査・啓蒙プロジェクトは、その最たるものだ。そのプロジェクトでは、

森林行政、ＮＧＯと地元住民とが一致協力して河畔林内の有用動植物の再確認と、その知識の住民自

身への再教育が行なわれていた。 

最後の仮説 4)は、調査者らの聞き取りと上記の官民合同プロジェクトの結果とをもとに、着想した

ものである。必ずしも PI 村の河畔林域だけに調査地が限定されたものではないが、そこを含んだ周辺

の河畔林域には 43 種に及ぶ野菜として食用可能な植物があり、同様に 30 種の薬用植物が存在してい

ることがわかった。こうした林産物は、それぞれ 101 種と 99 種を有する(Ongprasert 1998)、東北タ

イ随一の非木材林産物の宝庫として知られる隣郡のドンヤイ林ほどではないにせよ、村民の日々の暮

らしに一定の貢献をしていることも考えられる。こうした林産物利用の詳細に関しては、サブテーマ

1 の民族植物学的調査で解明された。 

 

（３）チャンタブリ県クルン郡バンチャン地区ウェル湿地のマングローブ土地利用の履歴 

ウェル湿地を含むチャンタブリ県沿岸マングローブ林帯では長らく製炭業が営まれていたが、現在

では老齢果樹の更新伐採木が製炭原木に使用されていて、マングローブ林からの原木供給はない。マ

ングローブ林地帯では採取漁撈に加えて、1940 年代から粗放エビ養殖がはじめられた。潮汐による汽

水交換時に自然に進入してくる天然エビ種苗を養殖するもので、おもにテンジククルマエビ(Penaeus 

merguiensis）を生産していた。粗放養殖での飼育エビの密度は 1 頭／m2以下であった。 

1980 年代からウシエビ（Penaeus monodon）の人工種苗生産が普及し、人工飼料を与え、羽根車で

酸素補給をおこなう集約的エビ養殖が急速に拡大していった。集約養殖での飼育エビの密度は 2-5 頭

／m2 であった。個別経営者単位での無秩序な開拓が進んだために、養殖池が隣接密集して用水管理が

困難となり、さらに市場価格の変動や通貨危機に代表される経済状況悪化の影響やウイルス病の発生

を受け、1990 年代にはエビ養殖から撤退する経営者が目立った。 

一方で、養殖密度が 30-60 頭／m2にもおよぶエビの高度集約養殖技術はすでにほぼ確立されている。

しかしそれは水路建設を伴う大規模経営を前提とする。こうした大規模高度集約養殖では、潮汐によ

る汽水交換は必要なく、また立地条件として粘土質表土の方が好ましいため、潮上帯に位置する水田

がエビ養殖池に転換されることが多い。ウェル湿地においてもかつての地元経営の集約養殖池が大企

業（CP）に買収され、高度集約養殖池となっている。 

 放棄された集約養殖池は、汽水帯においてはマングローブ植林と組み合わせた粗放養殖池として再

利用されつつある。ウェル湿地帯では、海洋沿岸資源局、地方行政担当者（県・郡・地区・村）、住

民らの協力によってエコツーリズムの振興をはかっている。これはマングローブのホタルを活用して

観光による地域開発を目指すものである。前述のマングローブ植栽と組み合わされた汽水帯粗放養殖



D-0902-63 
 

池は、エコツーリズムの場として活用され、来訪者のホームステイも始められている。 

ウェル湿地の土地利用履歴は、採取漁撈と製炭、粗放エビ養殖、集約エビ養殖を経験してきた。現

在では汽水域での粗放養殖池とその観光振興、内陸側での高度集約養殖池経営と、自然立地に応じた

新たな土地利用秩序を築きつつあり、その枠組みの中で地元住民によるマングローブ保全活動が進め

られている。 

 

（４）チャンタブリ県における粗放エビ養殖を通じたマングローブ林資源利用実態の解明 

タイ東部を事例として、シルボフィッシャリー形態を維持する「粗放養殖池」を含む地域の土地・

資源利用の変遷や社会経済状態の変容を明らかにし、マングローブ林を伴う養殖・漁業形態が成立し

維持された要因を考察することで、地域住民の資源利用の実態とマングローブ林保全とのかかわりを

明らかにしようとするものである。本報告では、現地踏査および衛星画像から伝統的養殖池とその周

辺域における土地利用を地図化した。 

１）粗放養殖池の管理および経済性 

聞き取り調査から明らかになった粗放養殖の実態は以下のとおりである。 

まず水路とマングローブ林の間に重機で土手を掘り、海側に約 10 m のネットを取り付けた水門を設

ける。その後は干満差の大きい大潮時に水門を開くことで、潮汐による汽水交換に伴う天然の稚エビ・

稚魚の進入を促す。干満差の小さい小潮の間（5～6 日間）は水門を閉じ、稚エビ・稚魚を養殖し、ま

たマングローブ林に設置した罠によるカニ漁を行う。人工生産された稚エビや肥料、餌、酸素供給の

ための羽根車などは用いない低コストである点が特徴的である。 

粗放養殖による粗収入は月あたり 43,000 バーツ（エビ、カニ、養殖を含む魚からそれぞれ、12,000

バーツ、22,000 バーツ、9,000 バーツ）であった（2010 年 3 月時点で 1 バーツは 2.9 円）。これはタ

イ全土の平均月収入 18,600 バーツ（National Statistical Office of Thailand 2007）を大幅に上回

るが、マングローブ林を利用した粗放養殖の経済性評価には今後、乾期と雨期の変動やインフラ整備

などに伴う支出など、より詳細な調査による判断が必要である。 

２）集落周辺における養殖池地図化 

マングローブ林を利用した粗放養殖の配置や管理状態、また対象地内におけるマングローブ林の状

態を明らかにするため、調査対象集落周辺の養殖池を地図化した。調査方法 1 および衛星画像による

目視判別から、各養殖池を内部のマングローブ林による被覆率によって 5 段階にわけた。 

その結果を図(3)-3 および表(3)-1 に示した。 

表(3)-1 からは、マングローブ林の状態別養殖池間の面数および面積に大きな違いがないとことが

いえる。しかし図(3)-3 をみると、マングローブ林による被覆率が高い養殖池は主に河口付近や蛇行

部分に集中していることがわかる。また養殖池内部に新たに植栽されたマングローブ林が確認された

ことで、現状の土地利用図を作成するだけでは、現存するマングローブ林がこれまで養殖・漁業への

利用を目的として維持されてきたものか、一旦開拓されたマングローブ林が放棄後の回復状態にある

のか、判別することは困難であることがわかり、この点は聞き取りで補足する必要があった。 
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図(3)-3 バンチャン地区 3 集落周辺の粗放養殖池地図 

 

表(3)-1 マングローブ林の状態別養殖池数および面積 

 

 

３）集落および周辺における土地利用および生業の変遷 

調査対象集落および同行政区内に位置する内陸部における土地利用および生業の変遷について聞き

取りを行った（表(3)-2）。 

現在粗放養殖が主生業である調査集落においても、1980 年代後半には内陸部での集約的エビ養殖拡

大を受け、マングローブを伐採し人工種苗を用いた集約養殖へ転換する世帯が多かったことが明らか

になった。しかし酸素供給に使用する羽根車の導入に不可欠な電気設備のインフラが未整備であった

ことが主要因となり、2 から 3 年の短期間で集約養殖から撤退する世帯が相次いだ。集約養殖池の放

棄後、粗放養殖への再転換が行われるが、1996 年にタイ国王によるマングローブ伐採禁止令発布以降
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地域住民の間で、マングローブ林が回復した土地は政府により接収されるという認識が広まっていた

こともあり、マングローブの植栽は行われなかった。 

 

表(3)-2 調査村および周辺地域における土地利用および生業の変遷 

 

 

その後 2000 年代に入ると環境意識の高まりに伴う政府による混合養殖の推奨が地域住民にマング

ローブ林回復後も養殖・漁業を継続できるとの認識を促した。その結果、養殖・漁業への利用を目的

としたマングローブ林植栽が増加したことが明らかになった。 

現在粗放養殖のために維持されているマングローブ林は、元来インフラ整備や重機の導入が困難な

場所に残されたマングローブ林が、結果的に粗放養殖池として利用されてきた可能性が考えられた。

また現在確認された養殖池内部のマングローブ林は集約エビ養殖への転換後放棄された養殖池におい

て回復、または近年地域住民によって新たに植栽されたものも含まれると推測される。 

詳細な聞き取り調査および航空写真の解析から、長期間の生業および土地利用、地域住民による資

源利用の変容を明らかにし、それらがマングローブ林被覆面積に及ぼした影響を考察する必要性が示

唆された。こうした調査はこの地域においてシルボフィッシャリー形態が成立した要因を考察し、現

存するマングローブ林を量的質的に評価することに寄与する。 

 

（５）サムットソンクラム県ワー郡イーサーン区のマングローブ薪炭林経営 

バンコクの南西 80ｋｍに位置するサムットソンクラム県ワー郡イーサーン区では、マングローブ樹

種のフタバナヒルギ(Rhizophora apiculata)を原木とした製炭業が続けられている。林の皆伐後には

再造林され伐期は 8 年から 15 年である。植栽間隔は 60cm×60cm ほどで、1 ヘクタール当たりおよそ

25,000 本になる。植え付けは、胎生芽を泥の中に差し込んでいくだけだ。その後は 2 年目に下草刈り

と捕植をおこなう。このように造林と伐採を繰り返してきたイーサーン区では、小面積単位でさまざ

まな林齢のフタバナヒルギ一斉林が続いている。地域の持続的な自然利用の好例である。こうしたマ

ングローブ林持続的経営として有名な場所には、マレーシア、ペラック州のマタン（Matang）とバン
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グラデッシュ・インド国境に跨るシュンドルボン（Sundarbans）である。マタンでは 1902 年から持続

的なマングローブ製炭用材生産が続けられている。一方、シュンドルボンでは 19 世紀半ばからマング

ローブ林が計画的に利用されてきた。マタンもシュンドルボンもともに「国有林」である。すなわち

国家が所有し管理するマングローブで、英領植民地期に開始されたトップ－ダウン型の経営管理の成

功例である。一方、イーサーン区のマングローブ林はすべてが民有林で、ここのマングローブ林分の

所有世帯が個別に経営管理しているボトム－アップ型の成功例である。コルカタ、ヤンゴン、バンコ

ク、シンガポールといった熱帯アジアの大都市には、その薪炭需要をささえてきたマングローブ林製

炭と原木マングローブ林経営の場がある。これらマングローブ薪炭林の個別履歴の解明とその比較か

ら、本課題である「地域住民による生態資源利用の持続的利用を通じた湿地林保全手法」をより明確

化し具体化できる可能性がある。 

 

周期的な冠水が繰り返される湿地林では、排他的利用が困難であることが多い。そのような生態環

境に適応した共同利用の慣習・制度が確認できた。それは排他性を抑制し、重層的な利用保有関係を

追認維持する「あいまいさ」を確保しながら調整される仕組みである。 

 

５．本研究により得られた成果   

（１）科学的意義 

 東南アジアのマングローブ林、淡水湿地林において、貨幣経済以外の家計の要素も考慮し、地域

住民組織が湿地林管理・保全を実施するための必要条件を明らかにした。 

 

（２）環境政策への貢献 

ウェル湿地帯では、海洋沿岸資源局、地方行政担当者（県・郡・地区・村）、住民らの協力によっ

てマングローブ林の再生・保全を進め、エコツーリズムの振興をはかっている。これはマングローブ

のホタルを活用して観光による地域開発を目指すものである。 

2009 年 12 月にインドネシア・ミャンマー・バングラデシュのマングローブ研究者を招いて、タイ、

チャンタブリ県ウェル湿地で現地意見交換会を開催した。本プロジェクトには同県知事もアドバイサ

ーとして加わり、地元一体型マングローブ保全のモデルをタイのみならずアジアの各国に広めて行く

ことを計画した。 

2010 年 12 月にはバングラデシュでワークショップを開催し、地元一体型マングローブ保全モデル

について、世界遺産シュンドルボンの事例と比較しながら意見交換を行った。 

 2011 年 12 月にはバンコクでワークショップを開催し、地域の行政現場担当者らの参加を得て地域

住民による湿地林管理・保全実施現場への成果の公表・普及に努めた。 

 

６．国際共同研究等の状況 

協力案件：地域住民によるマングローブ林の持続的経営に関する調査研究 

カウンターパート：カセサート大学林学部森林経営学科 ヴィパック・ジンタナ准教授 

連携状況：タイ湾沿岸マングローブ林の持続的経営に関する情報収集、現地調査を共同実施し、研

究成果の取りまとめ、報告を共同でおこなった。同大学はタイにおける森林研究の中核機関であり、

カウンターパートを通じて関連分野の研究者と情報を交換し、連携をはかった。 
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Monitoring in Forest Ecosystems in East Asia ~ Findings from Forest Dynamics Network~. (2010) Tokyo. 

“Land use history and local conservation of a mangrove forest in Chantaburi Province, Thailand” 

5) TAKEDA, S. : International Workshop of Contemporary Changes in Environment and Development. 

(2010) Bangladesh 

”Local Management of Forested Wetlands in Thailand” 

 
（３）出願特許 

 「特に記載すべき事項はない」 

 

（４）シンポジウム、セミナーの開催（主催のもの） 
 1) International workshop on strategies of local livelihoods for sustainable management of swamp  

forests (2011 年 12 月 13～15 日, Bangkok Center Hotel, Bangkok 参加者：6 ヶ国 80 名）   
 
（５）マスコミ等への公表・報道等 

1)  放送大学講義（2011 年 5 月 30 日於放送大学、本課題の成果を「地域の発展と産業」内の竹田晋

也担当「マングローブ林の地域生態史」で紹介） 

 

（６）その他 
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 「特に記載すべき事項はない」 
 
８．引用文献 

 1) 生方史数: 社会と倫理 24 号：31-47 (2010). 

「制度の理念的設計・自生的進化とその整合化―タイの共有林管理の事例から―」 
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（４）住民による森林の持続的利用・保全の適正支援政策の必要条件解明 

 
（独）森林総合研究所国際連携推進拠点国際研究推進室 藤間 剛 

 

＜研究協力者＞  

（独）森林総合研究所     倉島 孝行 

  タイ国チュラロンコン大学理学部   Pipat Patanaponpaiboon 教授 

 タイ国カセトサート大学アンダマン沿岸資源研究場 Decha Duangnamol 森林担当主任 

 

平成 21～23 年度累計予算額:14,282 千円 

（うち、平成 23 年度予算額:3,578 千円） 

         予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］住民による森林保全を支援する政策には、森林を維持する方が維持しないよりも多くの利益

が得られると住民が期待するような設計が求められるため、森林推移の状況、住民の移動状

況、管理権の有無、外部支援の有無等により、住民による森林利用・管理の状況を類型化し

て把握することが重要である。政策立案においては、森林と地域住民の状況に加え、それま

で実施されてきた関連政策とその背景に関する理解も必要である。より良い保全政策を提示

するための基礎として、タイにおけるコミュニティ林法の変遷、マングローブ域を対象にし

た湿地林政策の解析をおこなった。タイの河畔林は国有保全林、公共地、私的占有地の各領

域にみられ、マングローブ林はさらに国立公園域にもみられる。調査対象とした東北タイの

河畔湿地林は農耕不適地として伐開・開墾を受けず漁業資源採集の場として利用されてきた

もので、土地利用制度による支援ではなく生態資源に対する住民の経験知が結果として河畔

湿地林を保護してきた。タイでは、住民のマングローブ域利用を厳しく制限しようとする政

策や逆にエビ養殖の許可範囲の拡大に向けた動きもみられた時期があったものの、今日では

マングローブ林の再生・保護に向けた施策が広範に展開され、地元住民の利用も排除しない

方針が採られている。住民による持続的森林管理の推進には、政府行政機関による制度的な

ものだけでなく、住民自らが持続的資源管理能力をもつことが必要である。さらに、行政と

住民の良好な関係をとりもつ仲介者が必要となることがある。日本をはじめとする先進国か

ら、タイなどの発展途上国における地域住民による持続的森林管理政策の支援を立案する際

には、対象とする地域の状況について総合的に把握することが必要である。その第一歩とし

て、すでに蓄積されている人々と自然資源利用の関係に関する地域研究情報を活用すること

が望ましい。またそのような知識と経験をもつ人材を日本側が実務に登用することで、途上

国の政策立案者と地域の人々が密に情報交換や議論をおこなう体制の構築を支援すること

ができる。 
 

［キーワード］地域住民、持続的資源管理、マングローブ林、森林政策、エビ養殖 
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１．はじめに 

 地域住民に対する働きかけに配慮を欠いては、森林の持続的利用そして環境問題の総合的解決を達

成できないことはすでに国際的な共通認識である。そして地域住民の森林管理への参加もしくは地域

住民による森林管理という政策や事業が熱帯林地域でも多数実施されてきた 1)。しかしながら熱帯林

の減少や破壊的利用が続いている現実は、地域住民を参加させるだけでは持続的森林管理は達成でき

ないことを示唆している。森林行政機関による住民参加林業政策の立案と実施には、常に動的である

社会経済的背景の変化を踏まえての、地域住民による森林管理手法の有効性とその限界、さらに主体

である住民自身による手法受容の可能性についての理解が必要である。とくにある場所の成功例を単

純に他の地域に当てはめてもうまく行かないことに配慮が必要である。そもそも地域住民は熱帯林を

持続的に利用したいと考えているのか。また持続的に利用する理由はあるのか。また持続的に利用し

たくてもできない場合には何が問題となっているのか。地元住民による熱帯林の持続的利用を支援す

る制度が必要とする条件を明らかにする必要がある。ある地域における住民による森林管理の成功例

を別の地域に適用するには、両地域のもつ条件を比較し状況に改変を加える必要がある。そのような

比較を可能とするためには、地域住民による森林管理の可否に繋がる要因を抽出し、その要因をもと

に地域住民による森林管理を類型化する必要がある。また政策や制度を立案する前提として、有益な

要因や事例を適切に位置づけ、それをもとに新たに政策を立案する前提として、既存の諸制度に関す

る広範な理解も必須となる。 

 気候変動緩和策の一つとして、途上国の森林減少および劣化による排出削減と森林保全(REDD プラ

ス)が国際交渉の場で議論されている 2)。REDD プラスの実施においては、地域住民が森林管理に果た

す役割が期待されている。その一方、REDD プラスの導入は森林に関連する保護活動に大きな利権をも

たらすため、森林地域からの住民の排除に繋がることが危惧されている。地域住民による熱帯林の持

続的利用を支援する政策立案の基礎が強く求められている。 

 本研究の主たる調査地であるタイを含む東南アジア諸国の多くは、国有林のなかに多くの人々が暮

らしているという共通点をもつ 3)。こうした矛盾を解決する施策として、住民の強制移住や共同利用

地の没収などが行われた結果、国家と住民の対立に繋がった例も少なくない。今日、東南アジア地域

において広く住民を巻き込んだ形での森林管理が推進されるようになっているが、その背景の一つに

はこのような矛盾した事態の存在と過去の施策の影響がある。 

 
２．研究開発目的 

 本サブテーマは、地域住民が持続的生態資源利用を通じて湿地林の管理・保全を行うための政策と

その立案・実施において適正な採否の判断をするために、森林行政機関が果たすべき役割、あり方を

明らかにすることを目的とする。熱帯湿地林と地域住民がもつ空間的時間的差異のある実態を踏まえ、

地域間の比較と他地域への応用が可能な湿地林保全策を提示することを目指す。 

 

３．研究開発方法 

 住民参加による森林保全事例について、文献および行政資料のレビューと、タイでの現地調査およ

びインドネシア、マレーシアでの情報収集を実施する。森林・土地利用の変遷に多大な影響を与える

と同時に保全策提示の基礎となる既存政策については、タイにおける河畔林やマングローブ林に関わ

る森林地・土地指定制度および森林利用・管理政策とその変遷要因を対象とした解析を実施する。現
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地調査および文献・行政資料のレビューにもとづき、内生的・外生的双方のタイプを組み合わせた住

民森林管理事例の類型化を行うとともに、タイにおける湿地林に関わる諸制度とその変遷要因、実際

の土地利用変化の特徴について整理・解析する。また村レベルでの資源管理・保全・利用の実態と経

緯について、東北タイの河畔林地域および南タイのマングローブ林地域を対象に、住民や地方行政官

への聞き取りをおこなうとともに、国家・地方レベルの諸制度および影響要因を解明するため学術論

文および行政資料等の文献調査を実施した。さらに比較対象のため、マレーシアのマングローブ研究

者およびインドネシアの湖畔湿地帯において住民による森林管理を研究してきた国際林業研究センタ

ー（CIFOR）の研究者からの聞き取り調査と、住民による森林管理支援に関する各種文献調査を実施

した。以上のような作業から得られる知見を、サブテーマ１，２，３からの情報と重ね合わせて分析

統合し、本研究調査地事例の相対的な定置と周辺地域への応用が可能な政策提言としてとりまとめた。 

 
４．結果および考察 

（１）住民による森林管理事例の類型化 

 熱帯林の減少および劣化の要因は、直接要因(Proximate causes)と潜在的要因(Underlying driving 

forces)の 2 つに大別した上で両者を細分化するとともに相互関係を検討することにより、個々の事例

に特有な複雑さを軽視することなく断片的な事例報告の体系化が可能となる 4)。森林破壊の直接およ

び潜在的要因に、経済的発展によって森林が一度消失してから回復する長期にわたる森林推移のダイ

ナミクス 5)を合わせて検討することで、熱帯林の利用変化のメカニズムや人と森林の関係をより正確

に把握することが期待できる。 

 本プロジェクトが主たる調査地とする東北部ヤソトン県 KhamKuanKaeo 郡の河畔林周辺では、およそ

10 年前には農耕に適した土地はすべて開墾されており、土地利用としては極限まできていたと考えら

れる。そのなかで季節的に冠水する立地に成立する河畔湿地林は農耕に適さない土地として、地域住

民による伐開・開墾を受けず漁業資源採集の場として利用されてきた。土地利用制度による直接の支

援を受けてはいなかったが、生態資源に対する住民の経験知が結果として河畔湿地林を保護してきた

と言える。 

 タイの国有林地において多くの世帯が暮らすようになったパターンには大きく二通りある。人々の

古くからの生活域を行政が後から国有林地として指定したものと、もともと国有林指定されていたと

ころに人々が後から入植したというものである 3)。前者は、国有林地指定時に現地調査がほとんど行

われなかったことと、事後処理・調整もうまくいかなかったことによる。後者は、1970 年代を中心に

森林地帯に拠点を構えた共産ゲリラとの内戦を有利に進めるために、政府や治安当局が直接・間接に

農民の入植を促していたことが大きい。またそもそも多くの住民が伝統的に移住指向を有していたた

め、農民自身がさまざまな機会をとらえて森林地域に入植した。近年は、そのような森林地域への住

民の流入は減っている。森林そのものが減ったことと残存する森林に対する保護政策の実施により新

しく開墾できる森林がほとんどないこと、さらに都市部により多くの就業機会があるために、農村部

から都市部への人口の流出がおきており、結果として残存する森林への開墾圧が減少している。 

 地域住民による伝統的な森林利用は、それだけで持続的な管理に繋がるわけでない。藤田は、東北

タイの国立公園内の村落調査から、村の人々は自然と向き合うことで豊かな文化を形成していたが、

彼ら自身が持続的な資源利用であるという意識をもっていたわけではなく、森林やその他の自然環境

が希少な資源であり持続的に利用するように工夫するということは、森林破壊が急速に進むまでは必
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然性がなかったと指摘している 6)。急速な森林破壊により利用可能な森林が減少してしまったところ

では、残存する森林の大きさや生産力などを把握した上で、森林の持続的な再生を図る必要がある。 

 サブテーマ３で詳しく調べられたように、タイの一部のマングローブ林地域における集約的なエビ

養殖事業は、その失敗の経験から改良が重ねられている。マングローブ林よりも陸側の水田地域にお

いて超集約的なエビ養殖が実施される一方で、マングローブ林を皆伐して造成したエビ養殖が失敗し

たところでは、放棄された養殖池でのマングローブ植林と共存して粗放なエビ養殖が実施されている。

マングローブ林域のエビ養殖は、森林を破壊して実施する集約的なものよりも森林と共存する粗放な

ものの方が経済的に有利であるという認識が、マングローブ林とエビ養殖池の共存に繋がっていると

言える。 

 地域住民が生態資源としての森林およびその立地環境を理解し、森林を維持する方が良いもしくは

他用途に転換するのは儲からないと認識している場合は、特別の政策措置がなくても持続的な森林利

用が図られることを示唆する。住民による森林保全を政策的に推進するには、森林を維持する方が維

持しないよりも多くの利益が得られると住民が期待するような政策設計が必要である。そのような政

策設計を行うには、森林推移の状況、住民の移動状況、管理権の有無、外部支援の有無等から、住民

による森林利用・管理の状況を把握することが必要である。 

 

（２）タイの森林地・土地指定制度および森林利用・管理政策とその変遷に関する解析 

 

１）森林・土地指定制度 

 タイの森林管理制度は、他の東南アジア諸国と同じように、元来その基礎を土地区分に置いてきた。

つまり土地区分ごとに異なる原則が取り決められ、各森林の管理がなされてきた。とくに 1970 年代以

降、その原則自体が改変されたり、原則と実態との乖離が進んだりという事態も生まれてきたが、こ

うした土地区分を基礎とした制度自体は、いまもタイの森林管理の根底部分に存在する。この点は、

河畔林にせよマングローブ林にせよ、山地や平野部に位置する森林と変わりはない。 

 具体的には、まず土地区分上のどこに含まれるかによって、それぞれの森林管理原則の大枠が定め

られ、その上で各呼称と関係するような立地的・植生的な特徴が管理原則のなかに組み込まれた。た

とえば、これは同じように国有保全林域内に区分できるところならば、その法の枠内でそれぞれの立

地や植生に見合った利用許可規則を設定するといったものである。このようなかたちで立地的・植生

的な特徴を考慮した森林管理諸原則は、マングローブ林でより細かく規定されてきた。 

 土地区分に基礎を置くタイのこうした森林管理制度のなかでもとくに重要なのは、森林地および公

共地指定制度である。前者は 1960 年代以降、森林局が指定し管轄してきた領域で、国有保全林や国立

公園、野生動物保護区などからなる。一方、後者の公共地は森林局ではなく、土地局の管轄領域であ

る。この公共地は森林地と比べ、面積的にはそれぞれずっと小さいものの、逆に数的には全体として

はるかに多いという特色をもつ。各土地区分のうち、最も厳格な森林保護原則を有するのは野生動物

保護区で、動植物の保護に寄与する活動以外のあらゆる行為が禁じられてきた。国立公園でも観光利

用は認められるものの、樹木の伐採も動植物の採取も原則として認められてこなかった。こうした保

護目的の領域に対し、一部の保護指定区画をのぞき森林の利用を目的に指定、管理されてきたのが国

有保全林と公共地である。どちらも新たな無許可開墾こそ禁じられたものの、それ以外の森林を利用

する行為に関しては、一定の手続きを前提に広く認められてきた。 
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 調査者らが文献および現地調査から確認した限りでは、河畔林は国有保全林、公共地、私的占有地の

各領域に見られる。また、マングローブ林の方は、これに国立公園域を加えることができる。ただし

各土地区分上の、どこにどれだけの湿地林があるのかを示す資料は存在せず、面積的な詳細は不明で

ある。 

 

２）森林利用・管理政策 

 1990 年代はじめに最初の法案が閣議承認されながらも、現在に至るまで成立していない森林関連の

重要法案に、コミュニティ林法案がある。その歴代の法案のなかには、野生動物保護区域や国立公園

域を含め、地元住民の用益を広く認めようとするものがいくつかあった。しかし、そうした法案が成

立しそうになるたびに、「ダーク・グリーン」と呼ばれる森林保護派グループが強く抵抗し、議論は

振り出しに戻されてきた。このような経緯から、いまもコミュニティ林法は成立していない。そして、

実際には保護地域内にも多くの住民が居住し森林を利用しているにもかかわらず、現時点ではタイの

森林保護関連法は野生動物保護区域や国立公園域での地域住民による森林利用を認めるようには改め

られていない。以下では住民の利用権が法的に認められる国有保全林や公共地に話を限定する。 

 国有保全林や公共地など、森林の利用とそのための保全を目的に指定された領域では、1990 年代を

境に行政側の森林利用・管理政策の大前提が変わり、それに伴いその内容自体も転換された。1980 年

代までのタイ森林行政の最大の任務は、官・民企業や一部住民への森林伐採権、植林コンセッション

の付与であり、それらが規則どおりに行われているかどうかの監視だった。これに対し、1990 年代以

降は伐採権付与関係の職務が大幅に減り、代わりにコミュニティ林設置・管理支援関連の役務が増え

た。また、植林コンセッションに関しては、その大企業への付与が中止された。この変化はとくに森

林局管轄の国有保全林域で顕著だった。 

 河畔林の属する「陸の森林(Paa Bok)」とマングローブ林に長期大規模伐採権付与制度が広く導入さ

れたのは、1960 年代であった。両制度導入を機に、たとえば東北部の陸の森林の 84％、東部のマング

ローブ林の 60%(それぞれ当時の各森林面積比)に伐採権が設定され、これに併せて多くの監視所も新

設された。ところが、1961 年から 1991 年の 30 年間に東北部の陸の森林の 70％、東部のマングローブ

林の 64％が消失した。 

このような著しい森林減少は、必ずしも森林伐採権付与に伴う森林伐採だけが原因だったわけでは

ない。しかし多くのところで、森林伐採をきっかけとして、森林地の焼き払いとそれに続く耕地化が

起きたことが知られている。また、伐採権や植林コンセッションを受けた企業が規則を順守していな

かったことや一部の森林官の不正行為に関する報道なども、政府に禁伐令や植林コンセッションの中

止令を出させるような世論や政策提言の喚起に繋がった。陸の森林に関しては 1989 年に、マングロー

ブ林に関しては 1996 年にそれぞれ天然林での伐採禁止令が政府から出された。また大企業への植林コ

ンセッション付与に関しては、1991 年にそれまでの規則が見直された。 

 タイでは地域住民組織による森林管理を規定するタイプの法律は、2009 年現在成立していない。し

かしながら 1980 年代末から多くの村がコミュニティ林ターゲット村に指定され、森林行政機関から植

林や森林管理に対する支援を受けるようになった。例外的に支援されているのならともかく、これは

明らかに計画的になされていた。また同時に、1990 年代以降になって、その規模はスケールアップさ

れている。このことは、官・民企業や一部の特権層への森林伐採権および植林コンセッション付与の

中止と裏表の関係にあった。なぜなら、そのような既存の大規模政策が整理されて初めて、逆にコミ
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ュニティによる植林や森林管理を大規模に支援する土台ができていたと言えるからである。 

 上述のように、タイでは住民による森林管理に関わる政策は、政策立案者が森林のもつ多様な機能

から自らの利益を引き出そうとする行動により影響を受けてきた 3)。REDD の実施において、森林に炭

素という新しい利権が付加されると、持続的な森林管理という本来の目的ではない利権獲得を目的と

する政策立案に繋がることが危惧される。また REDD プラスの実施の遅れや一部地域のみの実施などが

おき、期待したほどの利益がえられなかった場合には森林減少や劣化がこれまでよりも加速すること

もおこりうる。 

 

（３）タイ・マングローブ域における土地利用と政策変遷 

１） マングローブ林の面積変化 

 1980 年から 2005 年にかけて東南アジア各国ではマングローブ林の減少が続いている（表（4）-1）。

インドネシア、カンボジア、フィリピン、マレーシア、ミャンマーでは、1980 年代と 2000 年代の間

に減少率に大きな差はない。その一方、ベトナムでは 2000 年代から、タイでは 1990 年代から減少傾

向に歯止めがかかっている。1980 年代にピークを迎えていたタイのマングローブ林の減少傾向は、全

体として 1990 年代後半にはほぼ終息した。そして、2000 年以降、地域によってはマングローブ林面

積が増加している。 

こうした 1980 年代に突出したマングローブ林減少のピークをもち、それ以降、均衡状態ないしは増

加傾向に向かった増減パターンというのは、東南アジア諸国の中でもタイ独特のものと言える。タイ

において 1980 年代におきたマングローブ林の急激な減少とその後の安定状態につながった要因を理

解することにより、マングローブ林の減少を防ぐ政策を示唆することが可能となる。なおタイ行政発

行の森林統計は 2000 年以降、作成の基礎となる衛星写真の縮尺とその読図法を改め、従来の方法に比

べ森林面積が多く報告される傾向がある。このため 2000 年をまたぐ森林面積の解釈には注意が必要で

ある 7）。ただし、2000 年以降もマングローブ林面積の増加が記録されている地域があるため、マング

ローブ林が回復している場所があることは確かである。 

 
表(4)-1 東南アジア諸国のマングローブ林の面積変化 

西暦(年) 1980 1990 2000 2005

国名 1,000 ha. 1,000 ha. ha.    % 1,000 ha. ha.    % 1,000 ha. ha.    %

 Indonesia 4,200 3,500 -70,000 -1.8 3,150 -35,000 -1.0 2,900 -50,000 -1.6

 Cambodia 91 82 -880 -1.0 74 -880 -1.1 69 -880 -1.2

 Ph i l ippines 295 273 -2,200 -0.8 250 -2,300 -0.9 240 -2,000 -0.8

 Malaysia 674 642 -3,200 -0.5 589 -5,250 -0.8 565 -4,900 -0.8

 Myanmar 555 536 -1,940 -0.3 517 -1,940 -0.4 507 -1,940 -0.4

 Vie tnam 269 213 -5,565 -2.3 157 -5,600 -3.0 157 -100 -0.1

 Thai land 280 250 -2,980 -1.1 244 -610 -0.2 240 -820 -0.3

*Asia total 7,769 6,741 -102,780 -1.4 6,163 -57,875 -0.9 5,857 -61,014 -1.0

出所:FAO(2007)

１年当たりの変化 １年当たりの変化 １年当たりの変化

1980-90年 1900-2000年 2000-05年

 

 
２）タイ・マングローブ域変遷の直接要因と背景的要因としての政策 
 
a マングローブ域変遷の直接要因－エビ田開発と植林 
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 Charuppat（1998）は、タイのマングローブ林を減少させた要因として、①森林の再生能力を上回る

量の伐採、②道路などのインフラ整備、③新たな宅地造成、④工場建設、⑤鉱業、⑥エビ田ほか水産

物養殖池造成、⑦塩田建設、をあげている 8）。マングローブ林伐採権受領者の中には伐採後のコンセ

ッション地にエビ田を造成した者もおり、上記の減少要因は単体ではなく複数相まって作用する場合

があることが知られている 9）。 

 タイ沿岸海洋資源局の 2000 年時の集計にもとづくと、1980 年代にマングローブ域として定められ

た約 44 万 ha のうち、実際にマングローブ林で覆われていたところは 25 万 ha、全体の 57.9％だった

に過ぎない。残りは、大きい方から順にエビ田 7.5 万 ha.同 17.1%、農業地 3.9 万 ha.同 9.0%、塩田

2.8 万 ha.同 6.4%、干潟 1.6 万 ha.同 3.6%、その他合計 2.6 万 ha.同 6.0%であった 10)。この 1980 年代

に「マングローブ域」として定められたところとは、海水が達する等、いくつかの条件からそのよう

に定義されただけのもので、当時の土地利用実態を反映したものではない 11)。タイの海洋沿岸域でエ

ビ養殖が始まった時期というのは、塩作りや稲作の開始時期と比べると総じて遅い。このことから、

2000 年時にエビ田がマングローブ林を除き、同域の大勢を占めていたということは、1980 年代から

2000 年時にかけてエビ田開発がタイのマングローブ林減少の最大の直接要因であったことを示唆す

る。 

マングローブ林面積を増大させる直接要因の方はその性質上、ほぼ植林だけに限定しても差し支え

ない。タイにおける植林の立地場所として、新しく形成された干潟、荒廃した旧マングローブ林地、

エビ田跡地がある 12)。また、こうした場所での植林には、森林行政予算によるもの、マングローブ伐

採権受領者がその受領条件にもとづき行った植林、私有地での各所有者らによるもの、王室祝賀記念

植林事業にもとづく植林などがある 13)。 
 
b マングローブ域政策の展開 

伐採および植林、道路や宅地開発、農地やエビ田造成など、森林の増減を直接左右する要因に対し

て、政策は重大な影響を及ぼす。マングローブ林に対する政策の影響を判断するには、林業政策のみ

ならず、他の産業政策を同時にカバーする必要がある。以上のような観点から、林業と自然保護とい

う森林分野に加え、エビ養殖に関わる過去 50 年の重要政策・事項を整理した（表(4)-2）。 

今日のタイではマングローブ林のもつ生態系サービス機能を最も重視する形で、森林の再生・保護

に向けた施策が広範に展開されている。都市民や民間企業などの外部者を広く組み入れるとともに、

大規模な破壊を伴わない限り地元民の利用も排除しない方針が採られている。このような政策が顕著

になったのは、ここ 10 年ほどのことである。それまでは持続的な林業を目指したものではあったが、

マングローブの伐採が広く認められていた。また、エビ養殖についても、一時は許可範囲の拡大に向

けた動きが見られた。さらに住民のマングローブ域利用を厳しく制限しようとする方向性も、一時期

は出されていた。 

1960年代末に導入された伐採権制度(15年伐期2周期)にもとづくコンセッションの一律取り消しが

当時の首相から指示されたのは、1996 年である。そのきっかけは、国連で環境ＮＧＯからマングロー

ブ林破壊の元凶と批判を受けたタイのエビ業界が、森林伐採制度こそがマングローブ破壊問題の元凶

であると攻撃したことであった。政治家を後ろ盾とする伐採権受領者の抵抗もあり、タイでマングロ

ーブの伐採許可が完全に中止されたのは、2000 年代初頭であった。 

タイでエビ養殖が急速に広がり始めたのは、1970 年代以降である。なかでも 1980 年代が最も激し



D-0902-77 
 

かった。1987 年、政府は全マングローブ域を保護区、林業区、その他の用益区に 3 区分したゾーニン

グ案を閣議承認した。しかしこの後、一部のマングローブ域では区画を問わずエビ田開発がそれまで

以上に加速した。これを受け、1991 年、域内利用の停止やそこでの養殖業への新規融資の禁止など、

歴代の政策の中でも最も厳しくマングローブ域利用に制限を課す閣議決定を、当時の暫定政権が発令

した。こうした 1991 年の政策は、特に汽水帯での大型インフラの整備や民間の資本投入の可能性を著

しく狭めた。このことが、1990 年代以降において同地帯での集約型エビ養殖の大々的定着や拡大を阻

止する主因ともなった。実際に汽水帯の大規模開発につながる回路を断つように政策決定・誘導した

ことが、少なくとも一部の汽水帯で植林が進められるような現状への道をつけたと言える。 

こうした用益が制限されようとした政策に対し、逆にエビ田許可地の一層の拡大を求める動きが顕

在化したのは、2001 年である。旧エビ田放棄地や一部のマングローブ伐採跡地をエビ田養殖に再利用

するという政策案を、当時の漁業局長官が所轄の農業協同組合省に提示した。伐採許可全面停止とい

う林業側の事情に加え、1997 年経済危機後のタイ通貨切り下げでエビ輸出に有利な条件があったこ

と、にもかかわらず、内陸淡水域でのブラックタイガー(ウシエビ)養殖停止を求めた国家環境委員会

勧告もあり、生産地確保の見込みが思うように立っていなかったこと等が背景にあったと考えられる。

だが、こうした漁業局長官案は、王室を前面に立てた森林局側のマングローブ植林案と、加えて 2004

年 12 月のインド洋大津波でタイのマングローブ林も大きな被害を受けたことによって、日の目を見る

ことなく立ち消えていった。 

以上述べてきたようなタイのマングローブ域政策・施策を招来した要因として重要だったのは、①

タイ政府内の環境委員会がマングローブ域利用に関して生産よりも生態的な価値に比重を置くように

提言していったこと、②輸出主導的な発達をとげたエビ養殖産業が海外市場を意識して環境への配慮

を余儀なくされたこと、③国内活字・映像メディアの著しい発達により企業や個人がマングローブ林

の保全や植林に興味を示すようになったこと、④民主的な選挙政治の定着により政策決定において地

元のステークホルダーの意向を尊重せざるをえなくなったこと、などである。 
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表(4)-2 タイのマングローブ林(MF)域利用/管理に関する重要政策・事項の展開 

年代    MF域利用/管理関連閣議承認・命令ほか 　　  その他重要事項    左記項目への影響事項

196 0 ・61:ゾーンニング・永久林指定決議。

・61:国立公園法公布。

・66:長伐期半皆伐(15年周期×2)施業方式。 ・64:国有保全林法公布。

・68:上記方式による1周期目開始(299伐区)。 ・68:台湾、B. T iger人工ふ化成功。

7 0 ・72:エビ生産・販売推進計画(~76)。漁業局、 ・欧米先進諸国で環境影響評価、

　稚エビ養殖成功。天然型に放流奨励。  専門諮問委員会制度導入始まる。

・76:タイ初のMF生態会議。国家学術調査

　委下に国家MF資源委設置提案。

・78:MF資源の防衛に関する国家MF資源委案。 ・77:国家MF資源委設置閣議承認。

8 0 ・80:MF内利用規準に関する国家MF資源委案。 ・80:養殖発展事業[ADBフェーズ１](~84)。

・82:MF内利用規準に関する森林局の再検討案。 ・83:第4回MF生態会議。MF域の衰退、

・83:規則修正済み長伐期施業システム。 　国家政策堅固化の必要性確認。

・84:MF生態会議によるゾーニング早期実施提案。 ・85:養殖発展事業[ADBフェーズ2]。 ・85:プラザ合意。円(官民資金)等、

・85:ＣＰ社、日系と合弁でエビ養殖会社設立。  外資大流入。開発・投資ブーム。

・86:上記施業方式による2周期目開始(248伐区)。 ・86:4部門合同エビ養殖開発発展事業(~88)。 ・台湾エビ養殖、危機的状況に。

・87:タイ国MF域内土地利用ゾーンニング(3区画= ・87:上記事業、MF域内エビ養殖適地選定。

 保護、経済A:林業・公共林、経済B:養殖・鉱業・居住)。 ・88:同、経済B区利用方針策定小委設置。 ・88:プレム大将、首相辞任。

・89:新技術での養殖用塩水域開発事業(４部門合同)。 ・88:養殖塩水管理システム基礎調査(王室系)。  国民党連立政権。

9 0 ・90:MF委、東部違法地問題解決案(A区93年まで)。

・90:MF生態会議案(国家経済社会計画化、住民参加)。 ・91:副農相、8.2万ha.のエビ田報告。

・91:選別委案(海軍取り締まり権限、域外集約養殖推進)。 ・91:漁業局、合法養殖地の登録・許可方針。

・91:予算局案(MF域利用中止、新規融資禁、県委設置)。 ・91:国林政委、既存分の継続許可再確認。

・91:MF域内保護区画発展計画(~96)。

・92:国家環境委案(選別委案再確認と包括・具体化)。 ・92:国家環境質維持推進法公布。 ・92:５月流血事件。軍トップ更迭。

・92:漁局長、違法地の移動方針。  地球サミット。選挙。政党政権復活。

・93:淡水域でのB. Tiger養殖始まる。  

・93:副農相東部視察。解決に土地改革化案。

・93:国林政委、91予算局案見直し・漁業区案。 ・93:数県のMF域内で不正証書。

・94:関係複数委が上記国林政委案に反対。 ・94:民主党、不正関与疑惑。下野。

・95:NGO国連エビ法廷でタイ槍玉。

・96:漁業局と森林局へのMF保全対策強化勧告。 ・96:科学省、伐採制度の環境悪影響懸念。 ・96:国民党、金権問題で下野。

・96:首相、森林局にMF伐採権取消し検討を指示。 ・96:国経社計画所、伐採権取消し支持。

・96:MF域内の保護区画拡大方針を閣議決定。 　MFの保護・再生推進を勧告。

・96:新首相、MF伐採権取消しの影響再検討指示。 ・97:経済危機。バーツ切り下げ。

・97:国経社計画所案(MF16万ha.、地元・民・産参加)。 淡水域内でのB. Tiger養殖拡大。

・98:国環委、伐採取り止め支持(エビ取引に悪)。 ・97:地球温暖化防止京都会議。

・98:淡水域内エビ養殖(B. Tiger)に関する国環委 ・98:国環委、環境質維持推進法による淡水

 勧告(各県知事に権限委託、140日以内の中止)。  域内エビ(B. Tiger)養殖禁止を政府に勧告。

・98:エビ養殖者連盟、決定の違憲性糾弾。 ・98:タイでもVannamei養殖開始。

200 0 ・00:規則厳守条件に、期限終了まで伐採継続許可。

・00:毎年申請ほか条件に91年以前者の居住許可。 ・01:漁局長、エビによる国家経済復興事業表明。 ・01:選挙。タクシン新愛国党政権。

・01:森林局、Ａ.ビジネスの利用許可延長却下。

・01:国王、淡水域エビ養殖(B. Tiger)に懸念示す。 ・01:漁局長、MF域放棄エビ田(5万ha.)活用案。

・01:環境委、９８勧告(淡水域養殖禁)再可決。 ・02:ＣＰ社、Ｖａｎｎａｍｅｉ種改良所。

・03:王妃生誕72年祝賀MF植林事業(1.2万ha.)。 ・03:Ｖａｎｎａｍｅｉの急激な普及始まる。 ・03:伐採権の終了期限。

 伐採権完了後の跡地でのMF再生方針を再強調。  (2008年時点で沿岸養殖エビ総生産量の95%に)。 ・04:インド洋大津波。

・08:沿岸海洋資源局、地元住民の天然型養殖地を

 除く旧用益許可地を植林地とする方針提示。

出所: Jintanukun(1997)、Klankhamson and Jarpphat(1987)、Wiraphaibun(n.d.)、Krom sapphayakon thang thale lea chaifang(n.d.)、馬場(2003a, 2003b)、Krom Pramong(1991)、増井(1995)、

Jarusombat(2001)、Wongjantonkan(2002)、末廣・南原(1991)、Neao na(91/11/8)、Sayam post(93/5/18)、Thai rat(98/8/25)、Sayam rat(08/4/18)、Khao kung(07/4)等。

・サリット将軍による国家集権的、

科学的な天然資源管理号令。・MF域の部分的保全林区化開始。

・91:軍、クーデター。テクノクラート多用

アナン暫定政権成立。

 
 
（４）住民による森林利用・保全に対する示唆 

１）村レベルでの資源管理・保全・利用の実態と経緯 

 本研究が重点的調査対象とした東北タイの河畔林地域では、主として農地化により森林減少が進ん

できたことが示された。森林調査の結果は、過去に伐採をうけた森林でも、周囲に残存する林分があ

り 40 年程度保全することができれば、森林構造の回復が期待できることを示している。その一方、カ

ワウソの絶滅に代表される大型哺乳類の減少は、地域の生物多様性を不可逆的に低下させた可能性が

あることを示しており、現在は公共林として河畔林を管理している村であっても、人々が昔から生態

資源を持続的に使ってきたわけではないことがわかった。また同地域の湿地林を含む水系では、地域
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住民自身が漁具、漁法、漁場を使い分け、漁獲圧を抑制することにより、過当競争を回避管理するこ

とで、水産資源の持続的な利用を可能としていた。このような状況から、行政が果たすべき役割は、

地域内の資源管理ではなく、地域間や地域外の諸問題を解決することであることがわかった。さらに

この地域の住民は、河畔湿地林に生育する樹木種のうち増水期にある種類の魚が集まる木があること

を知っておりその樹種を伐採せずにまもったり、樹脂を採集する樹種を伐採禁止にしたりと、人々自

身が特定の樹木種のもつ価値を認め自主的に保全をはかっていた。さらに、タイにおいては経済の発

展にともなって、若者層の地方から都市への移住がおきており、過疎化により資源の持続的管理が困

難になっている村落も出現しつつあり、重点調査対象地域も例外ではないことが明らかになった。 

 東北タイの河畔林地域の対象村における現在の生業のおもなものは、農業(特に水田作。他は果樹、

ゴム、タケノコ栽培)で、比較的頻繁にセバイ川で漁労を行う世帯は全体中の約 2 割で漁獲量は自家消

費を多少上回る程度であった。また近年は若者の多くが現金収入を得ることができる就業のため、一

時的もしくは準恒常的に離村する傾向があることが明らかになった。  

 対象村の公共林の法的土地区分は公共地であり、現在は住民による厳格な資源管理（伐採禁止）が

行われている。この村においては、1980 年代まで公共地の伐採が続いていたが「森の寺」が建立され

周囲の森林が禁伐となったことや、1990 年代に公共地と私有地境界および土地権が確定したこと、森

林局による村人の森林保全トレーニングや組織化がなされたことから、村人による公共林管理規則が

設定された。さらに 2000 年代には公共林が王室プロジェクト林と認定されたこと、2000 年代半ばか

ら地方森林事務所幹部らにより、住民の生態資源利用について森林官が村人共に森林内の有用資源を

記録、若い世代に普及、啓蒙するというアクション・リサーチが実施されたこと、など、住民による

自主的な資源管理につながる外部からの支援があった。 

 季節による自然な水位上昇のリズムを活かした川漁を日常的に行う地域住民の営みは、上・下流で

のダム建設以降無視された状態が数年にわたって続いている。2011 年秋の降り続いた大雨によりタイ

各地で洪水が発生したが、東北タイの主要河川でも水位の上昇は著しく、ラムセバイ川周辺も広域で

冠水したという。水位上昇もこの段階に至れば調節は不可能となり、ダムは全く機能しない状態が数

ヶ月続いたという。その前年 2010 年の夏にも東北地方では降り続く雨による河川水位の上昇が起きた

が、ダム管理者である灌漑局が水位調節のためヤソトン側への予告なく放水を行ったため、ラムセバ

イ川本流に住民が設置していた「ポンパン」と呼ばれる大型の漁労用エリ（下降する魚を網で受ける）

の仕掛けが壊れてしまった。以前にも大雨により水位が上昇した時に事前通告なく放水されることが

時折あった。 

このダムからの灌漑水は対岸のアムナートチャラン県側のみへ提供される仕組みであり、利益を受

けずに弊害のみ被るＰＩ村の「ポンパン」所有者達は地域の灌漑局まで抗議に赴いたという。現在森

林管理行政部局とは特に深刻な問題は起きていないとのことだが、住民の事情を無視した資源管理は

行政と住民との間にさまざまな軋轢を生む危険性をはらんでいる。  

 南タイのマングローブ林域村の生業は、沿岸漁業で一部にはゴム園や油ヤシ園経営をおこなう住民

もいた。調査村では、1990 年代初頭まで近隣の村や県から漁民が移入してきた。1990 年代半ば以降は、

漁業補助者や農園労働者等のミャンマーからの移入が進んでいる。また若者の一部が就業のために離

村していることが明らかになった。また 2004 年 12 月にインド洋大津波を被災したことにより、大量

の支援を受けていた。 

 対象村では、国立公園の内部に公共林があり、土地の私有が禁止されるとともに次のように伐採活
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動が住民により管理されている。公共林での伐採は公共林委員会からの許可を必要とする。事前に公

共林委員会の許可を得た場合を除き、公共林・保護林域での伐採は禁止されている。公共林委員会か

らの許可無しで伐採をおこなった場合、伐木１本当たり 50-500 バーツの罰金および伐木 5 本に対して

1 本の補填植林が求められる。また、警告または森林官・担当部署への引き渡しがなされる。 

 この村においては、住民による資源利用を制限する国立公園指定時には行政と住民の間に対立があ

ったが、外部者による無秩序な利用に対して行政と住民が協力して対抗する必要が生じたこと、さら

には大津波という災害を被災したこと等が、行政と住民による協力体制の構築につながっていた。 

 

３）マレーシアおよびインドネシアからの知見による示唆 

 半島マレーシアのマングローブ植林地における製炭用植林経営の経験から、マングローブ林のもつ

生態系サービスの価値を経済市場価値として位置付けるのは困難であると示唆された。またマングロ

ーブ林の持続的利用には、自然科学的研究を基礎とした計画に加え、現場の状況にあわせて的確な判

断を下せる実務者（森林官）の養成が重要であることが示唆された。タイにおけるマングローブ資源

管理の特徴として、マングローブ林業を専門とする研究者がマングローブ政策の立案と実施にあたっ

ていたことが現実的な管理に繋がったという評価ができた。このようなことから、地域住民による森

林管理を持続させるには、大学など高等教育機関における生態資源管理に関する自然科学および社会

科学両面の研究教育の充実がもとめられる。 

 インドネシアでは近年、REDD プラス（森林減少劣化による排出削減と森林保全）とアブラヤシ農園

の開発が、森林・土地利用に大きな影響を与えており、湿地林も例外ではない。REDD プラスに対して

は、森林保全に貢献した住民に対して経済的インセンティブが付与されるという期待がある一方、次

のような大きな懸念がある。国や地方政府が受け取る REDD 資金は地域の人々の生活の質を向上させる

ために使われるべきであるが、中間搾取により本来受け取るべき人に届かない可能性がある。リーケ

ージ回避を目的とする森林資源へのアクセス制限のような地域の人々に対する負の影響が危惧され

る。国際的な理論と現場での実践の間の理解に関する大きなギャップがあり、制度に対する混乱した

認識により、地域の人々は REDD プラスによる利益も不利益も理解できていない状況にある。またアブ

ラヤシ農園開発については、推進のための住民集会への参加に高額の日当支払い、さらには早くに同

意した人々の土地の高額買い取りなど、短期的な利益の提供など、資金力を背景とした推進活動が続

けられている。その一方で、アブラヤシ園が長期にわたり人々の生計向上に貢献するのは限られた場

合にすぎないことは十分に説明されておらず、アブラヤシ園造成に反対の立場に立つ人々に対する脅

迫が行われることがあり、地域住民は十分な判断材料を基に自由な判断を下せる状況に置かれていな

い 14)。 

 プランテーション造成のような外圧にさらされている地域住民による自然資源管理を支援する活動

には、つぎのようなものがある 15)。エリート層による搾取を防ぐための強力な地域制度とリーダシッ

プの構築、単純な外部からの支援は人々を弱く貧しくすることがあるため、支援からの独立までを見

越した住民たち自らが自信と確信の構築できるようになるための支援、自立を可能とするための生産

物の市場販売ネットワーク構築による価格の安定化。既存の政策の中からこのような活動を支援する

ものを見いだし適切に施行するが重要である。例えば小規模水力発電で成功した村の事例を周辺の村

落が自主的に学んでまねをした事例が示すように、地域の人々はあることを自分たちにとって有効な

活動であると見なしたら自発的に学んで実施する。このような地域住民による自発的な活動は、地方
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政府により支援することができるものである。なお人々は現金収入だけを求めている訳ではないため、

教育、医療、交通インフラの整備などは、政府行政機関により実施可能な支援策として重要である。

なお地域の人々による自立発展性を確保するためにも人々のプライドを尊重しなければならない。 

 

（５）地域住民による森林管理・保全の政策化に必要な条件と提言 

 持続的森林管理には、地域住民の参画が必要不可欠であり、地域住民のもつ経験知が高く求められ

る。その一方、発展途上国の僻地にある森林であっても政府による土地利用や自然保護政策の影響を

受けている。また同様に、そこで暮らす人々による森林や土地利用も多かれ少なかれまた直接間接の

別はあるものの、中央の政策による影響を受けている。しかしながら、その土地に長く暮らしている

からといって、人々がその土地の変遷を正確に把握しているとは限らないし、変遷の背後にある理由

について正しく知っているとは考えにくい。地域の人々が正確に把握できない空間の広がり、過去の

経緯と国の政策要因等の変遷を把握するとともに、そのような情報を地域住民、行政の別なく共有す

ることが必要である。 

 住民による持続的森林管理の推進には、政府行政機関による制度的なものだけでなく、住民自らが

持続的資源管理を実施できる能力をもつことが必要である。さらに、行政と住民の良好な関係をとり

もつ仲介者が必要となる 15)。日本をはじめとする先進国から、タイなどの発展途上国における地域住

民による持続的森林管理政策の支援を立案する際には、対象とする地域の状況について総合的に把握

することが必要である。その第一歩として、東南アジア地域において人々と自然資源利用の関係につ

いてフィールドワークによる経験知をもつ日本人研究者により蓄積された地域研究情報を活用するこ

とが望ましい。またそのような知識と経験をもつ人材を日本側が実務に登用することで、途上国の政

策立案者と地域の人々が密に情報交換や議論をおこなう体制の構築を支援することができるだろう。 

 この数年で REDD プラスの実施にむけた実証調査が世界各地で実施されるようになっており、我が

国の予算を使った民間企業等の活動も増加しつつある。REDD プラスについては、その導入により地

域の人々や環境に予期せぬ悪影響を与えないようにするセーフガードが強く求められるようになって

いる。このようなことから、REDD プラスをホストする発展途上国だけでなく、我が国の側でも人材

が足りない状況に陥っている。その一方、この数十年で日本の大学や大学院では、発展途上国におけ

るフィールドワークを含む国際協力研究とそのトレーニングが厚みを増し充実している 16）17）。しか

しながら、安定した職につけず大学院で身につけた能力を活かす場を得ることができないオーバード

クターが多数発生している。大学院等で、発展途上国におけるフィールドワークにより実践的に学ん

だ人材を REDD プラスのように即戦力の人材を多数必要とする枠組みの実務に登用することは、我が国

が早急に実施できる地域住民による持続的森林管理を達成するための施策である。 
 

５．本研究により得られた成果   

（１）科学的意義 

タイのマングローブ域の森林・土地利用の変遷に多大な影響を与えると同時に、保全策提示の基礎

となる既存政策を解析し、現在の政策傾向を招来した原因を明らかにした。 

林業と自然保護という森林分野に加え、エビ養殖に関わる過去 50 年の重要政策・事項を整理したこ

とにより、持続的生態資源管理を実現する環境政策の立案と実施には対象生態系を利用する産業分野

の政策に対する理解が必要不可欠であることを示した。 
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（２）環境政策への貢献 

 熱帯湿地林の資源利用に関する知見は少なく、湿地林の資源利用に関する定量的評価は、生物多様

性保全や地球温暖化対策など様々な政策に貢献できる。特に地域住民による森林管理を支援する政策

立案に関する知見と、地域研究情報の活用やフィールドワーク経験者の実務への登用という提言は、

地域住民の権利に配慮するという REDD プラスのセーフガード対応に有益な示唆を与えるものである。 

今後、国内及び国際ワークショップなどを通じ、成果の広報・普及に努める。 

 

６．国際共同研究等の状況 

 国際共同研究計画名：森林総合研究所-チュラロンコン大学理学部間の科学技術協力覚書 

・協力案件名：「湿地林維持機構と炭素固定に関する研究」 

・カウンターパート： Pipat Patanaponpaiboon 博士 チュラロンコン大理学部教授 タイ 

・参加・連携状況：タイ国における共同研究者、本研究課題総括、2011 年 12 月及び 2009 年 12 月

タイで開催した国際ワークショップ共同主催 

国際共同研究計画名：森林総合研究所－国際林業研究センター(CIFOR)間の科学技術協力覚え書き 
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[Abstract] 
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Swamp forest 
 

Factors and incentives with which local communities conserve swamp forests for their 
livelihood are studied to understand potential and possible problems of participatory forest 
management to promote swamp forests conservation. Plantation and aquaculture pond caused 
the decrease of mangroves in Ranong while conversion to paddy was the major cause of 
decrease in riparian forests in Yasothon. Mangrove biomass in 20 years old stand was ca.220 
ton/ha and 8 to 14 ton/ha of annual increment satisfies use as charcoal wood source. A 
hectare of riparian forest offers woods to make two houses and resource recovers within 40 
years when seed source is available. Among 18 mammals ever sighted within last 50 years, 
only 8 small species still inhabit in riparian forests in Yasothon while 31 species including 2 
otter species were still in mangroves in Ranong. The major reason caused the distinction of 
large mammals in riparian forest was high hunting pressures in case of Yasothon. As the 
contribution to fishery resource, mangroves produced litters from 7.84 to 10.48 ton/ha 
annually in spite of different stand structure and riparian forest plays significant role of 
attracting fishes. Local inhabitants catch fishes by numbers of indigenous fishing gears as 
their routine activities and/or commercial ones both in the vicinity of riparian and mangrove 
swamps. By sharing grounds, gears, target species and season based on fisheries laws and 
community rules, local inhabitants could avoid competition, and consequently, utilize 
fisheries resources sustainably. The sustainable use of swamp forest in Yasothon suggested 
the resource scarcity affects institutional formation and external supports worked effectively. 
And the existence of specific organization contributes the conservation. The institutional 
management brings positive effects as rich “bottom-up” incentives. The mangrove use and 
conservation strongly relates to shrimp farming in Welu Wetland, Chantaburi. Disease 
outbreak reduced shrimp farm and returned to extensive aquaculture with reforestation on 
ex-shrimp pond. The successful mangrove management gave the revival of mangrove fireflies 
and attracts tourists. Such changes have been affected by the changes in policies on forestry, 
fishery and also environment. Many local communities destroyed forests for their own profit 
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even their sustainable forest managements are often reported. Communities’ sustainable 
forest management is achieved only under specific condition. Transplanting a successful case 
to other place seldom promise the solution. Sharing knowledge and understanding the limit of 
community involvement shall be emphasized to fill the gaps between the expectation and 
actual need of communities. 
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